
 

 

 

 

 

 

 

 

【別 編】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次頁以降の表中における区分は次のとおり。 

○ 進捗状況 

原則として、平成 25年度における取組実績を記載。 

ただし、平成 24年度末までに既に実施済である事項等については、過去の施行状況

報告を引用又は集約して記載（背景着色の上、斜体文字で記載）。 

 

○ 実施済等の別 

 ア 実施済 

平成 25年度末までに、基本計画に掲げられた内容に沿った形で、所要の措置を講

じたもの 

 イ 継続実施 

基本計画期間内のみならず､第Ⅱ期基本計画期間内においても､継続的に措置・取

組を講ずる必要が認められるもの 

ウ 実施・検討予定 

平成 25年度末までの実施には至らなかったものの、第Ⅱ期基本計画期間内の実施

が見込まれるもの（平成 26年度以降引き続き検討するものを含む。） 

エ 実施困難 

所要の検討は行ったものの、基本計画に掲げられた内容に沿った形での実施が困

難であったもの（平成 26年度以降引き続き検討するものを除く。） 
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項　　　目 担当府省 実施時期

第２
１ 統計体系の根
幹となる「基幹統
計」の整備
(2) 基幹統計の
整備に関する方
向性
(3) 国勢統計、国
民経済計算、経
済構造統計の重
要性

○ 関係府省 平成21年度から
検討する。

○ 平成21年度から
検討する。

○　固定資本減耗の時価評価（現在は簿価評価）について、改定さ
れる純資本ストックと整合性を保ちながら、少なくとも大分類、製
造業は中分類程度での推計値を得る。産業連関表（基本表）に
おいても、その推計値に基づき導入を行う。

○　現在は参考系列になっているＦＩＳＩＭについて、精度検証のた
めの検討を行い本系列へ移行する。なお、四半期推計への導入
については、検討結果によっては、本系列への移行後において
も、ＦＩＳＩＭ導入による影響を明記することや、その影響を分離し
た系列を合わせて公表するなど、利用者に対する十分な説明を
行う。

内閣府 平成17年基準
改定時に移行
する。

○　自社開発ソフトウェアの固定資本としての計上について、諸外
国と比較可能な計数の開発を行う。

○　一回だけ産出物を生産する育成資産の仕掛品在庫について、
概念的な課題が指摘されている現行推計の改定を行う。

○　公的部門の分類について、総務省を始め関係府省等の協力を
得て、93ＳＮＡの改定で示された判断基準に即して格付けを見直
すとともに、統一化を図る。

具体的な措置、方策等

＜「別紙」参照＞

国民経済計算
は平成17年基
準改定時、産業
連関表（基本
表）は次回作成
時に実施する。

国民経済計算
は次回の平成
17年基準改定
（以下「平成17
年基準改定」と
いう。）時、産業
連関表（基本
表）は次回作成
時の実施を目
指す。

内閣府 平成17年基準
改定時に実施
する。

内閣府、産
業連関表
（基本表）
作成府省
庁

２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(1) 国民経済計
算の整備と一次
統計等との連携
強化
ア 推計枠組みに
関する諸課題 内閣府、産

業連関表
（基本表）
作成府省
庁

　国民経済計算及び産業連関表（基本表）並びに一次統計の各
作成部局の間で連携を図り、必要な検討・調整等を行う。第三者
機関による検討としては、統計委員会国民経済計算部会の下に
産業連関表に関する検討の場を設け、国民経済計算や他の一
次統計に関する調査審議と連携しながら、産業連関表に関して
基本計画に盛り込まれた事項をフォローアップするための調査審
議を行う。

内閣府、産
業連関表
（基本表）
作成府省
庁、一次統
計作成府
省

　平成28年に予定されている経済センサス‐活動調査の実施まで
に、関係府省は、経済構造統計を軸とした産業関連統計の体系
的整備に取り組む。その際、各種一次統計と国民経済計算の整
合性に十分留意するとともに、特に内閣府は体系に適合した国
民経済計算の年次推計方法を確立する。

　［基本計画　事項別推進状況］
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実施済等の別

○ 　経済センサス-活動調査に適合した年次推計方法について、部内で検討を行ってきたとこ
ろであり、平成25年度においては、平成23年確々報における製造業の推計において平成24
年経済センサス-活動調査を活用した。平成28年経済センサス-活動調査を踏まえた年次推
計方法については、同調査の実施までに確立すべく引き続き検討を進める。【内閣府】

継続実施

○

○

　産業関連統計の体系的整備については、「産業関連統計の体系的整備等に関する検討
会議」（平成21年６月に関係府省間で設置）において、平成24年３月末までの検討状況等
（各府省における産業関連統計に係る検討状況を含む。）を、検討報告書として取りまとめ
た。
　また、平成26年度を始期とする新たな「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成26
年３月25日閣議決定。以下「第Ⅱ期基本計画」という。）において、経済構造統計を軸とした
産業関連統計に関する新たな枠組みの構築など、引き続き、産業関連統計の体系的整備に
取り組むことを盛り込んだ。【以上総務省】

○ 　平成21年度以降、内閣府及び経済産業省は、国民経済計算の推計に活用する経済セン
サス-活動調査における工業統計調査相当部分について意見交換を行ってきた。平成24年
12月には、別途検討を行ってきた代替推計手法を組み合わせながら、経済産業省から提供
を受けた「平成24年経済センサス-活動調査」の数値を活用して製造業の出荷額、在庫増減
額、中間投入額を推計し、平成23年度国民経済計算確報として、公表した。【内閣府及び経
済産業省】

実施済

○ 　平成25年10月に経済センサス実施部局から各府省庁等に対してなされた「平成28年経済
センサス-活動調査の調査事項の要望の把握について（依頼）」を受けて、同年11月、産業
連関表の作成過程での利用を踏まえた要望を提出した。【産業連関表作成府省庁】

継続実施

○ 　国民経済計算における固定資本減耗の時価評価等については、統計委員会への諮問
（平成21年４月）、同委員会国民経済計算部会での審議、同委員会からの答申（平成23年５
月）を経て、平成17年基準改定時（平成23年12月～24年１月）に導入した。【内閣府】

実施済

○ 　平成23年中の検討において、平成23年産業連関表から導入する方針を取りまとめ済み。
【産業連関表作成府省庁】

実施済

○ 　ＦＩＳＩＭについては、平成17年基準改定時（平成23年12月～24年１月）に本系列へ移行し
た。移行に当たってはＦＩＳＩＭの影響について解説した資料も併せて公表した。四半期系列
については、ＦＩＳＩＭ導入による影響を分離した系列（ＦＩＳＩＭ除くＧＤＰ等）も併せて公表す
ることとした。

実施済

○ 　自社開発ソフトウェアを固定資本として計上する推計方法については、平成17年基準改定
時（平成23年12月～24年1月）に導入した。

実施済

○ 　また、同様に、育成資産の仕掛品在庫の推計方法についても、平成17年基準改定時（平
成23年12月～24年１月）に変更した。

○ 　国民経済計算における公的部門の格付けの見直しについては、平成17年基準改定時（平
成23年12月～24年１月）に行った。【内閣府】

実施済

○ 　93ＳＮＡ及び08ＳＮＡに準拠した我が国の国民経済計算の判断基準に即して、格付けの
見直しを実施した。【産業連関表作成府省庁】

実施済

進捗状況

＜「別紙」参照＞
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

○　制度部門別生産勘定及び所得の発生勘定の構築に向けて、基
準年次推計の基準となる使用表、その付加価値部門、あるいは
関連する付帯表（固定資本マトリックス）など、列部門を制度部門・
産業部門のクロス分類として作成することの課題を検討する。

内閣府 平成17年基準
改定の次の基
準改定（以下
「次々回基準改
定」という。）時
における導入を
目指す。

○　93ＳＮＡの改定について可能な限り早期に対応する。 内閣府 次々回基準改
定を待たずと
も、可能なもの
から年次推計に
おいて対応す
る。

○　国民経済計算及び産業連関表（基本表）について、詳細な供
給・使用表とＸ表（商品×商品表）からなる体系（ＳＵＴ（Supply -
Use Tables）／ＩＯＴ（Input-Output Tables））に移行することにつ
いて検討する。

内閣府、産
業連関表
（基本表）
作成府省
庁

平成21年度から
検討する。

○

○　生産構造及び中間投入構造をより正確に把握する方法につい
て検討し、把握に当たっては、報告者の負担が増大しないよう、
米国経済センサスも参考にしつつ、産業別に調査票を設計する。
また、産業・商品（生産物）分類体系及び経済センサスとの連携
の下で、産業連関表（基本表）及び供給・使用表の作表における
精度向上を図る。

総務省、経
済産業省、
内閣府、産
業連関表
（基本表）
作成府省
庁

平成21年度から
検討する。

ウ 年次推計に関
する諸課題

○　年次ＳＵＴ／ＩＯＴの下で、支出面及び生産面からの測定値の調
整・検討を行うことができるよう、その枠組みを構築する。

内閣府 次々回基準改
定までに導入す
る。

イ 基準年次推計
に関する諸課題

内閣府、産
業連関表
（基本表）
作成府省
庁、一次統
計作成府
省

国民経済計算
は次々回基準
改定に、産業連
関表（基本表）
は次回作成に
間に合うよう検
討する。

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(1) 国民経済計
算の整備と一次
統計等との連携
強化
ア 推計枠組みに
関する諸課題

　間接税及び補助金に関する基礎データ並びに各種一次統計
における間接税の取扱いを再検討するとともに、基本価格表示に
よる国民経済計算及び産業連関表（基本表）の作成に向けて検
討する。
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実施済等の別進捗状況

○ 　制度部門別生産勘定及び所得の発生勘定の作成は、府内に設けたPTを中心に検討した
結果、基礎統計の制約から実施困難という結論を得た。

実施済

○ 　統計委員会における平成24年度統計法施行状況報告に関する審議等を踏まえ、2008ＳＮ
Ａへの移行（公的部門分類、FISIM等は実施済み）について、第ＩＩ期基本計画において、引
き続き推進することとなった。R&Dの資本化を含む2008SNAへの対応の在り方については、
平成28年度中を目途とする国民経済計算の次回基準改定に向け、平成25年3月以降開催
している「国民経済計算次回基準改定に関する研究会」を通じて検討を進めている。

実施済（一部）
及び

実施・検討予定
（一部）

○ 　統計委員会における平成24年度統計法施行状況報告に関する審議等を踏まえ、基準年
の供給・使用表の整備の必要性、可能性について、第ＩＩ期基本計画において、引き続き検
討することとなった。基準年の推計精度の向上については、平成28年度中を目途とする国民
経済計算の次回基準改定に向け、平成25年３月以降開催している「国民経済計算次回基準
改定に関する研究会」を通じて検討を進めている。【内閣府】

継続実施

○ 　統計委員会・第８回国民経済計算部会（平成22年6月11日）において、基本計画の記述に
ついて「供給表・使用表から機械的にＸ表を作成するという作成手順に関するものではなく、
現実的な制約の中で、できる限り理想に近い表となるよう推計精度の向上に努める必要があ
る」との趣旨である旨の理解がなされたことを受け、その後、産業連関表の精度向上につい
て、部門設定及び産業連関表作成の基礎資料を得るために行う統計調査の改善の観点か
ら検討した。
　平成24年度においては、これら検討を踏まえ、平成23年産業連関表における部門分類及
び各部門の概念・定義・範囲を設定するとともに、各種統計調査を実施した。【産業連関表
作成府省庁】

実施済

○ 　統計委員会における平成24年度統計法施行状況報告に関する審議等を踏まえ、基本価
格表示の国民経済計算について、第Ⅱ期基本計画において、引き続き検討することとなっ
た。【内閣府】

継続実施

○ 　統計委員会における平成24年度統計法施行状況報告に関する審議等を踏まえ、基本価
格表示による産業連関表の作成について、第Ⅱ期基本計画において、引き続き検討するこ
ととした。【産業連関表作成府省庁】

○ 　国民経済計算において生産構造及び中間投入構造をより正確に把握する方法について
は、供給・使用表の枠組み等を通じた推計精度の向上に係る検討作業の中で合わせて取り
扱っており、統計委員会における平成24年度統計法施行状況報告に関する審議等を踏ま
え、第ＩＩ期基本計画において、引き続き推進することとなった。供給・使用表の枠組みの活用
については、平成28年度中を目途とする国民経済計算の次回基準改定に向け、平成25年3
月以降開催している「国民経済計算次回基準改定に関する研究会」を通じて検討を進めて
いる。【内閣府】

継続実施

○ 　平成23年度までに、
　①　生産額等が相当の規模を有する部門における生産物の種類及び投入構造等の確
　　 認、当該確認結果に基づく独立した部門の設定の検討
　②　サービス部門を広く対象にして行う「サービス産業・非営利団体等投入調査」、企業の
　 　管理経費の内訳を把握するために行う「企業の管理活動等に関する実態調査」及び産
　 　出構造の把握の検討に資することを目的として試行的に行う「商品・サービス等の販売
　　先に関する実態調査」（いずれの調査も総務省が実施）の実施計画についての検討
　を行った。
　平成24年度においては、これら検討を踏まえ、平成23年産業連関表における部門分類及
び各部門の概念・定義・範囲を設定するとともに、各種統計調査を実施した。【産業連関表
作成府省庁】

実施済

○ 　統計委員会における平成24年度統計法施行状況報告に関する審議等を踏まえ、供給・使
用表の枠組みによる年次推計の精度の向上について、第ＩＩ期基本計画において、引き続き
推進することとなった。年次推計における供給・使用表の枠組みを活用した推計精度の向上
の在り方については、平成28年度中を目途とする国民経済計算の次回基準改定に向け、平
成25年3月以降開催している「国民経済計算次回基準改定に関する研究会」を通じて検討
を進めている。

実施・検討予定
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

○　制度部門別生産勘定及び所得の発生勘定の作成とともに所得
面からの推計によるＧＤＰを開発し、支出、生産及び所得の三面
からの推計による精度検証を行う。

内閣府 次々回基準改
定における導入
を目指す。

○　国民経済計算の年次産業連関表と産業連関表（延長表）につ
いて、産業・商品（生産物）分類における統合の検討とともに、国
内生産額、最終需要など共通項目部分に関する測定方法や基
礎統計の差異の検討を行った上で、整合性の確保を行う。次々
回基準改定以降も更なる整合性確保に向けた検討を継続する。

内閣府、経
済産業省

次々回基準改
定までに段階的
検討を行う。

○　コモ法における商品の需要先への配分は、建設部門向け中間
消費、その他部門向け中間消費、家計消費、固定資本形成に限
られている。その他部門向け中間消費は、現在、集計ベクトルに
より単純化されているが、産業別生産額や中間投入の変動を反
映することにより、中間消費構造の変化と連動できるようにする。
また、最終需要項目についても、人的推計法（需要側）と物的接
近法（供給側）を有効に組み合わせることにより、費目及び部門の
様々な情報を反映させ、精度向上を図る。

内閣府 平成17年基準
改定時から段階
的に導入し、
次々回基準改
定時までに実施
する。

○　コモ法の商品分類は、今後改定が予定される日本標準商品分
類との整合性の確保を図る。建設部門を特別に取り扱う必要はも
はや見出せないことから、いわゆる建設コモを廃止し、コモ法にお
ける一つの商品としてそれぞれの建設部門の産出額を推計する
方法を構築する。現在、市場生産活動の生産物のみとなっている
コモ法の推計対象を、非市場産出まで拡張する。

内閣府 平成17年基準
改定時から段階
的に導入し、
次々回基準改
定時までに実施
する。

○　関係府省等の協力を得て、月次のサービス産業動向調査では
とらえきれない中間投入構造などのより詳細な経理項目の把握に
資する基礎統計の整備、流通在庫など在庫推計のための基礎統
計の整備、コモ法における商品別配分比率の推計のための基礎
統計の整備、個人企業の活動把握などに資する基礎統計の整
備、企業統計を事業所単位に変換するコンバーターの在り方、労
働生産性及び全要素生産性指標の整備に向けた基礎統計の課
題などについて、具体的な結論を得る。

内閣府 平成17年基準
改定までに結論
を得る。

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(1) 国民経済計
算の整備と一次
統計等との連携
強化
ウ 年次推計に関
する諸課題
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実施済等の別進捗状況

○ 　制度部門別生産勘定及び所得の発生勘定の作成は、検討の結果、基礎統計の制約から
実施困難という結論を得たところであり、統計委員会における平成24年度統計法施行状況
報告に関する審議においても、妥当とされた。
　支出、生産及び所得の三面からの推計値の供給・使用表の枠組みによる調整について
は、統計委員会における平成24年度統計法施行状況報告に関する審議等を踏まえ、第ＩＩ期
基本計画において、引き続き推進することとなった。供給・使用表の枠組み活用について
は、平成28年度中を目途とする国民経済計算の次回基準改定に向け、平成25年3月以降開
催している「国民経済計算次回基準改定に関する研究会」を通じて検討を進めている。

実施困難（一部）
及び

継続実施（一部）

○

○

○

　平成17年基準の国民経済計算の年次産業連関表と産業連関表（延長表）について、平成
22年度に比較検証した平成12年基準の比較データと同様のデータを整備し、平成12年基
準と平成17年基準における国民経済計算の年次産業連関表と産業連関表（延長表）の比較
検証作業を実施し、両者の整合性の改善点や課題について整理した。また、平成22年度に
実施できなかった実質値についての比較の検討に向けて、情報交換を内閣府と行った。【経
済産業省】
　上記調査研究事業における国民経済計算の年次産業連関表と産業連関表（延長表）の整
合性確保に関する検討結果も踏まえた平成17年基準の国民経済計算の年次産業連関表に
つき、平成25年3月に続き、平成26年3月にその時点の最新版を公表した。
　また、第Ⅱ期基本計画においては、「供給・使用表の枠組みを通じた国民経済計算の精度
向上のため、国民経済計算と産業連関表及び延長産業連関表の作成部局の間で、必要な
情報の共有や整合性の確保に努めつつ、連携を行う。」とされており、これを踏まえて、引き
続き連携していく。【以上内閣府】

実施済（一部）
及び

実施・検討予定
（一部）

○ 　中間消費や最終需要項目への配分方法の改善による精度向上については、供給・使用表
の枠組みを通じた推計精度の向上に係る検討作業の中で合わせて取り扱っており、統計委
員会における平成24年度統計法施行状況報告に関する審議等を踏まえ、第ＩＩ期基本計画
において、引き続き推進することとなった。年次推計における供給・使用表の枠組みを活用し
た推計精度の向上の在り方については、平成28年度中を目途とする国民経済計算の次回
基準改定に向け、平成25年3月以降開催している「国民経済計算次回基準改定に関する研
究会」を通じて検討を進めている。

実施済（一部）
及び

実施・検討予定
（一部）

○

○

　統計委員会における平成24年度統計法施行状況報告に関する審議等を踏まえ、建設部
門の産出額の推計方法の見直しについて、第ＩＩ期基本計画において、引き続き推進するこ
ととなった。なお、同推計方法の見直しについては、平成28年度中を目途とする国民経済計
算の次回基準改定に向け、平成25年3月以降開催している「国民経済計算次回基準改定に
関する研究会」を通じて検討を進めている。
　また、コモ法の推計対象外となっているR＆Dについて、平成28年度中を目途とする国民経
済計算の次回基準改定において、新たに追加することを予定している。

実施済（一部）
及び

実施・検討予定
（一部）

○ 　平成23年度までに、各課題について、国民経済計算における位置付けや既存の一次統
計等の概要と課題について、関係省庁の協力を得て、整理を行った。平成24年度において
は、整理した課題について、関係省庁とともに議論を行った。
　具体的な課題は以下の通り。
　①　より詳細な経理項目の把握に資する基礎統計の整備については、「主にサービス業な
　　 どの業種について、既存の基礎統計の調査項目では把握できない「費用」やその内訳
　　 を、毎年把握できるようにすること」が課題
　②　流通在庫など在庫推計のための基礎統計の整備については、基礎統計において品
　　 目分類の細分化がなされることがＳＮＡ推計上の課題（当該基礎統計における調査客
　　 体の負担増等に留意する必要がある。）
　③　コモ法における商品別配分比率の推計のための基礎統計の整備については、「毎
　　 年、商品ごとに中間消費、家計消費、固定資本形成等へ、どの程度の割合で配分され
　　 ているのか特定できる基礎統計を整備すること」が課題（しかしながら、基礎統計による
　　 年次ベースでの配分比率の捕捉は困難な状況）
　④　個人企業の活動把握などに資する基礎統計の整備については、個人企業経済調査
　　 の「対象業種の拡大」や「サンプル数の増加」が課題
　⑤　企業統計を事業所単位に変換するコンバータの在り方については、アメリカで用いら
　　 れているコンバータがＳＮＡ統計の推計方法としての質を担保できるかどうか検討し、必
　　 要があれば別途独自の変換手法を開発することが課題（基礎統計の課題より、むしろ
　　 ＳＮＡ推計手法の課題）
　⑥　労働生産性及び全要素生産性指標の整備については、個人事業者等についての
　　 「仕事ベース」の労働時間を捕捉する基礎統計の整備が課題（しかしながら、個人事業
　　 主等の実態は捕捉が困難）

実施済
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(1) 国民経済計
算の整備と一次
統計等との連携
強化
ウ 年次推計に関
する諸課題

○　関係府省等の協力を得て、デフレーターとして本来必要とする
価格（生産者価格、基本価格、購入者価格等）の概念と、利用す
る価格指数の概念について整合性を検討し、また、長期遡及推
計についても検討する。

内閣府 平成21年度から
検討する。

○　国民経済計算の改定要因を実証的に詳細に分析する、いわゆ
る「リビジョンスタディ」を早急に実施して、改定幅の大きさの評価
やその原因究明を図る。

内閣府 平成21年度に
実施する。

○　関係府省等の協力を得て、季節調整の手法と年次計数の四半
期分割方法について、様々な手法の長所及び短所を検討する。

内閣府 平成22年度末
まで１年から２年
程度かけて望ま
しい手法につい
て結論を得る。

○　四半期推計に用いる一次統計（家計調査、四半期別法人企業
統計等）には、標本替え等に伴う計数の振れがあり、これが四半
期推計の振れをもたらしている一因とみられる。関係府省等の協
力を得て、一次統計の誤差の処理について検討し、可能なもの
から実施する。

内閣府 平成21年度に
検討する。

○　四半期推計に利用する基礎統計の最適な選択（需要側推計値
と供給側推計値を統合する際のウェイトの選択を含む。）につい
て検討する。

内閣府 平成21年度に
検討する。

○　関係府省等の協力を得て、長期的な取組として、四半期推計と
年次推計の推計方式を総合的に検討し、最適な推計システムを
定めることを検討する。具体的には、①四半期推計と年次推計に
用いる基礎統計間の関係の整理（工業統計調査と経済産業省生
産動態統計のかい離縮小等）、②基礎統計の定義・概念と国民
経済計算における定義・概念との対応の整理、③基礎統計の拡
充、④行政記録情報の活用等の課題について検討する。

内閣府 平成21年度から
順次検討する。

○　内閣府は、四半期推計で用いている経済産業省生産動態統計
の使用方法を再検討する。また、経済産業省は、経済産業省生
産動態統計と工業統計調査を結合した、より詳細なデータの提供
など、推計の高度化に資する協力を行う。

内閣府、経
済産業省

平成21年度に
実施する。

エ 四半期推計に
関する諸課題
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実施済等の別進捗状況

○

○

　デフレーターについては、23年度、24年度において日本銀行の協力を得て、「企業物価指
数（2010年基準）」改定結果を踏まえ、品目ごとの物価指数との対応関係のチェック等を通じ
てデフレーター推計の精度向上を図るなど、価格指数と概念の整合性に関して検討し、四
半期別GDP速報値（平成24年4－6月期1次）より、反映した。
　長期遡及改定については、平成21年度に平成12年基準計数について、昭和55年まで
遡って推計を行い、平成23年度においては、平成17年基準改定時(平成23年12月～24年1
月)に、平成13年に遡って改定するとともに、特にニーズの高い支出系列（QE公表系列）に
ついては、平成６年に遡って改定を実施したのに続き、平成25年度においては、原則全ての
系列について、平成23年度に公表した支出系列の時系列にあわせて、平成６年～平成12年
を対象年次とする遡及推計を行い、公表した（平成25年10月）。

実施済

○ 　平成21年度において、項目別に１次ＱＥからの改定状況を分析し、改定の大きな項目を特
定するとともに、関係する基礎統計の動向を分析し、その結果を取りまとめたところ。これを
踏まえ、平成22年度において、民間企業設備の推計方法の見直しを行った。

実施済

○ 　平成21年度に季節調整について、月次単位で行うことや、項目を細分化するといった手法
について検討を行った。
　世界同時不況の影響による平成20年秋以降の変動に対して、平成22年２月には財の輸出
入、平成22年12月には国内家計最終消費支出や民間在庫品増加の一部等について、各
種ダミーを設定した。
　四半期分割方法については、平成22年度に家計最終消費支出及び民間企業設備の系
列、平成23年度に出荷系列に対して比例デントン法を導入した。

実施済

○ 　平成21年度において、民間企業設備に関する需要側統計と供給側統計の季節調整系列
の相関を比較したところ、不規則変動成分の除去による平滑化によって、相関係数が上昇
する結果が得られた。これを踏まえ、平成22年度において、民間企業設備の推計方法につ
いて、１次QEにおいては利用できない需要側基礎統計の「仮置き値」を供給側基礎統計の
トレンド・サイクル成分の動きにより作成する方法に改善し、１次QEから２次QEへの改定幅の
縮小を図った。また、金融業・保険業の民間企業設備の需要側基礎統計について、より標
本数が充実している法人企業統計を活用することとした。

実施済

○ 　平成21年度において、需要側推計値と供給側推計値を統合する際のウェイトの選択につ
いて、従来の標本誤差に基づく統合ウェイトの算出方法に加え、過去の時系列の計数に基
づく算出方法についても検討を行った結果、民間企業設備については従来より供給側の
ウェイトが大きくなる傾向がみられた。基礎統計の選択に当たっては様々な考え方があること
から、これらの結果を踏まえ、平成22年度において、民間企業設備の推計方法について、
金融業・保険業の民間企業設備の需要側基礎統計について、より標本数が充実している法
人企業統計を活用することとした。

実施済

○ 　平成21年度以降、経済センサスに伴う推計方法の見直しの中で、基礎統計（工業統計と
経済産業省生産動態統計）それぞれに基づく推計値の比較を行った。具体的には出荷と産
出の概念の違いによる推計方法への影響など基礎統計間の関係や基礎統計とSNA概念と
の対応を整理した。また、中間投入比率について法人企業統計を利用した推計方法を開発
するなどの拡充を図るとともに業界統計等の活用についても府内に設けたPTを中心に検討
した。
　平成24年12月には、上記のように検討を行ってきた代替推計手法を組み合わせながら、
経済産業省から提供を受けた「平成24年経済センサスー活動調査」の数値を活用して製造
業の出荷額、在庫増減額、中間投入額を推計し、平成23年度国民経済計算確報として、公
表した。

実施済

○ 　平成21年度以降、経済産業省から提供を受けたデータをもとに、工業統計と経済産業省
生産動態統計それぞれに基づく推計値の比較を行い、経済センサスに伴う推計方法の見
直しの中で、両統計の適切な使用方法について、府内に設けたPTを中心として検討を行っ
た。
　平成24年12月には、上記のように検討を行ってきた代替推計手法を組み合わせながら、
経済産業省から提供を受けた「平成24年経済センサスー活動調査」の数値を活用して製造
業の出荷額、在庫増減額、中間投入額を推計し、平成23年度国民経済計算確報として、公
表した。【内閣府】

○ 　経済センサス実施に伴う国民経済計算の推計方法見直しのため、経済産業省生産動態
統計調査について内閣府から要望のあった平成22年～23年の個票データの提供を行っ
た。【経済産業省】

実施済
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(1) 国民経済計
算の整備と一次
統計等との連携
強化
エ 四半期推計に
関する諸課題

○　①四半期推計で提供される情報の充実（分配面の情報の充実
等）、②長期時系列計数の提供等利用者の要望が多い点に関し
て、検討を開始する。

内閣府 平成21年度から
検討する。

○　内閣府等と協力し、四半期推計の精度向上に資するよう家計消
費状況調査の調査項目を拡充し、単身世帯も含め、十分な調査
世帯標本数を確保することを検討する。

総務省 平成25年度ま
でに結論を得
る。

○　四半期別法人企業統計調査の資本金1,000万円から2,000万円
までの標本抽出方法の見直し（売上高で細分化して層化抽出を
行う等）を検討する。

財務省 平成25年度ま
でに結論を得
る。

○　公共事業予算の執行状況に関する統計について、「中央政府」
だけでなく「地方政府」分も含めた整備を検討する。

財務省、総
務省、内閣
府

平成25年度ま
でに結論を得
る。

○　政府最終消費の中の雇用者報酬を推計するために、四半期別
の公務員数、賃金の情報が必要である。「中央政府」分について
は、内閣府が関係府省等の協力を得て、行政記録情報の活用に
よる把握を検討する。「地方政府」分の把握については、内閣府
が関係府省の協力を得て検討する。

内閣府 平成25年度ま
でに結論を得
る。

○　生産面からの四半期推計を検討するとともに、当面は、四半期
推計を行うためにより有用な基礎情報をどのように確保するかに
ついて、サービス産業動向調査を中心として検討する。

内閣府 平成22年以降、
順次検討する。
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実施済等の別進捗状況

○

○

　分配面の四半期推計の整備については、統計委員会における平成24年度統計法施行状
況報告に関する審議等を踏まえ、第ＩＩ期基本計画において、引き続き推進することとなった。
分配側GDPや家計貯蓄率の四半期速報等の開発に向けては、平成28年度中を目途とする
国民経済計算の次回基準改定後、できるだけ速やかに参考系列として公表することを目指
し、平成25年3月以降開催している「国民経済計算次回基準改定に関する研究会」を通じて
検討を進めている。
　長期遡及改定については、平成21年度に平成12年基準計数について、昭和55年まで
遡って推計を行い、平成23年度においては、平成17年基準改定時(平成23年12月～24年1
月)に、平成13年に遡って改定するとともに、特にニーズの高い支出系列（QE公表系列）に
ついては、平成６年に遡って改定を実施したのに続き、平成25年度においては、原則全ての
系列について、平成23年度に公表した支出系列の時系列にあわせて 、平成６年～平成 12
年を対象年次とする遡及推計を行い、公表した（平成25年10月）。

継続実施（一部）
及び

実施済（一部）

○ 　内閣府からの要望を踏まえ、家計消費状況調査の調査項目の追加等を平成27年１月調査
分から行うこととした。
　調査世帯標本数の確保については、大幅な予算増を伴う標本数の増加に限らず、調査の
精度向上を実現する方策について幅広く検討を行った。その結果、平成27年１月調査分か
ら調査票の回収方法としてオンライン回収も可能とすることにより、調査の精度向上を図るこ
ととした。

実施済

○ 　売上高で細分化して層化抽出を行うためには、母集団名簿に売上高に関する情報が含ま
れている必要があるが、法人企業統計調査で使用している母集団名簿には、売上高に関す
る情報は含まれていない。このため、売上高に関する情報を含む平成24年経済センサス活
動調査（確報）及び平成26年経済センサス基礎調査の情報を活用することについて、第Ⅱ
期基本計画においても引き続き検討することとした。

実施・検討予定

○ 　関係府省間で統計の整備について検討を行ってきたところである。
　中央政府における公共事業予算の執行状況に関しては、特定の経費について各府省か
ら執行状況の報告を受けているものの、これは、事業の性格上、施行調整（促進又は抑制）
になじみやすい経費を指定してその執行状況を把握するためのものであり、全ての公共事
業予算を対象とするものではなく、また、月次や四半期等定期的に公表を行う趣旨のもので
もない。よって、当該目的以外での調査要請に対応することは困難である。
　また、地方政府における公共事業予算の執行状況に関しては、中央政府における状況に
加え、地方公共団体数が1,789と非常に多く、その全ての地方公共団体から定期的に情報
を集約し公表することは、容易に実現しえるものではない。また、地方公共団体における事
務負担の観点からも困難と考えられる。
　上記のように、非常に整備の困難な当該統計を整備する必要性について、具体的かつ広
範なニーズについても見受けられないことからも、整備困難との結論に至ったものである。

実施困難

○ 　政府最終消費の中の雇用者報酬の推計において、行政記録情報の活用による把握等に
ついて関係省庁と検討を行ったところであるが、QE推計に用いることができる四半期別の人
員・賃金単価に関する情報がないことが確認されたため実施は困難との結論を得た。

実施済

○ 　統計委員会における平成24年度統計法施行状況報告に関する審議等を踏まえ、生産面
の四半期推計の整備については、第ＩＩ期基本計画において、引き続き推進することとなっ
た。生産側GDPの四半期速報の開発に向けては、平成28年度中を目途とする国民経済計
算の次回基準改定後、できるだけ速やかに参考系列として公表することを目指し、平成25年
3月以降開催している「国民経済計算次回基準改定に関する研究会」を通じて検討を進めて
いる。

継続実施
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(1) 国民経済計
算の整備と一次
統計等との連携
強化
エ 四半期推計に
関する諸課題

○　毎月勤労統計調査について、①常用労働者が５人から29人の
事業所の調査における標本替えの工夫による所定内給与等の断
層の解消、②離職事由を「解雇、退職」、「転勤」等に分離するこ
と等による企業の退職者比率の把握、③退職金の調査を検討す
る。

厚生労働
省

平成25年度ま
でに結論を得
る。

○　関係府省等の協力を得て、行政記録情報の活用等によって、
雇用者報酬以外の分配面からの四半期推計を行うことを検討す
る。

内閣府 平成25年度ま
でに結論を得
る。

(2) ビジネスレジ
スターの構築・利
活用
ア 母集団情報の
的確な整備

○　経済センサス‐活動調査の中間年に当たる平成26年に、事業所
に関する属性情報、企業の親子関係を的確にとらえ、本社と支社
の組織的な連携関係を明らかにする経済センサス‐基礎調査を
引き続き実施するため所要の準備を行う。

総務省 平成25年度ま
でに所要の準
備を実施する。
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実施済等の別進捗状況

① 　有識者による検討会を開催し、（イ）「断層」が発生しているか、（ロ）推計方法を改善できる
か、について検討を行った。
　その結果、（イ）については、いわゆる「断層」の主要因は標本替えではなく季節性が主因と
考えられること、（ロ）については、標本替えの要因を補正する手法も提案されたが、後述す
るとおり標本替え後も陳腐化バイアスを保持してしまう可能性が強いと考えられることから、厚
生労働省としては現行の推計方法を変更するなどの対応は必要ないとの結論に至った。
○　検討会の報告書によれば、次のとおりである。
＜（イ）について＞
　「断層」の可能性のある所定内給与の１月分及び７月分の前月比のうち、標本替えの要因
は全体の10％程度の寄与であり、継続サンプルの所定内給与の季節的な変化要因よりも小
さいため、いわゆる「断層」の主要因は特定月で生じる季節性とみなせる。
＜（ロ）について＞
　（新標本群の特徴）
　　新規に調査を開始するサンプル群の賃金は、継続群よりもやや低い。
　（提案された補正方法）
　　標本替えの要因が全体の変動の10％程度含まれることについて、当該検討会の報告書
　では、標本替えの前後で約２／３の標本が継続することを利用して、推定値の安定性を高
　める計算方法が提案された。その方法は、脱落したサンプルを、同一母集団から質的に
　等価なサンプルで補充する場合に、脱落サンプルの特性値を活用して推計値を補正する
　ものである。
○　検討会の報告書に対する厚生労働省の評価は、次のとおりである。
　（新・旧標本群に対する評価）
　　一方、毎月勤労統計調査では、５～29人事業所は新設・廃止が多いため、それに伴う
　サンプルの陳腐化を抑えるために、１年半の調査期間の後、最新の新設・廃止を反映した
　母集団からの標本に標本替えを行っているところであり、陳腐化によるバイアスが懸念され
　るサンプルを新設・廃止によるバイアスのないサンプルで置き換えている（この陳腐化バイ
　アスは、報告書の記載においては「新規に調査を開始するサンプル群の賃金は、継続群
　よりもやや低い」という形で現れている）。標本替え時における、前月比の一定程度の変動
　は、この陳腐化バイアスを取り除くことにより生じると考えられる。

実施済

　（補正方法に対する評価）
　　したがって、報告書で提案された、調査終了（脱落）サンプルを用いた補正を行うことは、
　推定の際の、バイアスのないサンプルの比重を下げることにより、標本替え前後の推定値
　が滑らかに接続されることに寄与するが、標本替え後も陳腐化バイアスを保持してしまうと
　いう点で、採用するのに適当でないと考える。

②

③

　退職者比率の把握については、平成２年の毎月勤労統計調査の改正において新たに
パートタイム労働者について調査を行うこととした際に調査負担に配慮して廃止した経緯が
あり、現時点でもパー トタイム労働者の把握は退職者の把握より重要であると考えるため、
毎月勤労統計調査において、退職者の把握は予定していない。なお、関係統計の調査項
目のスクラップ＆ビルドの観点で見直しを進めた結果、雇用動向調査において、四半期別
の離職者数を把握することとし、平成23年度調査から実施している。

　退職金は、退職時の事業所から支払われるものとは限らず、支払い形態も複雑であること
から、毎月勤労統計調査において、毎月、事業所に対して調査することは困難であるため、
退職金についての調査は予定していない。

○ 　雇用者報酬以外の分配側GDPの構成項目を含む四半期推計の開発に向けては、平成25
年3月以降開催している「国民経済計算次回基準改定に関する研究会」を通じて検討し、平
成28年度中を目途とする国民経済計算の次回基準改定後、できるだけ速やかに参考系列と
して公表することを目指すこととした。なお、第Ⅱ期基本計画において、同趣旨の事項が盛り
込まれているところ。

実施済

○ 　平成25年３月に統計委員会に諮問した経済センサス-基礎調査の実施計画案について
は、部会審議を経て、25年６月に答申を得た。その後、調査規則の改正を行い、所要の準備
を実施した。

実施済
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(2) ビジネスレジ
スターの構築・利
活用
ア 母集団情報の
的確な整備

○　法人企業の母集団情報の整備を行うため、往復郵便等による
業種名、従業者数、事業所数等の照会を定期的に実施する。

総務省 平成21年度から
実施する。

○　厚生労働省の協力を得て、雇用保険適用事業所設置届及び
労働保険保険関係成立届から事業所等の新設、廃止等を把握
することについて検討する。

総務省 平成22年から検
討する。

イ  ビジネスレジ
スターの充実と
拡張

○　工業統計調査の出荷額等、全数調査の調査結果の他、一定規
模以上の企業に関する法人企業統計調査の売上高等の主要な
経理情報をビジネスレジスターの情報源として利用することにつ
いて、関係府省との検討を開始する。

総務省 平成21年度から
検討する。

○　ＥＤＩＮＥＴ情報をビジネスレジスターに収納することを検討す
る。併せて、ＥＤＩＮＥＴ情報とビジネスレジスターの情報を法人企
業統計に活用する具体的方策を検討する。

総務省、財
務省

平成21年度から
検討する。

○　特許庁の協力を得て、産業財産権の企業出願人の名称及び所
在地と企業の登記情報との照合作業を行い、ビジネスレジスター
に両者の照合情報を収納する。

総務省 平成21年度から
検討を開始し、
速やかに実施
する。

○　事業所・企業識別番号と「日本輸出入者標準コード（ＪＡＳＴＰＲ
Ｏコード）」（輸出入申告書、蔵入承認申請書、積戻し申告書等に
記載されている輸出入者に対応したコード）の照合を行うに当た
り、費用対効果を考慮しつつ、どのような有用性が得られるかに
ついて検討を開始する。

総務省 平成21年度から
検討する。

(3) 福祉・社会保
障全般を総合的
に示す統計の整
備

○　社会保障給付費について、諸外国の統計との国際比較を十分
に行えるようにするため、内閣府の協力を得て、各種の国際基準
（ＳＮＡ、ＥＳＳＰＲＯＳ（欧州統合社会保護統計制度）、ＳＯＣＸ（Ｏ
ＥＣＤ社会支出統計）、ＳＨＡなど）に基づく統計との整合性の向
上について検討する。

厚生労働
省

平成21年度から
検討を開始し、
できるだけ早期
に結論を得る。
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実施済等の別進捗状況

○

○

○

○

※平成23年度に以下の取組を実施した。
　平成21年７月以降に商業・法人登記簿に新設登記した法人に対して、当該法人の主な事
業の内容や従業者数等について、平成21年11月から郵送による照会を定期的に実施して
おり、平成23年度においても年４回の照会業務を引き続き実施した。
　労働保険情報の照会対象と重複が想定されることを踏まえ、照会業務の見直しを実施し
た。
※上記取組を受けた平成24年度の対応
　平成21年７月以降に商業・法人登記簿に新設登記した法人に対して、当該法人の主な事
業の内容や従業者数等について、平成21年11月から郵送による照会を定期的に実施して
おり、平成24年度においても照会業務を引き続き実施した。
　上記照会業務について、労働保険情報の照会対象と重複することを踏まえ、照会業務に
ついて、年４回から年１回の周期として実施する見直しを行い、労働保険情報に基づく既照
会済み対象を除外した上で、実施した。

実施済

○
○

　労働保険情報に基づく毎月照会を平成24年５月より、本格的に開始した。
　また、当該情報及び商業・法人登記簿情報に基づく照会結果の活用に関するスキームを
構築した。
　なお、平成25年１月以降、順次、データの記録ができるよう所要の準備を進めている。

実施済

○ 　平成23年３月に策定した整備方針に基づき、優先的に記録する統計調査結果（各府省で
実施している21の統計調査）については、各種行政記録情報（労働保険情報、商業・法人
登記簿情報、EDINET情報）と併せて、毎年度整備・提供する最新の母集団情報に活用する
こととした。
   なお、平成25年１月以降、順次、データの記録ができるよう所要の準備を進めている。

実施済

○

○

　ＥＤＩＮＥＴ情報については、企業ごとに有価証券報告書に記載されている財務諸表の科
目が相違しており、全ての科目についてビジネスレジスターへデータの記録をするには相当
の作業量が発生することが判明した。
　このことから、従業員数、売上高、総費用、売上原価、資本金など経済センサスと共通する
項目についてはビジネスレジスターに記録することとした。
　なお、平成25年１月以降、順次、データの記録ができるよう所要の準備を進めている。【総
務省】
　総務省と打ち合わせを行い、ビジネスレジスターへの記録状況、記録項目、提供時期等に
ついて確認を行った。
　その結果、ビジネスレジスターに記録されたＥＤＩＮＥＴ情報を、法人企業統計に可能な範
囲で活用することとした。【財務省】

実施済

○ 　整備方針に基づき、平成25年１月以降、知的財産活動調査（特許庁）の対象となる企業出
願人の情報に対して継続的に照合作業を実施し、知的財産活動調査結果名簿に対して、
共通事業所コードを付与することで対応することとした。

実施済

○ 　日本輸出入者標準コード情報については、名称・所在地・コードのみの保有であり、海外
取引実績等について把握できないことが判明したため、有用性は得られないという結論に
至った。

実施済

○

○

　当該課題への対応も含め、社会保障給付費の基幹統計としての指定について、平成24年
３月16日に統計委員会に諮問され、平成24年４月20日に統計委員会において基幹統計化
を適当とする答申が採択された。
　国際比較性の向上という課題に対応するため、OECD基準表による集計を充実させるとと
もに、SNAとの関係を含めた解説を加えることとし、従来のILO基準表による集計と合わせて
新たな「社会保障費用統計」を公表することとした。

実施済
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(4) 医療費に関
する統計の国際
比較可能性の向
上

○　医療費に関する統計の体系的整備、国際比較可能性の向上の
観点から、保健医療等の分野全体の医療費をマクロでとらえる統
計（ＯＥＣＤのＳＨＡ手法に基づく保健医療支出推計）を公的統計
として位置付けることについて、できるだけ早期に結論を得られる
よう、学識経験者や利用者を含めて検討する。

厚生労働
省

平成21年度から
検討を開始し、
できるだけ早期
に結論を得る。

○　政府財政統計について、総務省始め関係府省等の協力を得
て、主要項目の推計及び公表に取り組む。

内閣府 平成17年基準
改定時を目途
に実施する。

○　資本ストック、金融勘定で未推計となっている項目について、関
係府省等の協力を得つつ、推計方法等を検討し、推計及び公表
することについて結論を得る。

内閣府 平成25年度ま
でを目途に実施
する。

(5) 財政統計の
整備
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実施済等の別進捗状況

○ 　医療費に関する統計の体系的整備、国際比較の可能性の向上の観点から、保健医療等
の分野全体の医療費をマクロでとらえる統計を公的統計として位置付けることを検討するた
めに、有識者を構成員とした「医療費統計の整備に関する検討会」を設置し、開催してきた。

　　第１回　平成22年４月26日
　　第２回　　　同　　12月９日
　　第３回　平成23年３月14日（地震の影響により、持ち回り開催に変更）
　国民医療費及びSHA手法の現状を踏まえて課題を抽出し、推計手法、推計に当たっての
課題等について検討を進め、その結果を基に公的統計として位置付けることについて、平
成23年３月に同検討会から以下の指摘を受けた。
（指摘事項）
　・　国民医療費、ＳＨＡについては、まずこれらの重要性を社会に認識いただき、その地位
　 が高まって広く活用されることが重要である。
　・　公的統計として位置付けることを検討する際には、ＳＨＡが民間機関の事業として作成
　 されている状況にあることを考慮する必要がある。ＳＨＡの作成を継続して精度の高い統
　 計を作成していくためには、作成主体が国であれ民間であれ、情報、経費及びマンパワ
　 ーが必要であり、何らかの形で国が関与していく体制を整備する必要がある。
　・　ＳＨＡによる国際比較性を担保した上で、既存の統計を利用していくことが現実的な方
　 向性である。
　・　現時点においても様々な課題があり、どれか特定の面だけの観点から公的統計化を一
　 義的に考えるのではなく、新たなデータソースの活用可能性も含め、今後も継続して検
　 討を進めることも必要である。

実施済

　厚生労働省としても、上記の指摘事項を踏まえ、別途、「厚生労働統計の整備に関する検
討会」においても検討をした結果、平成23年12月に、医療費に関する統計の国際比較可能
性の向上のためには、現時点で直ちに公的統計化するのではなく、その前にまず国民医療
費を始めとした既存統計において、データ精度を向上させる等の充実を図ることにより、現
在作成されているＳＨＡの質の担保に貢献していくことが重要であるとの結論を得た。
(対応状況等）
　上記「厚生労働統計の整備に関する検討会」の検討結果におけるＳＨＡの質の担保に貢
献するため、平成22年度国民医療費の作表において推計方法の全面的な再検討を行うとと
もに、把握可能な資料を元に推計することにより統計の精度向上及び結果の拡充を図った。

【主な改善内容】
　・「一般診療医療費」を「医科診療医療費」と「療養費等」へ細分化
　・「公費負担医療給付費分」の「その他」から「児童福祉法」、「特定疾患治療研究費」及
　　び「地方公共団体単独実施」を細分化
　・「高額療養費」の支給金額の推移表を追加
　・「石綿による健康被害の救済に関する法律」に係る医療給付費を公費負担分と事業主
　　負担分に分割計上
　・「被用者保険」の被保険者、被扶養者、高齢者別の推計について、「健康保険・船員保
　　険事業年報」の支払確定額を活用
　・国家公務員災害補償法の適用外となる特別職の防衛省職員及び裁判所職員の災害
　　給付を新たにデータソースとして活用
　・従来は保険給付額（7割分）のみで全体を推計していたが、医療費総額（10割分）が入
　　手可能となったため、医療費総額（10割分）と保険給付額（7割分）を活用する推計方法
　　に変更
　・従来は、医科診療医療費の「病院」、「一般診療所」別の推計に1ヶ月分の支払額により
　　推計を行っていたところ、年間の支払確定額を用いる推計方法へ変更

○ 　政府財政統計について、平成17年基準改定時（平成23年12月～24年１月）に主要項目の
推計及び公表を行った。

実施済

○ 　一般政府の金融面の勘定のうち調整勘定に係る内訳については、平成28年度中を目途と
する次回基準改定時に公表することを目指し、取り組むこととした。また、一般政府の資本ス
トックのうち部門の内訳については、基礎資料に制約があることから、経済的所有の概念に
基づくストックの配分を行うことが困難であるとの結論を得た。

実施済（一部）
及び

実施困難（一部）
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(5) 財政統計の
整備

○　総務省始め関係府省等の協力を得て、「中央政府」の項目につ
いては、現在の国民経済計算推計作業で収集しているデータを
ＣＯＦＯＧ（政府支出の機能別分類）の２桁分類に分類し、「地方
政府」の項目については、地方財政状況調査の分類と対応が取
れる項目の整備や、対応が取れない項目の推計方法について検
討し、ＣＯＦＯＧの２桁分類による政府支出推計を行う。

内閣府 平成17年基準
改定時を目途
に実施する。

(6) ストック統計
の整備

○　恒久棚卸法を中心とする標準的な手法によってフロー（投資）
量と整合的なストック量の測定を行う。その体系的整備として、行
部門に詳細な資産分類、列部門に制度部門別産業別分類を持
つ、統一された方法論に基づく時系列「固定資本ストックマトリック
ス」及びそのための設備投資系列を体系的に描写する「固定資
本マトリックス」の開発を実施する。また、これと整合的に固定資本
減耗の改定も行う。

内閣府 平成17年基準
改定時の導入
を目指す。

○　93ＳＮＡの改定に対応した資本サービス投入量を開発し導入す
る。

内閣府 次々回基準改
定時に導入す
る。

○　既存の統計や行政記録情報等から建築物ストック全体を推計
する加工統計を整備する。

国土交通
省

平成21年度から
実施する。

○　上記加工統計を基に物的接近法による金額評価の推計を行う
とともに、恒久棚卸法と方法論的に共通する部分については整合
性を確保し、その上で両推計法による値について相互の精度検
証を行う。

内閣府 次々回基準改
定時に実施す
る。

○　固定資本マトリックスの基礎統計の整備のため、民間企業投資・
除却調査（うち投資調査）において、資産別構造、自己所有資産
における大規模修繕や改修など設備投資の構造についてより詳
細な把握を行う。

内閣府 平成17年基準
改定時に実施
する。

○　生産的資本ストック及び純資本ストックの測定に不可欠な資産
別経齢プロファイル（経齢的な効率性及び価格変化の分布）を推
計するため、民間企業投資・除却調査（うち除却調査）の調査結
果の蓄積、行政記録情報等や民間データなどの活用を含め調査
研究を実施する。

内閣府 平成17年基準
改定時に実施
する。

○　関係府省等の協力を得て、国富調査による既取得資産の（取
得年別）設備投資調査に対する社会的ニーズの評価と実施の可
能性に関して検討する。

内閣府 次々回基準改
定時までに結論
を得る。

○　関係府省等の協力を得て、企業と事業所の変換、より直接的な
活動分類への調査法など、資産取得主体としての経済活動を適
切に分類するための手法について検討する。

内閣府 次々回基準改
定時までに結論
を得る。

(7)　統計基準の
設定

○　各種統計の比較可能性を向上させる観点から、平成22年国勢
調査の実施に間に合うように日本標準職業分類を新たな統計基
準として設定し、公示する。

総務省 平成21年度前
半までに実施す
る。

○　指数の基準改定の客観性と各指数の整合性を確保する観点か
ら、各府省における運用実績等を踏まえた上で「指数の基準時及
びウェイト時の更新についての基準」を新たに統計基準として設
定し、公示する。

総務省 平成21年度に
実施する。
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実施済等の別進捗状況

○ 　政府支出推計については、平成17年基準改定時（平成23年12月～24年１月）に、ＣＯＦＯ
Ｇの分類により公表を行った。

実施済

○ 　恒久棚卸法等によるストック推計については、平成17年基準改定時（平成23年12月～24
年１月）に導入し、公表した。併せて、固定資本マトリックス、固定資本ストックマトリックスの開
発を行い、この結果についても公表した。
　また、固定資本減耗についてもストック推計の見直しと整合的な時価評価によるものに改
めた。

実施済

○ 　統計委員会における平成24年度統計法施行状況報告に関する審議等を踏まえ、資本
サービス量の導入を含む2008ＳＮＡへの移行について、第ＩＩ期基本計画において、引き続き
推進することとなった。資本サービス量の導入を含む2008SNAへの対応の在り方について
は、平成28年度中を目途とする国民経済計算の次回基準改定に向け、平成25年3月以降開
催している「国民経済計算次回基準改定に関する研究会」を通じて検討を進めている。

実施・検討予定

○ 　平成21年度に取りまとめた建築物ストック統計検討会報告書に基づき、平成22年７月に、
建築物ストック統計の試算値（平成22年1月１日現在）を算出し公表。以降、毎年１月１日現
在の建築物ストック統計を取りまとめ、公表（平成26年１月１日現在の統計は同年３月末に公
表）。

実施済

○ 　恒久棚卸法と方法論的に共通する部分について整合性を確保するため、平成22年度より
公表された建築物ストック統計の推計結果について、検討を行ってきた。統計委員会におけ
る平成24年度統計法施行状況報告に関する審議においては、一定の検討はされ、所期の
目的は達成しており、更なる取組の発展・充実を図るべき必要が無い事項と整理された。

実施済

○ 　設備投資の構造については、民間企業投資・除却調査を活用した詳細把握を行い、平成
17年基準改定（平成23年12月～24年1月）における推計に反映し公表した。

実施済

○ 　民間企業投資・除却調査結果の蓄積に基づいた資産別経齢プロファイルの推計について
は、調査研究（平成21年４月～23年12月）を行い、平成17年基準改定（平成23年12月～24
年1月）における推計に反映し公表した。

実施済

○ 　統計委員会における平成24年度統計法施行状況報告に関する審議においては、国民経
済計算における恒久棚卸法によるストック推計の導入など、ストック統計の整備について具体
的な取組が行われていると評価され、国富調査については、現在の統計環境において再び
実施することは困難であり、更なる取組の発展・充実を図る余地も乏しいと整理された。

実施済

○ 　本事項については、統計委員会における平成24年度統計法施行状況報告に関する審議
において、SNA単独の課題ではなく、経済統計全般の課題として、「事業所母集団データ
ベースの共通事業所コードの活用を含め、その手法の向上に努める」と整理され、この整理
を受けて、第Ⅱ期基本計画においては総務省を中心とした関係府省で検討するとこととされ
た。また、ファイナンシャル・リースの取扱いを含めて、関連する取組について、適宜、国民経
済計算及び産業連関表と一次統計との連携の場において、協議・情報共有を進めていくこと
とされている。

継続実施

○ 　日本標準職業分類については、基準案に関する統計委員会への諮問（平成21年４月）、
同委員会統計基準部会での審議、同委員会からの答申（平成21年８月）を経て、統計基準
として設定し、平成21年12月21日に総務省告示第555号により公示した。

実施済

○  　「指数の基準時に関する統計基準」について、基準案を経済指標専門会議で２回（平成
21年12月及び22年１月）検討。
　　この検討結果を踏まえ、基準案に関する統計委員会への諮問（平成22年１月）、同委員
会統計基準部会での審議、同委員会からの答申（平成22年２月）を経て、平成22年３月18
日に統計基準として設定し、同年３月31日に総務省告示第112号により公示。

実施済
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

○　季節調整値の客観性を確保する観点から、各府省における運
用実績等を踏まえた上で「季節調整法の適用に当たっての基準」
を新たな統計基準として設定し、公示する。

総務省 平成22年度に
実施する。

○　日本標準商品分類におけるサービスの取扱い、従業上の地位
に係る分類の在り方について研究を進め、新たな統計基準として
設定することの可否を決定する。
　なお、設定を行う場合には、中央生産物分類（ＣＰＣ）との整合
性に留意しつつ、国際比較可能性を確保する。

総務省 平成23年度ま
でに結論を得
る。

○　情報通信業の分野において、総務省が実施する統計調査につ
いては、経済産業省企業活動基本調査と連携して一元的に行
う。具体的には、既存の情報通信活動に係る統計調査につい
て、企業活動を把握する基幹統計となる企業活動基本統計（仮
称）の下に統合して、日本標準産業分類の大分類「Ｇ情報通信
業」に係る経済産業省と総務省の共管調査として実施し、情報通
信業に関する企業活動の統計を整備する。

総務省、経
済産業省

平成22年を目
途として実施す
る。

○　通信利用動向調査の精度を向上させる。また、都道府県別の
表章ができるような標本数を確保することについて検討する。

総務省 平成21年度から
検討する。

○　知的財産に係る統計の高度利用を目指して、所管する知的財
産活動に係る統計を有効に活用するために、速やかにビジネス
レジスターの企業情報と産業財産権の企業出願人情報を照合す
る。それを踏まえて、明らかになった未照合情報についても、いか
なる対応が今後必要かについて、速やかに協議を開始する。

総務省、特
許庁

平成23年度ま
でに結論を得
る。

○　平成27年時点で、企業グループの知的財産活動に係る統計
データと５年から６年度分の財務データを同時に利用することが
可能となるよう、企業グループの知的財産活動の分析を可能とす
る統計データの速やかな構築に向けて必要な取組等を検討す
る。

総務省、経
済産業省

平成24年度ま
でに結論を得
る。

３　社会的・政策
的なニーズの変
化に応じた統計
の整備に関する
事項
(1) サービス活動
に係る統計の整
備
ア 情報通信サー
ビスに関する統
計の整備

イ 知的財産活動
に関する統計の
整備

第２
２ 統計相互の整
合性及び国際比
較可能性の確
保・向上に関す
る事項
(7)　統計基準の
設定
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実施済等の別進捗状況

○ 　「季節調整法の適用に当たっての統計基準」について、基準案を平成22年11月開催の経
済指標専門会議で検討。
　この検討結果を踏まえ、基準案に関する統計委員会に諮問（平成23年１月）、同委員会統
計基準部会での審議、同委員会からの答申（平成23年２月）を経て、平成23年３月９日に統
計基準として設定し、同年３月25日に総務省告示第96号により公示。

実施済

○

○

　日本標準商品分類については、統計分類専門会議における検討を平成22年12月に開始
し、関係府省及び学識経験者により、統計基準設定の必要性や新たな商品分類の在り方等
について検討した結果、
　・　我が国における経済統計調査の多くは産業分野ごとの調査であり、他の統計調査が対
　 象とする産業分野の商品と比較する機会が多くないこと
　・　国民経済計算の精度向上の観点から構築される商品分類体系は、国民経済計算推
　 計に利用される一次統計側の各行政ニーズから見た分類体系と必ずしも一致するもの
　 ではなく、また、前者の分類体系を、国民経済計算推計に利用されない統計をも適用
　 対象に含めた統一的な基準とする必要性が高くないこと
　・　現状では、商品に係る統計データに対して国際的に求められる詳細度が低く、CPC等
　 の国際分類と整合的な国内分類を構築することは喫緊の課題ではないこと
から、現時点では統計基準化の必要性が乏しいと判断されるため、統計基準としての設定
は行わない、との結論を得た。
  また、従業上の地位に係る分類の在り方の検討については、総務省政策統括官（統計基
準担当）が総務省統計局及び厚生労働省から情報提供等の協力を得て検討を行ってきた。
その結果、
　・　我が国の各統計調査における区分は、「従業上の地位に関する国際分類」（ILO）にお
　 おむね従っていること
　・　我が国の各統計調査における区分は、統計調査の対象や目的、区分の視点の違いに
　 対応したものであり、これによって多様な分析を可能としている面もあること
から、従業上の地位に係る分類をあえて統計基準として設定する意義及び必要性は低い、
との結論を得た。

実施済

○ 　ただし、第Ⅱ期基本計画において、生産物分類の構築について段階的に検討を進めると
ともに、労働者の区分の整理・見直しなどの取組を進めることを盛り込んだところ。

○

○

　総務省が一般統計調査として実施してきた通信・放送産業基本調査及び放送番組制作業
実態調査について、経済産業省企業活動基本調査と連携し、平成22年度から情報通信業
分野における企業活動を捉える「情報通信業基本調査」（総務省・経済産業省共管の一般
統計調査）として開始。平成25年度調査の結果については、速報結果を平成25年10月29日
に、確報結果を平成26年３月20日に公表した。
　基幹統計化については、引き続き検討。

実施済（一部）
及び

実施・検討予定
（一部）

○ 　通信利用動向調査については、平成22年度から調査対象数を増やし、世帯調査の都道
府県別表章や情報通信分野の利用実態に即したきめ細やかな分析が行えるよう、必要な標
本数を確保した調査設計としている。また、平成22年調査以降、毎年都道府県別の表章を
実施し、調査結果を公表（平成24年調査は平成25年６月14日）するとともに情報通信白書等
に掲載した。

実施済

○
※平成23年度に以下の取組を実施した。
　ビジネスレジスターの企業情報（名称、所在地）と産業財産権の企業出願人情報（申請人
氏名、申請人住所）の照合結果を基に、平成23年９月に協議。未照合情報については、特
許庁にて未照合の状況を確認し、両省庁で対応を検討した結果、照合された情報を基に企
業出願人の共通事業所コード対応表を作成し、特許庁が管理することとし、未照合情報に
ついては、ビジネスレジスターによって継続的に照合を実施することとした。

実施済

○ 　企業グループの知的財産活動の分析を可能とする統計データの構築に向けて必要な取
組等について、総務省及び経済産業省で検討した結果、科学技術研究調査及び経済産業
省企業活動基本調査から得られる知的財産活動データ、法人企業統計調査及びEDINET
情報から得られる財務データについて、経済センサス‐基礎調査から得られる企業グループ
情報及び共通事業所コードを用いて相互に活用することで、分析が可能になるとの結論を
得た。

実施済
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第２
３　社会的・政策
的なニーズの変
化に応じた統計
の整備に関する
事項
(1) サービス活動
に係る統計の整
備
ウ サービス活動
を適切にとらえる
ための検討

○　各府省、学会等の協力を得て、各国の経験を踏まえたサービス
分野の生産性並びに生産量及び価格の計測についての調査研
究等を実施するため、研究会等の検討の場を早急に設ける。

総務省 平成21年度から
実施する。

エ 企業のサービ
ス活動（組織内
活動と外部委
託）に関する統
計の整備

○　平成21年経済センサス‐基礎調査に基づいて把握した純粋持
株会社のすべてを対象として、平成23年以降、常時従事者数と
その機能別内訳、傘下企業に関する情報、収益内訳等について
調査する。さらに、その結果を平成26年に実施予定の経済センサ
ス‐基礎調査で入手できる親会社・子会社情報と組み合わせるこ
とによって、持株会社のグループ活動を明らかにすることについ
て検討する。

経済産業
省

平成23年度以
降実施する。

(2) 少子高齢化
等の進展やワー
クライフバランス
等に対応した統
計の整備

○　配偶関係、結婚時期、子供数等の少子化関連項目に関して、
安定的な指標を得るため、厚生労働省の協力を得て、既存の統
計調査の再構築あるいは新規の統計調査の創設など、大規模標
本調査による把握の可能性について検討する。

総務省 平成23年中に
結論を得る。

○　就業（就職及び離職の状況、就業抑制要因など）と結婚、出
産、子育て、介護等との関係をより詳しく分析する観点から、関係
する統計調査において、必要な事項の追加等について検討す
る。

総務省、厚
生労働省

原則として平成
21年中に結論
を得る。

○　世代による違いの検証等のため、21世紀出生児縦断調査及び
21世紀成年者縦断調査について、新たな標本の追加等を検討
する。

厚生労働
省

平成21年度中
に結論を得る。
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実施済等の別進捗状況

○ 　「サービスの計測に関する検討会」（平成21年10月にサービス分野に係る統計を作成して
いる府省等を構成員として設置）において平成22年度に実施した、「サービスの質の実態把
握と評価が困難な分野に焦点を合わせた国民的需要に関する調査」で国民的需要が高い
とされたサービス分野を中心として、サービスの計測に係る方向性について検討を行った。
　その結果、現在、学問的に、サービスの計測において不可欠なサービスの質の指標につ
いてコンセンサスが得られたものはないことから、将来、サービスの質の指標が確立した時点
で改めて検討するという結論を得た。

実施済

○

○

　平成21年経済センサス-基礎調査（平成23年12月確報公表）の結果で把握した純粋持株
会社の全てを対象として、常時従業者数とその機能別内訳、傘下企業に関する情報及び収
益内訳等を調査することについて検討した結果、平成25年度から「純粋持株会社実態調査」
として開始。平成25年度調査の結果については、速報結果を平成26年2月13日に、確報結
果を平成26年3月14日に公表した。
　また、その結果を平成26年実施予定の経済センサス-基礎調査で入手できる親会社・子会
社情報と組み合わせて、持株会社のグループ活動を明らかにすることについては、引き続き
検討する。

実施済（一部）
及び

実施・検討予定
（一部）

○ 　厳しい財政状況の中で新規統計調査を創設することは困難であるが、少子化関連項目に
ついて、平成24年就業構造基本調査における非求職理由等を把握する調査事項の選択肢
の「その他」に含まれていた「出産」を「育児のため」と併せ、「出産・育児のため」として把握
できるよう調査票を設計した。
　　なお、全数調査である国勢調査においても、過去、結婚時期や子供の数に係る調査項
目は、調査の忌避感や精度の確保が難しいとされており、既存の統計調査でこれら調査項
目を把握することは困難である。

実施済（一部）
及び

実施困難（一部）

○

○

　労働力調査については、「就業希望者の非求職理由」を把握する調査事項の選択肢に新
たに「出産・育児のため」と「看護・介護のため」を新設し、平成25年１月から調査を実施し
た。
　就業構造基本調査については、「非求職理由」、「非就業希望」及び「前職の離職理由」を
把握する調査事項の選択肢の「育児のため」を「出産・育児のため」に変更し、また、育児や
介護に関する「ふだんの状況」や「この1年間の制度等の利用状況」を把握する「育児・介護
の状況」を新設し、平成24年10月１日現在で調査を実施した。【総務省】
　就業と結婚等の事項については、関係する統計調査において、従来より調査の企画の際
に検討しているものであり、すでに一部の統計調査では以下の事項を把握している。
（１）雇用動向調査
　　・　雇用動向調査において、入職者票の「直前の勤め先を辞めた理由」、離職者票の
　　　「離職理由」において、「結婚・出産・育児・介護」に関する選択肢を設けている。
　　・　平成24年雇用動向調査
　　　　入職者票の「直前の勤め先を辞めた理由」に関する「結婚・出産・育児・介護」の選
　　 択肢を「結婚」、「出産・育児」及び「介護」に分割した。（離職者票の「離職理由」に関
　　 する選択肢においては、従来から「結婚」、「出産・育児」及び「介護」に分けている。）
（２）縦断調査（現在、実施している主な調査項目）
　　・　21世紀出生児縦断調査
　　　　就業(母親の就業状況)、出産(母親の出産１年前・出産半年後の就業状況)、子育て
　　 (子育て費用、子育ての負担感)等
　　・　21世紀成年者縦断調査
　　　　就業(就業の状況、結婚・出産前後の就業の状況)、結婚(結婚の状況、結婚意欲)、
　　 出産(出生の状況、男女の出生意欲)、子育て(仕事と子育ての両立支援制度の利用状
　　 況)等
　　・　中高年者縦断調査
　　　　就業(就業の状況、仕事への満足感)、介護(介護の状況、介護時間)等
　　【厚生労働省】

実施済

○

○

　21世紀出生児縦断調査は平成22年度に新たなコーホートを追加し、平成22年12月に調
査を実施した。
　21世紀成年者縦断調査は平成24年度に新たなコーホートを追加し、平成24年11月に調
査を実施した。

実施済
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

○　住民基本台帳人口移動報告において、住民基本台帳データを
活用し、年齢別や都道府県よりも細かな地域別の移動数に関す
る統計を作成することについて、個人が特定されないよう配慮した
上で、早期に結論を得られるよう、地方公共団体と協議を行う。

総務省 平成21年度から
検討を開始し、
できるだけ早期
に結論を得る。

○　 「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」につい
て、地方公共団体の意見も聞きつつ、以下の検討を行う。
 ・　集計の充実（性・年齢各歳別人口、世帯主の性・年齢・世帯
　人員別世帯数、世帯主との続柄別人口、性・年齢別国籍移動
　数など）
 ・　作成時期（現行は３月末）の見直し

総務省 平成21年度から
検討を開始し、
できるだけ早期
に結論を得る。

○　人口動態調査における集計の充実（出生・婚姻・離婚の月別、
年齢各歳・生年別の集計等）について検討する。

厚生労働
省

平成21年中に
結論を得る。

(3) 暮らし方の変
化に対応した統
計の整備

○　家計収支を把握する各種統計調査において、個計化の状況の
より的確な把握について検討する。

総務省 平成23年中に
結論を得る。

○　全国単身世帯収支実態調査におけるモニター方式の調査結果
等を分析した上で、家計収支に関する調査におけるモニター方
式の採用に関して検討する。

総務省 平成25年中に
結論を得る。

○　地域コミュニティー活動等に関する統計の整備の観点から社会
生活基本調査において、ＮＰＯ、ボランティア、地域コミュニティー
活動等に関する調査項目や集計内容について検討する。

総務省 平成23年調査
の企画時期まで
に結論を得る。

○　国民生活基礎調査の所得票及び貯蓄票を用いた調査結果の
都道府県別表章が可能となるよう、これらの調査票の標本規模を
拡大すること等について検討する。

厚生労働
省

平成25年調査
の企画時期まで
に結論を得る。

第２
３　社会的・政策
的なニーズの変
化に応じた統計
の整備に関する
事項
(2) 少子高齢化
等の進展やワー
クライフバランス
等に対応した統
計の整備

52



実施済等の別進捗状況

○ 　新結果表作成のシステム開発を行い、平成22年２月に年齢別結果表を公表。市区町村別
の結果表については平成23年４月に公表した。

実施済

○ 　基本計画に例示された集計項目や調査基準日の見直しについて、都道府県への意見照
会及び全省庁への影響調査（基準調査日）を実施。また、平成21年の住民基本台帳法改正
により、住民基本台帳の適用対象に外国人が加わることから、外国人住民に関する集計項
目を追加した。
  作成時期の見直しについては、現行の転出入の多い時期以外に変更すべく、地方公共団
体の意見も踏まえ、１月１日とすることとした。
　なお、平成25年３月29日付けで局長通知の改正を行い、平成26年から調査基準日を１月
１日に変更して調査を実施しているところである。

実施済

○ 　人口動態調査における集計の充実（出生・婚姻・離婚の月別、年齢各歳・生年別の集計
等）について外部有識者の意見を参考に検討し、具体的な措置、方策等として示された統
計表について基幹統計調査の変更申請を行い、平成22年８月20日に総務大臣の承認を得
て、平成21年人口動態統計（確定数）において平成22年９月２日にe-Ｓtatに掲載した。
　（追加統計表）
　　・（出生）出生数、出生月・母の生年年齢別
　　・（婚姻）婚姻件数、届出月・届出時生年年齢別－夫・妻－
　　・（離婚）離婚件数、届出月・届出時生年年齢別－夫・妻－

実施済

○

○

○

○

※平成23年度に以下の取組を実施した。
　平成22年度に個計化の状況を把握するためのアンケートを実施。この結果、世帯における
家計簿記入者の世帯全体の収入・支出総額の把握状況は、「把握している」及び「把握可
能」であるとの回答が全体の９割以上であった。
　上記のアンケート結果を踏まえ、有識者等を含む家計調査等改善検討会（平成23年６月２
日開催）において、家計調査では現行の調査方法により、世帯全体の家計の把握は可能と
の結論を得た。
　今後は家計調査の精度の維持・向上を図るため、調査票の記入例に世帯全体の収支を漏
れなく記入してもらうための注意喚起の文言を盛り込む等、世帯全体の家計収支のより的確
な把握に努める。
※上記取組を受けた平成24年度の対応
　調査票の記入例に注意喚起の文言を盛り込むなど、世帯全体の家計収支のより的確な把
握に努めた。

実施済

○ 　全国単身世帯収支実態調査の調査結果の分析、平成21年全国消費実態調査との統合方
法の検討を行い、平成23年12月に平成21年全国消費実態調査との統合集計結果を公表し
た。
　平成24年度は、家計収支に関する調査におけるモニター方式の採用について、家計調査
等改善検討会などで検討を行い、平成26年調査においてもモニター方式による調査を実施
するという結論を得た。

実施済

○ 　地域コミュニティー活動等に関する統計の整備の観点から、平成23年社会生活基本調査
において、「ボランティア活動の実施状況」について、ＮＰＯや地域に根付いた組織との関わ
りや、１回の活動当たりの平均時間を把握する調査項目を追加し、平成23年10月に調査を
実施。

実施済

○ 　平成23年に実施を検討していた試験調査については、財政事情により概算要求に盛り込
まれなかったため、平成25年調査で実施することはできなかった。
　第Ⅱ期基本計画では、引き続き「試験調査等を実施し、その結果を踏まえて検討する」（平
成28年調査の企画時期までに結論）とされたが、平成26年に実施を予定していた試験調査
については、財政事情により実施することは困難である。
  そのため、試験調査に代わる方法として以下を検討中である。
　　１ 全自治体を対象とした一斉アンケート調査の実施
　　２ 調査協力機関へのヒアリング
　　３ 平成２０年度試験調査結果の活用
　　４ 有識者検討会における上記結果の分析、検証、評価

実施・検討予定
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第２
３　社会的・政策
的なニーズの変
化に応じた統計
の整備に関する
事項
(3) 暮らし方の変
化に対応した統
計の整備

○　国民生活基礎調査で使用している世帯票、健康票、介護票、
所得票及び貯蓄票について、相互のクロス分析等を充実させるこ
とについて検討する。

厚生労働
省

平成23年中に
結論を得る。

○　住宅・土地に関する統計体系について検討する。
　なお、この検討に当たっては、①住宅・土地統計調査と国勢調
査との関係や在り方の見直し、②住宅・土地統計調査への住生
活総合調査の統合の是非、③住宅や土地の外形面だけでなく、
価格、購入者、世帯の収入構造等の把握などの観点を踏まえる。

総務省
（関連：国
土交通省）

平成25年調査
の企画時期まで
に結論を得る。

(4) 教育をめぐる
状況変化等に対
応した統計の整
備

○　暴力行為、不登校、いじめ等の児童生徒の問題行動に関する
事項を含む統計調査（児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸
問題に関する調査等）において、より客観的な基準の設定等、統
計の比較可能性向上策について検討する。

文部科学
省

平成21年中に
結論を得る。

○　学校保健統計調査において、心の健康、アレルギー疾患、生活
習慣病等に関する項目の追加とともに、健康診断票をそのまま統
計作成に利用できる方策を講じることを含め、調査方法や調査票
の改善について検討する。

文部科学
省

平成22年中に
結論を得る。

○　学校教育の段階から就職活動に至るまでのライフコース全般を
的確にとらえる統計について検討する。

文部科学
省

平成25年中に
結論を得る。

○　学校外学習の実態把握の観点から、子どもの学習費調査にお
いて、塾への通学頻度や進路希望などの項目を追加することに
ついて検討する。

文部科学
省

平成22年中に
結論を得る。

(5) 環境に関する
統計の段階的な
整備

○　気象庁と協力して、同庁が作成する気候統計を活用して気候変
動に関する科学的分析や国民への普及啓発を行う。

環境省 平成21年度から
実施する。

　社会生活や雇用・労働等と教育との関係を分析できるようにす
る観点から、関連統計調査において、学歴等の教育関連項目を
追加することについて検討する。

各調査の
実施府省

原則として平成
21年中に結論
を得る。

○
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実施済等の別進捗状況

○ 　国民生活基礎調査で使用している世帯票、健康票、介護票、所得票及び貯蓄票につい
て、相互のクロス分析等を充実させることとし、統計委員会（平成22年１月25日）による審議
等を経て、平成22年調査（大規模調査）において、所得票と世帯票・健康票をクロス集計し
た集計表(６表)を拡充し、平成23年７月に公表。
（追加統計表）
　・世帯数，医療費の家計支出額に占める割合・所得金額階級別
　・高齢者世帯数，医療費の家計支出に占める割合・所得金額階級別
　・世帯人員数（６歳以上），健康意識・生活意識別
　・世帯人員数（12歳以上），こころの状態（点数階級）・生活意識別
　・世帯人員数（15歳以上），健康意識・性・生活意識別
　・世帯数，医療費の家計支出額に占める割合・生活意識別

実施済

○ 　平成23年９月から平成24年11月までの間、有識者等を構成員とする「平成25年住宅・土地
統計調査に関する研究会」（計６回開催）にて所要の検討を行い、その検討結果をもって、
平成24年11月に統計委員会に諮問し、平成25年２月に答申を得た。

実施済

○ 　平成24年度の「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」から客観的な
基準の設定部分については、
１　計上の仕方をわかりやすくすることにより、より客観的な調査にするため、調査票の注記
　の例示を増やすとともに、注記の記載をわかりやすくする
２　いじめについて、緊急調査の際に認知件数の地域差が大きかったことを踏まえ、いじめ
　アンケート実施状況や頻度の有無など、調査項目を追加する
ことで、改善を図った。

実施済

○ 　平成23年度には、掲げられた事項以外の調査方法や調査票の改善についても、小児科
医や養護教諭などの専門家の団体である財団法人日本学校保健会から意見を聴取した。
　その際、小児医学の専門家からは、「心の健康」「アレルギー疾患」「生活習慣病」に関し、
新しい方法によって調査できないか研究が進められているところであるが、学校現場におけ
る対応能力も踏まえつつ、学校健康診断項目として、全児童生徒に一律に実施すべきとす
るほどには有効性が確認されたものはなく、現時点においては追加すべき項目としては考え
にくいとしていることから、対応は困難であるとの結論を得た。

実施困難

○

○

　労働力調査、就業構造基本調査、社会生活基本調査においては、従前から学歴等の教
育関連項目として、「在学、卒業等教育の状況」を設置しており、社会生活や雇用・労働等と
教育との関係に関するデータを公表済。【総務省】
　統計委員会（平成22年１月25日）による審議を経て、平成22年から国民生活基礎調査に
おいて、「教育」の項目を追加し、学歴を６区分（小学・中学、高・旧制中、専門学校、短大・
高専、大学、大学院）で把握することとした。【厚生労働省】

実施済

○ 　船員は、労働環境の特殊性から、賃金決定の際、重要視されるのは「学歴」ではなく「海技
免許の資格」等の区分であることから、一般的に学歴と賃金の間に、ある程度の関連性が認
められる陸上労働者との「学歴」を基準とした比較は適しておらず、報告者負担の観点も含
め、「学歴」の追加は困難であるとの結論を得た。【国土交通省】

実施困難

○ 　学校教育の段階から就職活動に至るまでのライフコース全般を的確に捉える統計の実現
のため、文部科学省において「「学校から社会・職業への移行」に係る縦断調査に関する検
討会」を開催し、平成25年６月に調査のための諸課題をとりまとめた。縦断調査の実施につ
いては、予算の確保や実施体制等多くの課題が存在することから、平成26年度に、既存調
査との連携も含めて実現可能性を検証するための調査研究を実施する予定である。

実施・検討予定

○ 　学習費のより的確な把握に向け、平成26年度調査において、附帯調査として塾への通学
頻度や進路希望などの項目を追加した。

実施済

○ 　気象庁が作成する気候統計を活用し、文部科学省、気象庁と共同で平成25年3月に作成
した「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート　日本の気候変動とその影響」を4月
に公表し、また、気象庁の開発した気候モデル及び気候統計値を利用して将来の気候変動
予測を行うなど、気候変動に関する科学的分析・普及啓発を進めた。

継続実施
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第２
３　社会的・政策
的なニーズの変
化に応じた統計
の整備に関する
事項
(5) 環境に関する
統計の段階的な
整備

○　関係府省と協力して、この数年内に、温室効果ガスの排出及び
吸収に関する統計データの充実や気候変動による影響（人間、
農作物、建築物等）に関する統計を整備する。

環境省 平成22年度から
実施する。

○　総務省は、環境省及び資源エネルギー庁と共同して、各世帯
のエネルギー消費の実態（電力、都市ガス、プロパンガス、灯油、
ガソリン等）と耐久財の保有状況の関係を世帯属性ごとに把握で
きるような統計を作成する。

総務省、環
境省、資源
エネルギー
庁

平成21年度から
実施する。

○　新エネルギー関連の一次統計については、既存の公表データ
を精査し、必要性を確認の上、新エネルギーなど再生可能エネ
ルギーについての公的な一次統計の作成について検討を開始
する。

関係府省
（農林水産
省、資源エ
ネルギー
庁）

平成21年度から
検討する。

○　総合エネルギー統計については、政策立案や地球温暖化対策
を実施しうるよう、速報値の公表について、正確性を確保しつつ、
早期化に努める。そのため、関係府省は、総合エネルギー統計
の作成に利用する基礎統計について前年度データの速報値を
できるだけ早期に利用できるよう努める。

資源エネ
ルギー庁、
関係府省
（林野庁、
経済産業
省、国土交
通省等）

平成21年度から
実施する。

○　廃棄物及び副産物を把握する統計の整備について、検討する
場を設ける。

関係府省
（農林水産
省、経済産
業省、環境
省）

平成21年度に
設置する。

○　総務省及び経済産業省と協力して、環境分野分析用の産業連
関表の充実についての検討を開始する。

環境省 平成21年度から
検討する。

○　総務省始め関係府省と協力して、この数年内に環境に関する
統計と経済社会領域の統計（人口、経済活動、建築、建設物、社
会施設等）を地理情報上に結び付けて、領域環境統計を構築す
ることの検討を開始する。

環境省 平成21年度から
検討する。

○　旅行・観光消費動向調査及び宿泊旅行統計調査について充実
を図る。

観光庁 平成22年度ま
でに実施する。

○　地方公共団体が採用可能な共通基準を策定するとともに、各都
道府県が、共通基準に則って、都道府県間の比較が可能な観光
統計を整備することができるよう、必要な調整を行う。

観光庁 平成22年度ま
でに実施する。

○　内閣府の協力を得て、観光がもたらす経済効果の国際間比較
をより正確に行うことが可能となるように、観光サテライト勘定の整
備について検討を進めるとともに、観光サテライト勘定の本格的
な作成及び公表を行う。

観光庁 平成22年度ま
でに実施する。

(6) 観光に関する
統計の整備
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実施済等の別進捗状況

○

○

　平成26年1月に温室効果ガス排出量算定方法検討会を開催し、国際ルールの変更や最新
の科学的知見も踏まえ、算定方法の精緻化を図った（平成26年4月に、精緻化された算定方
法によって算定された平成24年度温室効果ガス排出量を公表し、気候変動枠組条約事務
局にも提出）。
　また、家庭からの二酸化炭素排出実態を把握するための統計の整備のため、総務省から
一般統計調査の承認を得て「家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査試験調
査」を平成24年10月から平成25年9月まで実施し、その成果をとりまとめ、概要を公表した。
同調査の進め方等については、専門家からなる検討会を開催する等、平成28年度以降の統
計調査の本格実施に向けた準備を進めた。
　気候変動による影響（人間、農作物、建築物等）に関し、関係府省と協力して情報収集を
行い、「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート　日本の気候変動とその影響」と
して平成25年4月に公表した。

実施済（一部）
及び

実施・検討予定
（一部）

○ 　平成21年全国消費実態調査（総務省）の耐久財等調査票及び家計簿を用いて、各世帯
のエネルギー消費の実態と耐久財の保有状況の関係について集計し、平成24年３月に結
果を公表した。

実施済

○ 　再生可能エネルギー関連の一次統計については、資源エネルギー庁において平成24年７
月以降、発電源（太陽光・風力等）ごとの発電容量と発電量を都道府県別に集計し、毎月
「再生可能エネルギー発電設備の導入状況」として公表を行っている。
　当該業務統計により、発電源ごとの規模及び稼働状況を把握することが出来るため、再生
可能エネルギーの黎明期における一次統計の整備としては現実的な対応と判断した。【資
源エネルギー庁】

実施済

○

○

　総合エネルギー統計における基礎統計の提供元である各府省との連携の下、統計の正確
性に配慮しつつ早期化を図っているところ。25年度はエネルギー需給バランスの確認に時
間を要したものの、前年度と比較して早期化が図れた。【資源エネルギー庁】
　平成25年度の速報値の公表は、前年度と比較して早期化が図れた。（速報公表　平成24
年10月３日　→　平成25年９月11日）【林野庁】

継続実施

○ 　環境省において、廃棄物及び副産物を把握する統計の整備のため、平成21年12月に関
係府省、学識経験者、産業界関係者からなる検討会を設置した。
　同検討会において、廃棄物統計の精度向上及び迅速化について検討を進めているとこ
ろ。

実施済
（廃棄物統計の精
度向上等は継続

実施）

○ 　環境分野分析用産業連関表（環境IO）作成要領に従って、試行版である平成17年版環境Ｉ
Ｏ（基本分類レベル）の環境フロー表を作成し、課題を抽出した。さらに、抽出した課題を踏
まえ、平成23年版環境IOの作成要領を作成した。

継続実施

○ 　整理したデータフォーマット変換手順をもとに、「地図で見る統計（統計GIS）」の利用のため
の準備を行い、領域環境統計の構築について検討した。

実施済

○

○

　旅行・観光消費動向調査については、平成22年度に、調査対象数（7,500人→２万5,000
人）及び調査項目（海外旅行等）の拡充を行った。
　宿泊旅行統計調査についても、平成22年度に、従業者数10人以上の宿泊施設を調査対
象としていたものを全宿泊施設を対象とする調査に拡充した。

実施済

○ 　有識者を含めた「観光入込客統計分科会」等の検討を踏まえ、平成21年12月に「観光入
込客統計に関する共通基準」を策定した。また、各都道府県が当該基準に則って観光客入
込客統計を作成するに当たり、あわせて調査要領も作成し、平成22年度から各都道府県に
おいて当該基準に基づく観光入込客統計を順次作成している。未導入の府県に対しては
今後の導入を促進するために状況確認を実施した。

実施済

○ 　平成21年暦年分の旅行・観光サテライト勘定を作成し、平成23年4月に公表した。
（以後、毎年作成及び公表）

実施済
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

○　平成21年経済センサス‐基礎調査に基づく企業の母集団情報
の提供を受けて、輸出入行動を当該企業の企業特性（外資比率
等）と関連付けて、新たな統計を作成することについては、その具
体的ニーズについて提示を受けた上で、本来の行政手続の円滑
な実施が阻害されたり、個別企業の情報が識別されることのない
形で作成が可能か否かを検討する。

財務省 平成21年度から
検討する。

○　所管の行政記録情報である輸出・輸入申告書の貿易形態別の
一部の情報（委託加工など）を貿易統計に反映させることを検討
する。

財務省 平成21年度から
検討する。

○　適法な在留外国人の台帳制度等についての検討状況を踏ま
え、登録外国人統計（在留外国人統計）及び出入国管理統計に
おける国籍別、在留期間別の集計の充実について検討する。

法務省 平成25年までの
できるだけ早い
時期を目途に
結論を得る。

○　人口動態調査における外国人についての集計の充実（特に年
齢別）について検討する。

厚生労働
省

平成21年中に
結論を得る。

(8) 企業活動の
変化や働き方の
多様化等に対応
した労働統計の
整備

○　労働力調査等の雇用・労働関係の調査において、有期雇用契
約期間の実態把握のため、調査事項の改善について検討する。
なお、検討に際しては、雇用者に関する用語や概念に関し、利用
者が混乱しないような措置についても併せて検討する。

各調査の
実施府省

原則として平成
21年中に結論
を得る。

第２
３　社会的・政策
的なニーズの変
化に応じた統計
の整備に関する
事項
(7) グローバル化
の進展に対応し
た統計の整備
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実施済等の別進捗状況

○ 　事業所母集団データベースの企業情報と貿易統計とのマッチングを行うことにより、新たな
統計を作成することについては、両データベースの収録情報の接続が可能か否か、本来の
行政手続の円滑な実施が阻害されないか、個別企業の情報が識別されることがないか等と
いった観点から、その作成が可能か否か引き続き検討。

実施・検討予定

○ 　平成23年度統計法施行状況審議において、本課題の背景にある必要性としては2008SNA
への対応があり、そのためには、加工用の財貨に係る基礎データの提供について検討を行
う必要があるとの指摘があった。これを踏まえ、平成24年度に内閣府等と協議の上、
2008SNAにおける加工用の財貨に関する取扱い変更の検討に資する関連データを内閣府
に提供した。さらに、平成25年度においても、引き続きデータの定義や解釈といった関連情
報の提供を行うなど、その検討に寄与した。

実施済

○ 　在留外国人統計及び出入国管理統計に係る国籍、入国（在留）目的等の項目を拡充する
こととし、平成25年１月分の出入国管理統計（月報）から、国籍を拡充した統計表を公表し
た。
　在留目的等の項目を拡充した在留外国人統計（平成24年12月末分）を平成25年9月に公
表した。出入国管理統計（年報）における入国目的等の項目を拡充したものを平成26年末ま
でに公表予定。

実施済（一部）
及び

実施・検討予定
（一部）

○ 　人口動態調査における外国人についての集計の充実（特に年齢別）について外部有識者
の意見を参考に検討し、具体的な措置、方策等として示された統計表について、基幹統計
調査の変更申請を行い、平成22年８月20日に総務大臣の承認を得て、平成21年人口動態
統計（確定数）において平成22年９月２日にe-Ｓtatに掲載した。
【追加統計表】
（出生）
　　【日本における日本人】
　　　①父日本・母外国の出生数、父の年齢（各歳）・母の年齢（各歳）別
　　　②母日本・父外国の出生数、父の年齢（各歳）・母の年齢（各歳）別
　　【日本における外国人】
　　　③出生数、父の年齢（各歳）・母の年齢（各歳）・嫡出子－嫡出でない子別
（婚姻）
　　【日本における日本人】
　　　①夫日本・妻外国の婚姻件数、夫の届出時年齢（各歳）・妻の届出時年齢（各歳）
　　　②夫外国・妻日本の婚姻件数、夫の届出時年齢（各歳）・妻の届出時年齢（各歳）
　　【日本における外国人】
　　　③婚姻件数、夫の届出時年齢（各歳）・妻の届出時年齢（各歳）
（離婚）
　　【日本における日本人】
　　　①夫日本・妻外国の離婚件数、夫の届出時年齢（各歳）・妻の届出時年齢（各歳）
　　　②夫外国・妻日本の離婚件数、夫の届出時年齢（各歳）・妻の届出時年齢（各歳）
　　【日本における外国人】
　　　③離婚件数、夫の届出時年齢（各歳）・妻の届出時年齢（各歳）

実施済

○

○

○

　労働力調査において、有期雇用契約者の総数を把握できるようにするため、従業上の地
位における常雇を無期と有期に分割し、平成25年１月から調査を実施した。
　また、平成24年就業構造基本調査において、従業上の地位に代えて１回当たりの雇用契
約期間及び労働契約の更新回数を追加し、平成24年10月１日現在で調査を実施した。【総
務省】
　統計委員会における指摘（「雇用失業統計研究会」(総務省主催)と「厚生労働統計の整備
に関する検討会」（厚生労働省主催）の連携要望（第36回統計委員会））も踏まえ、総務省と
緊密な情報交換を行った。今後についても、総務省における取組を参考に、関係する統計
調査において必要な対応について機会を捉えて検討する。
　なお、雇用者に関する用語や概念については、総務省への統計調査の承認申請等の際、
必要な調整を実施して整合性を図るように努めていく。【以上厚生労働省】

実施済
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第２
３　社会的・政策
的なニーズの変
化に応じた統計
の整備に関する
事項
(8) 企業活動の
変化や働き方の
多様化等に対応
した労働統計の
整備

○　実労働時間のより適切な把握の観点から、世帯に対する雇用・
労働関係の統計調査において、ＩＬＯの国際基準も踏まえた上で
調査事項の見直しについて検討する。

総務省、厚
生労働省

原則として平成
21年中に結論
を得る。

○　労働時間をとらえた統計をより有効に活用できる環境を整備す
る観点から、社会生活基本調査において、個人の年間収入、健
康状態など、労働時間その他の生活時間の分析に資する事項の
追加について検討する。

総務省 平成23年調査
の企画時期まで
に結論を得る。

○　雇用動向調査等を基にして雇用創出・消失指標を推計し、公表
する。

厚生労働
省

平成24年末ま
でに実施する。

○　経済産業省と協力して、ビジネスレジスターの整備を待って、毎
月勤労統計調査や賃金構造基本統計調査と、工業統計表等との
結合を図るため、共通符号を持たせること等の措置を講じる。

厚生労働
省

ビジネスレジス
ターの整備状況
を踏まえ、速や
かに実施する。

○　非正規雇用の実情を継続的に毎年把握する統計調査につい
て、遅くとも平成24年度までの調査開始に向けて、調査の内容や
実施時期等について検討する。

厚生労働
省

平成21年度から
検討を開始し、
平成22年度ま
でに結論を得
る。

○　労働力調査において既に公表している前月比較による労働力
フローのデータに加えて、労働力調査を利用して、性別、年齢
別、産業別、職種別に、前年同月時点での就業者又は失業者に
ついては現在の就業状態、離職の有無、転職の有無を、前年同
月時点で非労働力である者については現在の就業状態を示す
分析指標の推計・作成について検討する。

総務省 平成25年度ま
でを目途に結論
を得る。

○ 厚生労働
省、総務省

平成21年度から
検討する。

(9) その他 ○　平成22年国勢調査の実施状況を踏まえ、残された調査実施上
の課題について、平成27年以降の国勢調査において、更なる改
善を図るとともに、調査の内容面について、広く世の中のニーズ
を踏まえて検討する。

総務省 平成27年調査
の企画時期まで
に結論を得る。

　関係府省等と協力して、ハローワークを通じた求人・求職活動
のみではなく、他のルートによる求人・求職活動を含めた総合的
な労働の需給動向を示す指標について、ハローワーク以外の求
人数の把握方法、世帯調査を通じた求職状況に関する統計の利
用可能性や、費用対効果なども含め、その実現可能性について
検討する。
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実施済等の別進捗状況

○

○

○

　「実労働時間に関するＷＥＢアンケート」の結果を踏まえ、労働力調査において、年ベース
の実労働時間の把握に必要な調査項目を追加し、平成25年１月から調査することとした。
【総務省】
　統計委員会（平成22年１月25日）等における審議を経て、平成22年国民生活基礎調査（大
規模調査）において、１週間の実労働時間を把握することとした。
　統計委員会における指摘（「雇用失業統計研究会」(総務省主催)と「厚生労働統計の整備
に関する検討会」（厚生労働省主催）の連携要望（第36回統計委員会））も踏まえ、総務省と
緊密な情報交換を行い、総務省における取組を参考に、関係する統計調査における必要な
対応について検討することとし、第１回から第３回「雇用失業統計研究会」に参加し、世帯に
対する月間労働時間を把握するための方法、労働力調査及び就業構造基本調査（ともに総
務省）の調査内容に関する論点整理に加わり、労働力調査における就業日数等の把握に
ついて、調査技術的観点から助言を行った。【以上厚生労働省】

実施済

○ 　労働時間をとらえた統計をより有効に活用できる環境を整備する観点から、平成23年社会
生活基本調査において、個人の年間収入や健康状態を把握する調査項目を追加し、実
施。

実施済

○ 　雇用・賃金福祉統計課において雇用創出・消失指標を推計し、平成24年９月12日に公表
した。

実施済

○ 　平成25年1月よりビジネスレジスター（事業所母集団データベースシステム）の運用が開始
されたことから、順次、共通事業所コードの付与及び保持を行う。

実施済

○ 　統計委員会基本計画部会の指摘を踏まえ、省内の関係部局と行った非正規雇用に関す
る検討の場において、非正規雇用の実情に関して既存調査で把握されている項目につい
て平成23年度に整理した。これを受けて、既存調査に加え、雇用構造調査（就業形態の多
様化に関する総合実態調査、若年者雇用実態調査、パートタイム労働者総合実態調査等）
において、各調査年のテーマに即した調査事項と、毎年共通の調査事項とに分けて調査す
ることで対応することとし、平成24年雇用構造調査から対応している。

実施済

○ 　「雇用失業統計研究会」において検討し、「フローデータの基幹統計としての集計・公表は
慎重であるべきである」との結論を得た。

実施済

○ 　統計局における世帯調査においては、労働力調査により、従前から求職関連項目として求
職活動の有無及び求職活動の種類を把握しており、データを公表済。【総務省】

実施済

○ 　四半期ごとに実施している労働経済動向調査（30人以上、公務を除く12大産業）におい
て、平成25年２月調査分から、未充足求人の把握が可能か試行的に調査を実施している。
【厚生労働省】

○

○

○

○

○

　平成22年国勢調査では、東京都においてインターネットを用いた回答方式を導入するな
ど、調査結果の精度向上に向けた取組を実施し、平成23年度には、調査実施状況の概要を
取りまとめた。
　平成27年国勢調査についても、平成23年度から有識者を含めた検討会を開催し、円滑な
実施に向けた検討を開始。
　平成24年度においては、第１次試験調査を実施し、諸外国による事例を参考にインター
ネットによる回答を推進するための調査方法等を検証。
　平成25年度においては、第2次試験調査を実施し、インターネットによる回答を推進し、円
滑にオンライン調査を実施するため、スマートフォンに対応したシステムや提出状況を適切
に管理するためのしくみについて検証。
　平成26年３月に、これまでの試験調査や地方公共団体との意見交換、有識者会議による
検討を踏まえ、平成27年国勢調査実施計画案を作成。

実施・検討予定
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

○　医療施設調査及び患者調査について、記入者負担の軽減及
び統計調査の効率化の観点から、医療機能情報提供制度やレ
セプトの電子化等の推進状況を踏まえ、平成23年調査以降への
行政記録情報等の活用可能性について検討する。

厚生労働
省

平成23年調査
の企画時期まで
に結論を得る。

○　犯罪被害実態（暗数）調査における標本数の拡充等による精度
向上について検討する。

法務省 平成24年調査
の企画時期まで
に結論を得る。

○　経済センサス‐活動調査の母集団情報の整備に当たり、厚生労
働省の協力を得て、同省が実施を予定している「労働保険適用
徴収業務の業務・システム最適化計画」（平成18年３月29日厚生
労働省情報政策会議決定。平成20年３月19日改定）等により提
供される予定の労働保険及び雇用保険の適用事業所情報の活
用を検討する。

総務省 平成23年度の
経済センサス‐
活動調査にお
ける活用を平成
21年度から検討
する。

○　住民基本台帳データを活用して集計している住民基本台帳人
口移動報告における表章の詳細化の必要性や個人が特定され
ないための表章方法等について地方公共団体に説明し、現行よ
りも詳細なデータの提供についての了解を得た上で、必要な
データの活用について早期の実現を図る。

総務省 平成21年度から
具体的検討を
開始する。

○　法人企業統計調査への有価証券報告書データの活用の早期
実現に向けて、集計システムの改修等技術的課題等を検討す
る。

財務省 平成21年度から
具体的検討を
行う。

○　オーダーメード集計の形態によって作成された税務データの集
計表について、各種経済統計における収集データの欠測値等の
推計や補完などへの活用のための技術的課題、費用の負担方
法等について検討を行い、早期の実現を図る。

財務省、経
済産業省
等

平成21年度から
具体的検討を
行う。

○

第２
３　社会的・政策
的なニーズの変
化に応じた統計
の整備に関する
事項
(9) その他

第３
１ 効率的な統計
作成
(1) 行政記録情
報等の活用
ア 行政記録情報
等の活用を検討
すべき統計調査

　漁業センサスへの漁船登録データの活用、法人土地基本調査
への固定資産課税台帳データの活用、医療施設調査への医療
機能情報提供制度の活用など、統計委員会の答申において検
討することとされた統計調査については、答申に基づき行政記録
情報等の積極的な活用を検討する。

関係府省
（農林水産
省、国土交
通省、厚生
労働省等）

統計調査ごとに
次回調査の企
画時期までに検
討し、結論を得
る。
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実施済等の別進捗状況

○

○

　平成23年調査の企画を行い、医療施設調査において医療法に基づく届出のうち「施設基
準の届出等」に基づく情報を行政記録情報として活用することとした。
　平成22年12月17日に統計委員会へ諮問し、第25、28、29回人口・社会統計部会による審
議を経て、平成23年４月22日に統計委員会において答申が採択され、平成23年度調査から
活用を開始した。

実施済

○ 　平成25年度における取組実績なし（平成23年度において調査票内容の整理等、回収率
向上のための諸対策を取ることにより、精度向上を図っている。）。

実施済

○ 　雇用保険情報を含む労働保険情報（名称、所在地、保険関係等）の事業所母集団データ
ベースへの活用について、厚生労働省と具体的な事務処理方法などを協議し、平成22年12
月にデータの提供を受け、事業所母集団データベースとの照合などの分析を実施。
　また、受領したデータは、平成24年に実施する経済センサス‐活動調査の名簿整備に活
用。

実施済

○ 　新結果表作成のシステム開発を行い、平成22年２月に年齢別結果表を公表。市区町村別
の結果表については平成23年４月に公表した。

実施済

○ 　ＥＤＩＮＥＴ情報を法人企業統計調査に活用する方策について、総務省、財務省、金融庁
の３者による検討を平成21年度から開始している。この中で、総務省へビジネスレジスターに
収納するためのシステム開発に関する検討結果を確認したところ、①ＸＢＲＬ化されたＥＤＩＮ
ＥＴ情報の経理項目と各科目とのタグの関連付け、②企業の勘定科目と調査項目の関連付
け（新規企業については新たに分析の必要、かつ既存提出企業についても科目変更に伴う
見直しの必要性が随時発生する）、③企業間における科目の関連付け等に相当の作業量
が発生することが判明したとの情報を得たことから、今後、財務省においても独自に集計シ
ステムの改修を行うことは困難であるとの結論に達した。
　ただし、ビジネスレジスターに記録されたＥＤＩＮＥＴ情報を、法人企業統計に可能な範囲で
活用することとした。

実施済

○ 　追加検証を行うべきとされた、地域・業種別のオーダーメード集計値による税務データの経
済センサス-活動調査への活用可能性について検証を実施した。
　その結果、①両データの地域や業種の定義に関し整合がとれないこと、②売上高などの審
査基準として活用するためには、欠損金の繰越控除といった税務上の調整を乗り越えるため
に何らかの推計作業が必要となり、前回個票との比較などの審査手法よりも非効率であるこ
と、③秘匿箇所が頻発し、実用性に乏しいことが想定されること、等の課題が判明したことか
ら、経済センサス-活動調査への活用は困難との結論に至った。
　今後、関係府省がそれぞれの所管統計の作成に当たって税務データの活用を検討するに
際し、本検証結果の情報提供を積極的に行っていく。【財務省及び経済産業省】

実施済

○

○

　平成23年調査の企画を行い、医療施設調査において医療法に基づく届出のうち「施設基
準の届出等」に基づく情報を行政記録情報として活用することとした。
　平成22年12月17日に統計委員会へ諮問し、第25、28、29回人口・社会統計部会による審
議を経て、平成23年４月22日に統計委員会において答申が採択され、平成23年度調査から
活用を開始した。【以上厚生労働省】

実施済

○ 　2013年漁業センサス実施の際、漁船登録データを母集団整備に活用することで統計委員
会の了解を得た（平成25年２月15日答申）。【農林水産省】

実施済

○ 　法人土地基本調査への固定資産課税台帳などの行政記録情報の活用については、検討
の結果、実施困難との結論に至り、このことについて、平成24年12月21日開催の統計委員
会において審議された結果、「時間と経費を要するなど非効率であるとの認識について十分
理解できることから、今回の計画変更において、固定資産課税台帳を活用しないことはやむ
を得ない」との答申がなされた。【国土交通省】

実施困難
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
１ 効率的な統計
作成
(1) 行政記録情
報等の活用
イ　行政記録情
報等の調査の原
則化

○　調査計画の策定の際、行政記録情報等の有無及び活用の効
果等について事前に調査・検討する。

各府省 平成21年度から
実施する。

○　総務大臣による統計調査の承認の審査や統計委員会における
基幹統計調査の審議に当たっては、行政記録情報等に係る事前
調査状況を確認し、必要に応じ、保有機関に対する協力要請を
行う。

各府省 平成21年度から
実施する。

ウ 保有機関にお
ける集計の活用

○　統計作成機関が提供要請を行った行政記録情報について、合
理的な理由に基づいて提供することが困難な場合、その代替措
置として、当該作成機関からの要望に対応したオーダーメード集
計の形態による集計表の作成等を行うことを原則とする。
　なお、この場合の費用等は、基本的には統計作成機関が負担
する。

各府省 平成21年度から
実施する。

エ 行政記録情
報等の活用に関
する環境整備

○　各府省の協力を得て、次の事項を検討する会議を設置する。
①　行政記録情報等の活用について、保有機関のみならず、国
　 民や企業の理解と協力の下に個別行政の適切な遂行が確保
　 されるための具体的方策
②　行政記録情報等について、直接統計作成に利用すること、
　 補助情報として活用すること、保有機関への影響等について
　 実証的に検証する枠組み

総務省 平成23年度を
目途に結論を
得る。

(2) 民間事業者
の活用
ア 民間事業者の
積極的な活用等

○　総務大臣による統計調査の承認の審査や統計委員会における
基幹統計調査の審議に当たっては、所管府省における民間事業
者の活用に関する検討状況を確認する。

内閣府（統
計委員
会）、総務
省

平成21年度から
実施する。

イ 適正活用のた
めの環境整備

○　「統計調査の民間委託に係るガイドライン」を改定し、統計調査
の実施過程の管理、受託事業者への事業完了報告書の作成の
明示等の措置を反映する。

総務省 平成21年度に
実施する。
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実施済等の別進捗状況

○

○

○

○

○

○

○

○

　総務省への統計調査の実施に係る承認申請の際、活用できる行政記録情報の有無につ
いて確認を行ったが、新たに活用した実績はない。【内閣府】
　調査計画を策定する際に検討を行っているが、平成25年度に新たに活用した事例はな
い。【総務省】
　平成25年度に調査計画を策定する統計調査について、活用できる行政記録情報の有無
の確認を行ったが該当が無かったため、新たに活用した実績なし。【文部科学省】
　統計調査の予算概算要求、また、総務省への統計調査の実施に係る承認申請の際に、事
前に省内において、行政記録情報等の有無及び活用の効果等について確認・検討を行っ
ているが、平成25年度に新たに活用した事例はない。
【以上厚生労働省】
　統計法に基づく承認申請を実施する際、行政記録の利活用が可能かどうかの検討を行っ
ているが、平成25年度に新たに活用した実績なし。【農林水産省】
　総務省への統計調査の実施に係る承認申請を実施する際、行政記録の利活用が可能か
どうかの検討を行ったが、新たに活用した実績なし。【経済産業省】
　統計調査の計画に際し、行政記録情報活用の可能性について検討を行っているが、新た
に活用した実績はない。【国土交通省】
　平成25年度に調査計画を策定する統計調査について、活用できる行政記録情報の有無
の確認を行ったが、新たに活用した実績はない。【環境省】

継続実施

○ 　総務大臣による統計調査の承認の審査に当たっては、行政記録情報等に係る事前調査状
況を確認している。【総務省】

継続実施

〔該当事例なし〕 継続実施

○ 　行政記録情報等を用いて作成・公表されている業務統計や行政記録情報等を活用した統
計調査について、最新の状況を把握するため、各府省の協力の下、平成22年度、23年度及
び24年度に引き続き、平成25年度においても、行政記録情報等の統計作成への活用に係
る実態調査を実施した。

実施済
（ただし、行政記録
情報の活用は継

続実施）

○

○

　総務大臣による統計調査の承認の審査に当たっては、所管府省における民間事業者の活
用に関する検討状況を確認しており、基幹統計調査については、特定サービス産業実態調
査の実査に係る業務や医療施設調査、患者調査及び農林業センサスにおけるコールセン
ターの設置について、民間事業者への委託により実施することを承認した。【総務省】
　基幹統計調査の審議ごとに、必要に応じて民間事業者の活用に関する審議を行っており、
平成25年度は、２件の民間委託（特定サービス産業実態調査（郵送調査）、工業統計調査
（郵送調査））について審議した。このうち特定サービス産業実態調査については、結果精度
や回収率の面で懸念があるものの、都道府県の事務負担に資すると考えられることからやむ
を得ないとの答申をした。また、工業統計調査については、おおむね適当であるものの、結
果精度の維持及び回収率確保の観点から、今後の課題として検証を行う必要があるとの答
申をした。【内閣府（統計委員会）】

継続実施

○ 　基本計画における民間事業者の活用の取組の方向性を踏まえ、「統計調査の民間委託に
係るガイドライン」を改定し（平成22年３月25日付け各府省統計主管課長等会議申合せ）、
統計調査の実施過程の管理、受託事業者への事業完了報告書の作成を明示。なお、併せ
て、ガイドラインの名称を「統計調査における民間事業者の活用に係るガイドライン」（以下
「民間事業者活用ガイドライン｣という｡）に変更。

実施済
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
１ 効率的な統計
作成
(2) 民間事業者
の活用
ウ　民間事業者
の活用に関する
不断の見直し・
改善

○　統計の品質に係る指標及び統計調査の実施過程の管理方法
についての検討の場を設置し、検討する。

各府省 平成22年度から
検討する。

○　統計調査業務に関係する民間事業者の団体との意見交換等を
通じた民間事業者の履行能力の実態把握及び民間事業者の活
用効果の検証等を行うとともに、これらの情報の共有化を図るた
めの場を設置し、毎年開催する。

各府省 平成22年度から
実施する。

２ 統計リソースの
確保及び有効活
用
(1) 統計リソース
の確保及び配分
の在り方並びに
有効活用
ア 政府全体の調
整機能の発揮

○　各府省と協力し、新たな統計の作成、統計調査の実施等に際
し、その計画策定等を支援する専門家集団を編成することについ
て、その可否を含めて検討する。

総務省 平成22年度から
検討する。

イ 各府省の取組 ○　新たな統計の整備及び提供のニーズに的確に対応しつつ、質
の高い統計を提供するため、統計の体系的整備の推進及び報告
者の負担軽減に加え、統計リソースの確保及び有効活用の観点
から、既存統計の見直し・効率化を行う。

各府省 平成21年度から
実施する。

○　社会の情報基盤としてふさわしい統計を適時・適切に提供する
観点から、基本計画の実施に必要な統計リソースを確保するよう
措置する。

各府省 平成21年度から
実施する。

66



実施済等の別進捗状況

○ 　「統計基盤の整備に関する検討会議」（平成21年６月24日付け各府省統計主管部局長等
会議申合せにより設置）の下に、「民間事業者の活用の見直し・改善に関するワーキンググ
ループ」を平成22年４月に設置し、府省横断的な検討を開始し､各府省が設定する統計の品
質に係る指標及び統計調査の実施過程の管理方法等について情報共有を実施するととも
に､誓約書の徴収や公的資格･認証の取扱等の明確化を図る観点から､平成24年４月６日に
「統計調査における民間事業者の活用に係るガイドライン」(各府省統計主管課長等会議申
合せ)を改定｡今後は､統計の品質保証活動(特にプロセス保証の導入に向けた検討)の取組
状況を踏まえつつ､民間事業者における統計調査の実施過程の効果的な管理方法等につ
いて､引き続き､検討を行っていく予定｡

継続実施

○ 　各府省と統計調査業務に関係する民間事業者団体等との意見交換を平成26年３月に開
催し、公的統計におけるプロセス保証導入に向けて、ISO20252の概要や民間事業者団体に
おける取組状況等について意見交換を行ったところ。今後とも民間事業者団体等との意見
交換等を適宜開催し､民間事業者の履行能力の実態把握等を行っていく予定｡

継続実施

○ 　統計リソースの確保及び有効活用に関するワーキンググループ（以下「統計リソースＷＧ」と
いう。）で専門家集団を編成することについての可否を含めて検討を行った結果､専門家集
団を編成することは､現状においてニーズや編成を行うための要員を確保する余裕・見込み
がなく､新たな統計調査の実施や統計の実施に際しては､各府省における研究会の開催を
通じて有識者の知見等が活用されているところであり､専門家集団を編成することは現実的
ではないとの結論を得たところ｡しかしながら､専門家集団を代替するものとして､既存の組
織・機能等の活用を一層推進するための取組を第Ⅱ期基本計画に盛り込んだところ。

実施困難

○

○

○

○

○

○

○

　国家公務員の勤務条件の維持に資する適正な調査となるよう、報告者の負担軽減の観点
を踏まえつつ、必要最小限の調査項目を毎年決定している。【人事院】
　平成25年住宅・土地統計調査の実施に際し、インターネットを用いた回答方式を全国展開
した。【総務省】
　一部調査において、報告を電子媒体での提出を可能とするなど、既存統計の見直し・効率
化を実施。【財務省】
　報告者の負担軽減及び統計リソースの有効活用の観点から、オンライン調査の推進を図
り、調査の効率化に努めている。
　平成25年度に新たに労働争議統計調査、子どもを守る地域ネットワーク等調査及び保険
医療材料等使用状況調査においてオンライン調査を実施した。【以上厚生労働省】
　既存統計を見直す際は、行政ニーズなどを踏まえつつ、報告者の負担軽減等の観点でも
検討を行っている。【農林水産省】
　経済産業省生産動態統計について、調査品目の見直しを行い、必要性の乏しくなった品
目を整理・簡素化した（1,644品目→1,615品目）。
　平成25年工業統計調査について、都道府県の事務負担軽減のため、国直轄による本社一
括調査を拡充し、調査を実施した。
　平成26年特定サービス産業実態調査について、調査員の高齢化や都道府県の統計職員
の縮減などにより、都道府県経由の調査員調査の見直しが求められていることから、全28業
種を国直轄の民間事業者経由の郵送調査に変更することとした。
　平成26年商業統計調査について、都道府県の事務負担軽減のため、国直轄による本社一
括調査を拡充することとした。【以上経済産業省】
　一般統計調査について、報告者負担軽減等の観点で見直し・効率化の検討を行ってい
る。また、基幹統計調査のうち、造船造機統計調査において、行政ニーズなどを踏まえ、製
造船舶の受注項目を追加するとともに、報告者の負担軽減の観点から、必要性の乏しくなっ
た調査項目の削除を行い、平成26年1月分より調査を実施している。【国土交通省】

継続実施

○

○

○

○

○

　基本計画推進のための各種専門会議や調査研究を行うための経費を平成26年度予算に
計上。【総務省】
　「統計データの有効活用の推進」に必要となる経費等を平成26年度予算に計上。【文部科
学省】
　平成26年度においては、縦断調査に関する体制強化のためにコーホート分析専門官１名
が平成26年10月から定員として認められた。【厚生労働省】
　基本計画に定められた具体的取組に対応した、経済産業省所管の統計基盤の整備に関
する調査・検討のため、平成26年度予算を確保した。【経済産業省】
　基本計画に定められた具体的取組に係る省内外の調整のための専門官（調整）の時限延
長が平成26年度から5年認められた。【国土交通省】

継続実施
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
２ 統計リソースの
確保及び有効活
用
(1) 統計リソース
の確保及び配分
の在り方並びに
有効活用
イ 各府省の取組

○　業務の内容に応じて必要な人材の量（特に、実査、審査、集計
部門において重要な要素）と質（特に、企画、分析・公表部門に
おいて重要な要素）のバランスにも配慮しつつ、研修や人事交流
の充実等により、中核的職員の確保に努力する。

各府省 平成21年度から
実施する。

○　国民経済計算について、３年間、研究者や中核的職員を集中
的に投入し、情報源や指標の利用可能性の検討、推計方法の抜
本的見直し、システム開発を行う。

内閣府 平成21年度から
検討する。
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実施済等の別進捗状況

○

○

○
○

○

　総務省や内閣府経済社会総合研究所で行われている研修の受講を通じて、統計関連業
務に必要な知識・技術を職員に習得させるなど、必要な統計リソースの確保を行っている。
【人事院】
　内閣府経済社会総合研究所において、職員の統計関連業務に関する能力向上を目的と
した研修を実施した。【内閣府】
　職員を集め研修を行うなど、各統計業務を担当する職員の育成に努めている。【警察庁】
　統計研修所では、国・地方公共団体等に対し平成25年６月に意見・要望調査、９～10月に
ヒアリングを実施し、その結果を踏まえ、平成26年度研修計画において、各課程のレベル・内
容の明確化等研修体系の見直しを行った。また、特定の対象者向けの研修や統計をめぐる
タイムリーなテーマの研修で構成した「特別コース」を新たに設けた。
　総務省内の職員に対する取組は、以下のとおり。
　・　業務の現状に対応した知識、技術等の習得のため総務省統計局、政策統括官及び統
　 計研修所職員研修要綱を改正し、一部統計研修につき受講を必修化するなどにより、受
　 講機会を拡充。
　・　平成25年度以降、一年目の職員に基本的な統計知識の習得のための研修、二年目に
　 統計分析と推測統計の基礎知識の習得のための研修、三年目に統計の知識、行政の課
　 題に対応した統計の活用方法の習得のための研修、四年目に企画、設計、意識調査、
　 標本設計など実務的な知識の習得のための研修を受講することとしている。
　・　統計研修所等が行う各種統計研修の積極的な受講を働きかけており、引き続き働きか
　 けを行っていく予定。
　・　各省統計主管部局と、幅広く人事交流を行っている。
　・　さらに、統計担当職員の能力の一層の高度化を図るため、研修内容の見直しを行っ
　 た。【以上総務省】

継続実施

○
○

○

○

○

○

○

　総務省統計研修所が開催する統計研修の受講を推進。【財務省】
　調査対象者の現場の訪問や意見交換、学校・社会教育施設への職員派遣など、統計調査
の実査や企画に携わる統計職員の資質向上に資する研修を行った。【文部科学省】
　人員数については業務ごとに適正なマンパワーの確保、人材についてはスキルアップを前
提に考え、１年から３年周期等の各調査周期に合わせた在任年数、また研修により、専門家
育成を図っている。【厚生労働省】
　計画的な研修の実施に努めており、平成25年度については、受講者数は117人（前年度
108人）であった。また、35人（前年度は33人）が総務省統計研修所の研修を受講した。【農
林水産省】
　研修については、アンケート等を基に、より効果的な見直しを図った上で、統計調査実務
及び統計分析業務を内容とする職員向け研修を実施しており、平成25年度には計14講座を
実施した。
　人事交流については、専門的能力の向上に配慮しつつ、省内において可能な限り統計の
利用部局と作成部局間の異動を行う等して、統計分野の専門的人材の計画的育成に努め
ている。また、省外においても、統計審査等の業務のために総務省等に職員を派遣している
ほか、職員の大学への講師派遣や、大学職員を非常勤職員として迎える等を通じ、人事交
流の推進を図っている。【以上経済産業省】
　調査対象者である港湾管理者や鉄道車両製造事業者、貨物自動車運送事業者等を訪問
し、意見交換を行うなど、統計職員としての資質向上のための取組を行った。【国土交通省】

○ 　国民経済計算関連について、基本計画の諸課題に対応するため、外部の研究者の協力
を得るとともに、25年度の定員に関しては２名の増員を行ったところである。引き続き、研究
者や中核的職員を集中的に投入し、推計方法の抜本的見直し、システム開発を行ってい
く。

実施済
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
２ 統計リソースの
確保及び有効活
用
(1) 統計リソース
の確保及び配分
の在り方並びに
有効活用
ウ 各府省の取組
への支援

○

○

○

　各府省における予算及び定員面を中心とした取組状況に関す
る情報の共有・調整等を行うための場を設置する。
　上記の情報の共有・調整等を踏まえ、毎年度の概算要求時に
「各府省統計調査計画等審査意見」を提出する仕組みを活用す
るなどして、各府省が行う統計リソースの確保及び有効活用の実
現が図られるよう財政当局に働きかける。
　定員管理当局に対し、各府省が整備する統計の必要性等につ
いて情報提供を行う。

総務省 平成22年度から
実施する。

エ 府省横断的な
統計ニーズへの
対応

○　効率的な統計整備を図る観点から、府省横断的な基幹統計調
査の実施等に総務省の機能及び統計リソースを最大限に活用す
る。また、関係府省の協力により、必要に応じて共管・共同調査と
して実施することも検討する。

各府省 平成21年度から
実施する。

○

○　上記により難く、新たな統計調査の承認が申請された場合に
は、承認審査事務を簡素化・迅速化することにより対応する。

総務省 平成21年度から
実施する。

(2) 実査体制（都
道府県の統計専
任職員等）の機
能維持、国と地
方公共団体の連
携

○　地方公共団体を経由する必要がある調査（原則として、調査員
調査が必要な調査）の範囲を精査し、必要な見直しを実施する。

各府省 平成21年度から
実施する。

オ 緊急ニーズへ
の対応

　緊急ニーズが生じたときは、原則として、行政記録情報等及び
既存統計調査結果を活用する。
　その際、既存統計の特別集計に加え、継続的に実施されてい
る統計調査に対する調査事項の付加や、附帯調査として実施す
ることについても検討する。調査が複数府省の所管になる場合に
は、必要に応じ総務省が調整を図る。

関係府省 平成21年度から
実施する。
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実施済等の別進捗状況

○

○

○

　各府省における統計リソース（予算及び定員）の確保に向けた取組の参考とするため、前
年度に引き続き、歳出予算概算要求書の提出前（平成25年７月）に、統計リソースＷＧを開
催し、平成26年度概算要求・定員要求に向けた各府省の検討状況について情報共有・意見
交換を実施。
　次年度に各府省が実施予定の統計調査計画等についての事前審査の仕組みを活用し、
平成25年度についても、その審査結果を財政当局に通知することにより、各府省の適正な統
計リソースの確保等が図られるよう働きかけを実施したところ。
　また、次年度に各府省が実施予定の統計事業計画等を取りまとめた「各府省統計事業計
画一覧」を、平成25年度についても、定員管理当局に提供し、情報提供・周知を図ったとこ
ろ。

継続実施

○

○

○

　総務省及び経済産業省において、平成26年7月1日に、「平成26年経済センサス‐基礎調
査」及び「平成26年商業統計調査」を一体的に実施することとし、 所要の準備を行った。
　総務省・経済産業省の共管調査として、各府省の協力の下、平成24年２月に実施された
「経済センサス-活動調査」について、逐次、公表を行い、平成26年2月26日をもって、全て
の集計結果の公表を終了した。
　総務省・経済産業省共管の一般統計調査として、平成22年度から情報通信業分野におけ
る企業活動を捉える「情報通信業基本調査」を開始。平成25年５月に「平成25年情報通信業
基本調査」を実施し、平成25年10月29日に速報、平成26年３月20日に確報を公表した。【以
上総務省及び経済産業省】

継続実施

○ 　東日本大震災に関連して、以下の対応を実施

　・　既存の調査のサーベイを踏まえ、被災自治体の復興状況の把握が可能となる指標の
　 設定、指標データの収集、整理を行うことで、被災自治体が自らの復興状況を把握する
　 ための統計データ等の基礎的なプラットフォームを構築し、各自治体が活用できる情報
　 等の提供を行った。【復興庁】
　・　住民基本台帳人口移動報告において、引き続き、被災三県の転入・転出の状況につ
　 いて公表している。【総務省】
　・　平成25年度においては、①平成24年被災市町村別農業産出額、②被災３県における
　 農業経営体の被災・経営再開状況（平成26年２月１日現在）-農林業センサス結果の状
　 況確認の概要-、③東日本大震災による津波被災地域における農業・漁業経営体の経営
　 状況について、④被災３県における漁業経営体数の推移（平成25年11月1日現在）、④
　 東日本大震災による漁業経営体の被災・経営再開状況（平成25年3月11日現在）－漁業
　 センサス結果の状況確認の概要－を公表するとともに、最新結果を「食料・農業・農村白
　 書」等において掲載。【農林水産省】
　・　平成23年3月11日の東日本大震災に関連して、被災地及び被災地以外で分けて作成
　 した鉱工業生産指数（試算値）や津波浸水地域における鉱工業事業所の生産額試算等
　 について、毎月更新を行い、東日本大震災関連の統計のホームページにおいて公表し
　 ている。【経済産業省】

○ 　直接該当する承認申請事例はなかったが、新たな統計調査の承認が申請された場合に
は、承認審査事務を簡素化・迅速化することにより対応予定。

継続実施

○

○

○

○

○

○

　平成25年住宅・土地統計調査について、コールセンターの設置によって、実査期間中の世
帯からの照会対応事務の負担軽減を図った。【総務省】
　統計調査の予算概算要求、また、総務省への統計調査の承認申請の際に、事前に省内に
おいて、地方公共団体を経由する必要がある範囲等について確認・検討を行っている。【厚
生労働省】
　平成25年度は漁業センサスについて、コールセンターの設置により照会対応の負担軽減
を図った。【農林水産省】
　平成25年工業統計調査について、都道府県の事務負担軽減のため、国直轄による本社一
括調査を拡充し、調査を実施した。
　平成26年特定サービス産業実態調査について、調査員の高齢化や都道府県の統計職員
の縮減などにより、都道府県経由の調査員調査の見直しが求められていることから、全28業
種を国直轄の民間事業者経由の郵送調査に変更することとした。
　平成26年商業統計調査について、都道府県の事務負担軽減のため、国直轄による本社一
括調査を拡充することとした。【以上経済産業省】

継続実施

継続実施
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
２ 統計リソースの
確保及び有効活
用
(2) 実査体制（都
道府県の統計専
任職員等）の機
能維持、国と地
方公共団体の連
携

○　新たな統計整備ニーズを含め、基本計画を踏まえ、地方公共団
体の統計部局における業務量を極力平準化するよう調整に努め
る。

総務省 平成21年度から
実施する。

○　地方公共団体を経由する調査について、報告者負担にも留意
しつつ、地方公共団体のニーズも踏まえ、地方別表章の充実を
計画的に推進するとともに、客体数や調査事項を上乗せした調
査を地方公共団体が実施できるよう支援する。

各府省 平成21年度から
実施する。

○ 総務省 平成22年度ま
でに結論を得る

○　各府省と協力して、地方公共団体の政策部門や人事・財政部
門等に対し、統計調査の具体的な利活用方策、統計の有用性等
を周知することにより、地方公共団体の統計部局が必要な人材を
確保できるよう支援する。

総務省 平成21年度から
実施する。

○　各府省及び地方公共団体と協同し、統計調査員（統計調査指
導員を含む。）の職務を精査して、現状の統計調査環境に対応し
た統計調査員の役割を定めるとともに、それに応じた処遇改善等
を早急に検討し、実施するよう努める。

総務省 平成21年度から
検討する。

○　統計調査員の役割や社会的重要性について、地方公共団体と
も連携し、継続的に報告者等に対する周知を推進する。

総務省、関
係府省

平成21年度から
実施する。

○　統計調査員の効率的な活用を図るため、地方支分部局等を通
じて育成・確保している統計調査員の情報を地方公共団体にも
提供する仕組みを構築する。

各府省 平成21年度から
実施する。

　都道府県の統計主管課の機能をより充実させる観点から、都道
府県の実情や意見も踏まえつつ、統計調査事務地方公共団体
委託費の基準単価、交付対象範囲等の運用の見直しについて
検討する。
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実施済等の別進捗状況

○ 　統計リソースＷＧにおいて、関係府省間で連携・協力を図りつつ、平成21年度に、地方公
共団体の事務負担の軽減に資する観点から、①都道府県統計主管課を対象に各府省が主
催する各種会議の統合等による合理化・効率化、②地方公共団体における統計調査員の栄
典事務の合理化・効率化等、具体的な対応方策を取りまとめるとともに、その着実な推進を
図るため、22年度以降、適宜、同ＷＧにおいてフォローアップを実施しているところ。
　また、上記取組の一環として、地方公共団体における統計調査業務の計画的かつ効率的
な遂行に資するため、次年度に関係省が地方統計機構経由で実施を予定している各統計
調査に係る年間業務スケジュールを、地方公共団体に情報提供するとされたことを踏まえ、
関係省の協力の下、平成22年度以降、各省で実施予定の各統計調査に係る業務スケ
ジュールを取りまとめ、地方公共団体に対して情報提供を実施しているところ。

継続実施

○

○

　学校基本調査（初等中等教育機関）の結果について、平成24年度から市町村別集計を公
表。【文部科学省】
　統計調査の予算概算要求、また、総務省への統計調査の承認申請の際に、事前に省内に
おいて、地方別表章の充実等について確認・検討を行っている。【厚生労働省】

継続実施

○ 　統計調査事務地方公共団体委託費により整備維持している都道府県統計専任職員の平
成25年度における予算定数は1,811人を確保したが、平成24年度に引き続き、国家公務員
の給与の臨時特例に関する法律による給与減額支給措置が適用されている。

継続実施

○ 　統計専任職員の対象範囲等の見直しについては、都道府県の実情や意見も踏まえつつ、
再任用短時間勤務職員を対象範囲に含めた定数管理を平成25年度から26年度を試行期
間として、問題点の有無を検証。

○ 　地方公共団体の統計部局の人材確保支援に資する観点から、幹部職員の都道府県訪問
時に、人事・財政部門等の幹部職員に対し、統計行政をめぐる状況の説明に努めた。
   また、平成26年度に実施予定の経済センサス－基礎調査、学校基本調査、農林業センサ
ス、商業統計調査等の円滑な実施に向け、地方公共団体の体制整備に資するための調査
実施者連名の依頼文書の発出に当たり、所要の調整を図った。

継続実施

○ 　統計調査員の処遇改善等については、これまで統計リソースＷＧにおいて、関係府省間で
連携・協力を図りつつ、平成21年度及び22年度には統計調査員の安全対策の推進や国が
独自に確保・育成している統計調査員の効率的な活用等について、23年度には統計調査
員の確保・育成方策について検討を行い、既存ガイドラインを全面的に見直した「統計調査
員の量・質の確保・向上に関する手引き」を策定したところ。
　また、統計調査員手当（単価）については､毎年度、統一要求に向けて関係省間の調整を
図り、財政当局に対し所要の働きかけを行っているところ。

継続実施

○

○
○

　次の媒体を通じ、統計調査員について掲載・紹介
　・　調査依頼時に配布する依頼状・リーフレット等
　・　経常調査用広報のポスター等（※）
　　　※　版下を地方公共団体に提供
　上記の他、統計局等ホームページにて統計調査員について記載。【以上総務省】
　ホームページ上にて、統計学習の観点から、統計調査員について記載。【経済産業省】

継続実施

○ 　当省において確保している登録調査員について、登録の際に、他府省、都道府県及び市
町村が実施する統計調査への協力意向を確認し、必要に応じ情報提供しているところ。【農
林水産省】

実施済
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
２ 統計リソースの
確保及び有効活
用
(3) 統計職員等
の人材の育成・
確保
ア 中核的職員の
計画的な育成・
確保の推進

○

○

　統計を主管する局又は部を有する府省は、各府省の実情に応
じて、10年以上の公務員歴を有する統計主管部局所属職員全体
に占める中核的職員の割合や、所属職員の研修受講目標等に
係る努力目標を設定するなどして、人材の計画的育成に努める。
それ以外の府省においても、統計主管部署において、同様の取
組に努める。
　なお、中核的職員については、可能な限り府省内において、統
計の利用部局と作成部局間を異動させるなどの人材育成方針等
を定め、その実行に努める。
　府省間、国・地方間、官・学間の相互の信頼関係を醸成し、良
質の人材を育成するという共通認識の下に、一般職の任期付職
員の採用及び給与の特例に関する法律（平成12年法律第125
号）に基づく任期付職員採用制度の有効活用にも留意しつつ、
府省間、国・地方間、官・学間等の人事交流を推進する。

各府省 平成21年度から
実施する。

○　今後導入される予定の人事評価制度において、統計部局に所
属する統計関連職員の専門性を高める観点から、当該職員の目
標として統計の専門性の向上に関連する事項を設定するよう努
める。

各府省 平成22年度から
実施する。
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実施済等の別進捗状況

○

○

○

○

○

○
○

○

　10年以上の公務員歴を有する中核的職員を統計部門に多く配置しており、これらの職員
については、統計の利用部局と作成部局間の異動を行っている。【人事院】
　国民経済計算関連について、基本計画の諸課題に対応するため、外部の研究者の協力
を得た。【内閣府】
　業務の現状に対応した知識、技術等の習得のため総務省統計局、政策統括官及び統計
研修所職員研修要綱を改正し、一部統計研修につき受講を必修化するなどにより、受講機
会を拡充。
　平成25年度以降、一年目の職員に基本的な統計知識の習得のための研修、二年目に統
計分析と推測統計の基礎知識の習得のための研修、三年目に統計の知識、行政の課題に
対応した統計の活用方法の習得のための研修、四年目に企画、設計、意識調査、標本設計
など実務的な知識の習得のための研修を受講することとしている。
　他部局の若手職員に対し、統計業務について積極的にＰＲし、優秀な人材の確保に努め
るとともに、人事異動においては、幅広い見識を備えた中核的職員を育成するため、統計関
係部局と統計利用部局との人事交流を積極的に推進。
　各省統計主管部局と、幅広く人事交流を行っている。【以上総務省】
　調査対象者の現場の訪問や意見交換、学校・社会教育施設への職員派遣など、統計調査
の実査や企画に携わる統計職員の資質向上に資する研修を行った。【文部科学省】
　統計主管部局の職員を対象に、統計調査業務に必要な基礎的・専門的知識の習得及び
統計情報処理能力の向上を図ることを目的とした研修を引き続き計画的に実施している。ま
た、可能な限り統計利用部局への人事異動を行っている。【厚生労働省】

継続実施

○

○

　統計組織における人材の育成に関する方針を策定し、人材の計画的育成を推進。【農林
水産省】
　中核職員の計画的な育成・確保のために研修・人事交流の充実を図っている。具体的な
内容は以下のとおり。
　・　研修については、アンケート等を基に、より効果的な見直しを図った上で、統計調査実
　 務及び統計分析業務を内容とする職員向け研修を平成25年度に計14講座を実施し、質
　 的向上及び職員の確保に努めているところ。
　・　人事交流については、専門的能力の向上に配慮しつつ、省内において可能な限り統
　 計の利用部局と作成部局間の異動を行う等して、統計分野の専門的人材の計画的育成
　 に努めている。また、省外においても統計審査等の業務のために総務省等に職員を派遣
　 しているほか、職員の大学への講師派遣や、大学職員を非常勤職員として迎える等を通
　 じ、人事交流の推進を図っている。【経済産業省】

○

○

○

○

○

○

○

　統計関連職員については、統計調査業務の実施計画及び当該職員の職務に応じて、迅
速かつ正確なデータ作成・分析、専門研修の受講による統計専門能力の向上等を人事評価
における業績目標として設定するよう努めている。【人事院】
　統計関連職員の専門性向上については、統計業務における専門知識・技術の習得・情報
収集等の状況や業務目標に基づき評価を実施した。また、内閣府人材育成・活用方針（平
成23年12月26日内閣府事務次官決定）において、人材育成を管理職の人事評価上の目標
管理項目の必須事項とし、統計の専門家を目指す若手職員の育成に向けた体系的な取組
を行っている。【内閣府】
　統計関連職員にあっては、従前から、迅速かつ正確な統計作成や、作成した統計の適切
な分析等を業績目標として掲げており、今後も引き続き目標として設定するよう努めていく。
【警察庁】
　統計に関するスキル向上など、人事評価の業績目標に自己啓発項目を設けるよう職員に
指導。統計に関するシンポジウムや研修の受講機会の拡大に貢献。
　職員に対し、統計担当職員としての専門性を向上させるために必要であると考えている自
己啓発テーマ等について、人事評価における実績評価の目標として積極的に掲げるよう働
きかけたところ。
　人事評価において、「統計の専門性の向上に関連する事項」を可能な限り目標に設定し、
評価を実施している。さらに、平成25年度以降については、年度当初に受講希望の研修を
人事評価の目標として記載するよう指示しているところ。【以上総務省】
　統計部局に所属する主な統計関連職員については、人事評価の目標に関連項目を設
定。【文部科学省】

継続実施
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
２ 統計リソースの
確保及び有効活
用
(3) 統計職員等
の人材の育成・
確保
ア 中核的職員の
計画的な育成・
確保の推進

○　各府省及び地方公共団体のニーズを踏まえつつ、一次統計作
成上の実務能力の向上を図るための研修や二次的利用におけ
る実務能力向上に直結する研修等を充実する。

総務省 平成22年度から
実施する。

○　各府省の取組を推進・支援する観点から、その取組状況を把握
し、府省間での情報共有を図る。

総務省 平成22年度から
実施する。

イ 国際社会にお
いて貢献できる
人材の育成・確
保の推進

○　国際統計分野で活躍できる職員の養成のため、海外の政府統
計機関への派遣等を通じた国際対応能力の向上方策を推進す
る。

各府省 平成21年度から
実施する。

○　統計基準の設定・改定等の国際的な課題について、各府省に
よる情報共有、対応策の研究・検討を行う場を設け、戦略的な国
際対応力の向上を支援する。

総務省 平成21年度から
実施する。
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実施済等の別進捗状況

○

○

○

○

○

　業績評価の目標として、統計の専門性の向上に関連する事項を設定するよう努めている。
【厚生労働省】
　統計研修計画の設計や人事を担当する部署の業績評価の目標として、統計職員の専門
性の向上を図る事項を設定している。【農林水産省】
　人事評価において引き続き、目標設定に当たって、各部局目標に加え、各課室目標・個人
目標を設定することとしている。統計部局としては、統計調査の着実な実施、新たな統計整
備への取組等に関する事項を目標として設定しているところ。【経済産業省】
　統計主管部局である情報政策本部の統計関連職員が、人事評価制度の目標設定時にお
いて、課題を踏まえた目標設定をするなど、統計の専門性の向上に努めている。【国土交通
省】
　統計に関係する部局等に対して、本件基本計画の記述について周知を行っている。【環境
省】

○

○

　統計研修所は、各府省や地方公共団体に対して研修内容に関するアンケートを実施し、
ニーズに応じた研修内容を検討して研修の充実に努めている。
　一次統計作成上の実務能力向上に資するため、調査設計に重点を置いた研修を実施す
るとともに、二次的利用における実務能力向上に資するため、「統計解析ソフトＲで学ぶミクロ
データ利用入門」を平成22年度に新設し、平成25年度においても継続して実施した。更に、
平成26年度においては研修体系の見直しの中で、「統計解析ソフトＲで学ぶミクロデータ利
用法」を「統計専門・応用課程」と位置付けることとし、講座内容を従来よりも専門性を持たせ
た内容にリニューアルすることとしており、そのために26年３月有識者による検討会を開催し
た。

継続実施

○ 　各府省における統計職員等の人材の確保・育成の取組を推進・支援する観点から、統計リ
ソースＷＧの場を活用し、上記第３－２－（１）－「ウ　各府省の取組への支援」の各府省にお
ける予算・定員面の取組状況に関する情報共有・意見交換の実施と併せ、各府省における
統計職員等の人材の確保・育成に係る取組状況について情報共有等を行っているところ。

継続実施

○

○

○
○

○
○
○
○
○
○

　内閣府経済社会総合研究所において、職員の英語能力の向上を目的とした研修を実施し
た。【内閣府】
　国際機関や開発途上国等からの協力要請に基づいて、専門家派遣や本邦研修受入れ等
を行っており、今後も引き続き対応。
　カンボジア政府の統計能力を向上させるため、カンボジア統計局に対し支援を実施。
　国際統計研修への積極的な派遣について検討。国際会議への参加要員養成等を目的と
した英語研修を実施しているところ、平成25年度から実施コース及び対象者を拡充し、計19
名が参加。
　国際会議に23回、職員延べ61名が出席。
　外国の統計局等の関係機関に職員延べ５名が訪問し、情報収集等を実施。
　ＳＩＡＰの研修プログラムに、職員５名を講師として派遣。
　韓国統計庁とEurostatが共催する研修へ１名派遣。【以上総務省】
　ＯＥＣＤ等の国際統計関係会議に11回、職員延べ13名が出席。【文部科学省】
　スキルアップを前提に考え、積極的な国際担当係への配置、業務内容に合わせた在任年
数、また、研修の活用により、人材育成を図っている。【厚生労働省】

継続実施

○

○

○

○

○

　職員の経験等に応じ、業務を通じた能力の向上方策を実施した。
　①　延べ19名の職員が海外で行われた国際会議の出張、海外調査実施に取り組んだ。
　②　JICA及び国連アジア太平洋統計研修所（SIAP）等の農林水産統計に係る本邦研修
　　に講師として職員20名を派遣した。
　ASEAN各国の食糧需給情報の整備支援事業等（国際機関拠出事業）に専門家３名を派
遣した。【以上農林水産省】
　国際統計分野で活躍できる職員の人材育成については、国連アジア太平洋統計研修所
（SIAP）が実施する研修に講師として職員1名を派遣した。
　日中国際産業連関表プロジェクトや国連統計委員会に若手職員を参加させる等により、統
計の知見や英語力の更なる向上を図り、国際的なバランス感覚と統計の専門性を合わせ持
つ人材の育成・確保に努めているところ。【以上経済産業省】
　UNWTO等の国際統計関係会議に３回、職員延べ３名が出席。【観光庁】

○ 　「国際統計に関する関係府省等連絡会議」(平成21年６月24日各府省統計主管部局長等
会議申合せ）を設置し、国際的な課題について情報共有、対応等の研究・検討を行っている
ほか、主要な国際会合における審議に対し参加国として協力を行っている。

継続実施
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
２ 統計リソースの
確保及び有効活
用
(3) 統計職員等
の人材の育成・
確保
ウ 人材の育成・
確保に向けた研
究の実施

○　専門性の高い人材の育成・確保に資するため、統計職員の有
すべき専門能力の目標設定、目標とされる能力の獲得支援のた
めの方策などについて、諸外国の事例等を参考にしつつ研究を
実施する。

総務省、各
府省

平成22年度から
実施する。

３ 経済・社会の
環境変化への対
応
(1) 統計ニーズの
継続的な把握・
活用

○　各府省の政策部門、関係学会、経済界等の統計利用者との意
見交換を随時実施し、府省横断的な統計作成基盤の整備、新た
な統計の整備等を中心とした統計利用者のニーズへの対応につ
いて絞り込んだ検討を行った上、その結果を関係府省における
統計の整備及び提供、基本計画の見直し、諮問事項の審議等に
活用する。

内閣府（統
計委員会）

平成21年度から
実施する。

○　インターネット上の「政府統計の総合窓口」（e-Stat)の活用など
により、幅広く統計の整備・改善や二次的利用等に係るニーズを
把握するとともに、把握した要望及びe-Statの利活用状況等を各
府省と共有することにより、各府省における統計の整備及び提供
を支援する。

総務省 平成21年度から
実施する。

(2) 統計の評価
を通じた見直し・
効率化

○　IMFデータ品質評価フレームワーク等を基に、「統計の品質表
示のための共通様式」を含めた統計の品質に関する自己評価の
ためのガイドラインを策定する。この際、作成過程の一層の透明
化や、公表期日前の統計情報を共有する範囲・手続等について
規定する。

総務省 平成21年度に
実施する。

○　所管する統計について、上記のガイドラインに基づく自己評価
を計画的に実施し、見直し・効率化を図る。

各府省 平成22年度から
実施する。
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実施済等の別進捗状況

○

○

○

○

○

○

　各府省における統計職員等の人材の確保・育成の取組の参考に資する観点から、必要に
応じ、統計リソースＷＧの場を通じ、各府省において参考としたい諸外国の具体的な対応事
例の有無等について把握した上、可能な範囲で諸外国の事例収集を行い、各府省と情報共
有を図ることとしているところ。
　統計研修所は、統計に関する専門の研修機関として、統計の作成、分析、利用等に必要
な理論や手法についての研修を実施しており、平成24年度に引き続き、平成25年度におい
ても、統計局及び統計センター職員に対して、標本理論等の専門的知識の向上を目的に
「統計専門研修」を統計局と共同で実施した。【以上総務省】
　ILOの国際労働統計家会議への出席を通じて、失業者の定義の見直しなどの情報収集を
行うとともに、関係職員に対して情報共有を行い、統計職員の能力の向上を図った。【厚生
労働省】
　諸外国の農林水産統計組織、調査の実施体制等について職員を出張させ把握した。【農
林水産省】
　国連統計委員会への職員派遣や、諸外国の統計作成部局との意見交換を積極的に実施
し、各国における取組事例等を共有することにより職員の能力向上を図っている。　【経済産
業省】
　関係部局が収集した統計に関する諸外国の事例等について、必要に応じて、省内の関係
職員において情報を共有し、統計職員の能力向上を図っている。【環境省】

継続実施

○ 　統計利用者のニーズを把握し、将来的な統計の整備等に活用するために、「統計委員会
委員と統計利用者との意見交換会」を平成26年１月に実施。社会保障・税番号制度の統計
への活用について、統計利用者から意見を聴取し、統計委員会委員及びオブザーバーの
各府省と意見交換を行った。

継続実施

○ 　「政府統計の総合窓口」（e-Stat)を活用し「統計ニーズに係るアンケート」を平成21年10月
から開始し、平成25年度においても引き続き統計の整備・改善や二次的利用等に係るニー
ズの把握を行った。また、各府省に情報提供を行い、統計の整備及び提供を支援した。さら
に、意見等に基づく各府省の対応状況についても把握を行い、公表を行った。

継続実施

○ 　「統計の品質保証に関するワーキンググループ(以下､｢品質保証ＷＧ｣という｡）」における平
成21年度の検討結果を基に策定した「公的統計の品質保証に関するガイドライン」につい
て、平成22年度に各府省における試行結果を踏まえつつ、同ワーキンググループにおいて
検討し､同ガイドラインを改定（平成23年４月８日付け各府省統計主管課長等会議申合せ）。
　また、公表期日前の統計情報を共有する範囲・手続については、平成22年５月12日に「公
表期日前の統計情報を共有する範囲・手続きに関する指針」（総務省政策統括官決定）を
各府省に通知。

実施済

○

○

○

○

○

○

○

○

　「公的統計の品質保証に関するガイドライン」に基づき、所管する統計について、実施計画
を策定した。【内閣府】
　「公的統計の品質保証に関するガイドライン」に基づき、実施計画を策定し、自己評価を実
施。【総務省】
　「公的統計の品質保証に関するガイドライン」に基づき、所管する統計について、実施計画
を策定。評価のためのチェックリストの検討を実施。【財務省】
　「公的統計の品質保証に関するガイドライン」に基づき、文部科学省が所管する基幹統計
の「学校基本調査」において自己評価を実施した。【文部科学省】
　「公的統計の品質保証に関するガイドライン」に基づき、以下の取組を実施した。
　・　平成24年度に引き続き所管する統計について品質表示を実施した。
　・　所管する基幹統計の一部について品質評価を実施した。また、実施の際に生じた課題
　 等を整理した。【厚生労働省】
　「公的統計の品質保証に関するガイドライン」に基づき、引き続き品質表示を実施するととも
に、各統計調査において自己評価を行い、合理化を図った。【農林水産省】
　新たに開始した統計調査について、ＨＰを更新するなど品質表示の取組を行った。【経済
産業省】
　「公的統計の品質保証に関するガイドライン」に基づき、所管の統計に係る品質保証に関
する実施計画を策定し、自己評価を調査実施部局に依頼した。【国土交通省】

継続実施
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
３ 経済・社会の
環境変化への対
応
(2) 統計の評価
を通じた見直し・
効率化

○　各府省の自己評価結果を統計調査の承認審査等に活用し、各
府省の負担軽減を図る。

総務省 平成22年度から
実施する。

(3) 統計に対する
国民の理解の促
進
ア 国民・企業へ
の広報・啓発活
動の充実

○　各府省の協力を得て、ホームページ等から、統計調査結果の有
用性や調査に協力しない場合に生じる不都合などの情報ととも
に、より分りやすく、使いやすい形態の調査結果を提供するため
の具体的方策を策定する。

総務省 平成21年度に
実施する。

○

○　報告者に統計の有用性を理解してもらうための効果的な周知に
努めるとともに、統計調査の円滑な実施を図るため、各府省が一
体となってマンション・ビル管理の業界団体等に対する協力を要
請する。

総務省、各
府省

平成21年度から
実施する。

　上記の具体的方策に基づいて、ホームページの掲載内容等の
改善を図る。

各府省 平成21年度に
実施する。

80



実施済等の別進捗状況

○ 　各府省における品質保証活動の承認審査への活用に向けて、平成25年４月及び平成26
年３月に品質保証ＷＧを開催し､各府省における取組状況に関する情報共有を図ったとこ
ろ、一部の省においては､自己評価を実施しているものの、評価結果の取りまとめや公表に
向けた課題について検討中であり、引き続き取組を行っていく予定｡

継続実施

○

○

　統計基盤の整備に関する検討会議の下に置かれた「統計に対する国民の理解増進に関
するワーキンググループ」（注）を平成２１年度に４回開催し、各府省等の協力を得て、統計
に対する国民等の理解促進を図るためのホームページ等による広報・啓発活動の充実に向
けた具体的方策について検討。
　上記検討結果を踏まえ、「統計調査に対する国民の理解増進のための行動指針」（平成22
年３月30日付け各府省統計主管部局長等会議申合せ）を策定。

（注）　「統計に対する国民の理解増進に関するワーキンググループ」は、①調査非協力者
　　に対する具体的な対処方策の検討、②ＨＰ等において、調査結果の有用性や調査非協
　　力に伴う不都合等の情報とともに、より分かりやすく使いやすい形態の調査結果を提供
　　するための具体的方策の策定等について検討することを目的として、「統計基盤の整備
　　に関する検討会議」の下に設置されたもので、関係府省から構成され、オブザーバーと
　　して一部の地方公共団体も参加。

実施済

○

○

○

○

○

○
○

○

　人事院ホームページには、人事院勧告当日、参考資料として｢民間給与関係｣の調査結果
を、併せて、その説明として「職種別民間給与実態調査結果の概要」を掲載している。また、
職種別民間給与実態調査等の結果を「民間給与の実態」等として取りまとめ、その内容を
Excel形式で掲載し、利用者にとって分かりやすく、利用しやすい形で提供している。
　調査協力の礼状の中に、人事院ホームページで結果の概要を掲載することを記載してい
る。【以上人事院】
　統計局ホームページ等を通じた統計の広報に関する今後の取組を示した統計局の広報に
関する行動計画を作成。
　国民・企業への広報・啓発活動の一環として、「親しみやすい」などの３つの観点からホー
ムページをリニューアルし、平成25年３月から運用中。【以上総務省】
　最適化計画に基づき共通メニュー化等への対応を実施しているところ，適時掲載内容等の
改善を実施。【法務省】
　利活用事例等の掲載を順次実施。【財務省】
　統計に係るホームページの共通メニュー及び共通掲載項目として掲載している項目につ
いて、掲載内容の見直しを行った。【文部科学省】
　統計情報のページについて、利用者の利便性の向上の観点から、以下の取組を実施し
た。
　・　「統計調査に対する国民の理解増進のための行動指針」等に基づき、利活用事例等
　 の掲載を順次行っている。
　・　ウェブアクセシビリティに対応したページにリニューアルするとともに、トップページに統
　 計調査実施のお知らせコーナーを作成している。【厚生労働省】

継続実施

○

○

○

○

　平成22年度にホームページの利用者の利用状況やニーズを把握する統計情報の要望欄
を設ける等、所要の改善を図った。【農林水産省】
　調査結果をより分かりやすく、使いやすい形態で提供するとの観点から、東日本大震災関
連の統計情報について、引き続き当該情報を集約した専用ページから発信している。
　経済産業省の統計を紹介したリーフレットについて、パソコンやスマートフォン等に対応し
た電子パンフレットを作成し、ホームページに引き続き掲載した。【以上経済産業省】
　最適化計画の別紙５「統計に係るホームページの共通メニュー及び共通掲載項目」に準拠
して掲載を行っている。【国土交通省】

○

○

　平成25年住宅・土地統計調査を円滑に実施するために、国土交通省を通じて、マンション
管理団体等への協力依頼を実施した。
　平成21年度に策定した「統計調査に対する国民の理解増進のための行動指針」におい
て、統計調査の円滑な実施を推進するための方策として、①調査対象者に対する統計調査
の実施に関する事前広報の強化、②業界団体等に対する統計調査の円滑な実施のための
協力要請等に関する具体的な方策を示し、各府省は、本行動指針に沿って、所要の取組を
積極的に実施することとしたところ。平成25年3月「統計に対する国民の理解増進に関する
ワーキンググループ」において、平成24年度までの各府省における取組状況・推進状況につ
いて、平成25年4月末まででフォローアップを各府省に依頼するなど、取組の推進を図って
いるところ。【以上総務省】

継続実施
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
３ 経済・社会の
環境変化への対
応
(3) 統計に対する
国民の理解の促
進
イ 非協力者への
対処方針

○　各府省や地方公共団体等の協力を得て、統計調査への非協力
者に対する具体的な対処方策について検討する。

総務省 平成21年度に
結論を得る。

○　上記の具体的な対処方策に基づいて、所管の統計調査におけ
る非協力者に対処する。

各府省 平成22年度から
実施する。
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実施済等の別進捗状況

○

○

　「統計に対する国民の理解増進に関するワーキンググループ」において、統計調査への非
協力者に対する具体的方策として、「統計調査に対する国民の理解増進のための行動指
針」（平成22年３月30日各府省統計主管部局長等会議申合せ）を策定。
　上記行動指針を実現するため、各府省の意見を踏まえ、平成25年３月に「統計調査の円
滑な実施を阻害する行為への対処に係る考え方」を総務省政策統括官(統計基準担当)決
定として取りまとめた。

実施済

○

○

○

○

○

　職種別民間給与実態調査の重要性が理解されるよう人事院ホームページで周知してい
る。調査に非協力な者に対しては、調査の趣旨、重要性を丁寧に説明することで、調査への
協力が得られるよう対処している。【人事院】
　調査実施に当たって、調査目的、対象、調査事項等について詳しく説明するほか、公表物
においても調査結果を理解しやすいように工夫するなどにより協力度を上げる努力をしてい
る。【内閣府】
　「統計調査に対する国民の理解増進のための行動指針」に基づき、以下の取組（主なも
の）を実施。
　・　統計調査の重要性及び必要性を国民に理解してもらうことを目的として、統計調査の利
　 活用実例や最近の統計調査結果を用いた広報冊子を作成し、各種図書館での閲覧や
　 各種イベント会場で配布する等、統計調査に対する理解増進に努めた。
　・　平成25年住宅・土地統計調査を円滑かつ正確に実施するため、関係省庁と連携を図
　 り、調査実施上の対応が必要となるマンション管理団体を始めとし、企業、経済団体、業
　 界団体等に対し協力依頼を行った。
  ・　平成26年経済センサス-基礎調査を正確かつ円滑に実施するため、 日本経済団体連
　 合会、日本商工会議所等をはじめとする約4800団体に対し調査の重要性を説明すると
　 ともに、協力依頼を行った。
　・　平成25年度経常調査を円滑かつ正確に実施するために、地方公共団体と相互協力し、
　 ポスター掲出及びリーフレット、新聞やラジオCM等による広報を行い、広く国民一般に対
　 する理解増進に努めた。
　統計情報の利活用を促進することを目的として、「国民の祝日」等の季節にちなんだ統計
データのトピックを紹介する「統計トピックス」や統計の利用者等に対して統計の見方・使い方
に関するヒントを紹介する「統計Today」、「話題の数字」などを統計局ホームページへ掲載
し、積極的に情報発信を行う等、統計調査に対する理解増進に努めた。【以上総務省】
　法人企業統計調査等において、各調査期の未回答法人に対し、電話・葉書などにより調
査への協力を依頼し、調査統計への理解が深められるよう努めている。【財務省】

継続実施

○

○

○

○

　調査対象者に対し、調査の趣旨等を説明の上、調査依頼をしているが、非協力的な場合
は重ねて説明して調査票の提出を促すなど理解が得られるよう努めている。【厚生労働省】
　調査への協力が得がたい場合、現場の職員が非協力者の下に直接出向くなどにより調査
の趣旨や調査結果の利活用例などを説明し、調査への理解が得られるよう努めている。【農
林水産省】
　未提出となっている調査対象事業所の提出促進を図るため、毎年、「調査票提出促進運
動」を実施している。平成25年度においては、経済産業省、経済産業局、都道府県において
未提出状態である約2,500の調査対象事業所に対して、電話・訪問等による提出の督促を
行った。その結果、約500事業所（未提出事業所に占める割合約22％）から、調査票の提出
に向けた意思表示を得るなど提出状況の改善が図られた。
　未提出である約2,500事業所のうち、特に提出要請を重点的に行う必要がある約310事業
所への督促結果についてみると、約110事業所（重点提出要請事業所に占める割合約
35％）において提出状況の改善が図られ、未提出事業所全体平均を大きく上回る成果と
なった。【経済産業省】
　調査対象者へ調査依頼を行う際には、調査の趣旨や調査結果の公表、また、調査の活用
事例等について提示しており、非協力者には、上述のような事項を説明し、調査への協力を
重ねて促すなど、統計調査の円滑な実施に努めている。また、「統計に対する国民の理解増
進に関するワーキンググループ」でまとめられた行動指針等も参考として、統計調査への理
解が得られるよう努めている。【国土交通省】
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
３ 経済・社会の
環境変化への対
応
(3) 統計に対する
国民の理解の促
進
ウ 統計リテラ
シーや統計倫理
を重視した統計
教育の拡充

○　教員への研修について、以下の事項を実施する。
 ・　統計研修所で実施する研修に、教員を積極的に受け入れる。
 ・　現在実施している教員への研修における受入人数の拡大や
　研修内容の充実を図る。

総務省 平成23年度から
実施する。

○　各府省や統計関連学会の協力の下、各府省がホームページか
ら統計調査の結果を提供するに当たり、統計調査の具体的な有
用性や調査への協力の重要性に対し、児童、生徒が関心を持つ
ような分かりやすい教材を併せて掲載するための具体的方策を
検討する。

総務省 平成23年度ま
でに結論を得
る。

○　上記の具体的方策を踏まえ、ホームページの掲載内容を改善
する。

各府省 平成24年度から
実施する。

○　秘密の保護に配慮しつつ、二次的利用に関する以下の取組を
実施する。
 ・　所管の統計調査について、毎年度当初に、当該年度に二次
　的利用の対象とする統計調査やサービスに関し、統計調査名、
　提供するサービスの内容、申出受付時期・期間、提供予定時
　期等を盛り込んだ二次的利用に関する年度計画を策定し、公
　表する。
 ・　上記年度計画、「委託による統計の作成等に係るガイドライ
　ン」及び「匿名データの作成・提供に係るガイドライン」に基づき
　二次的利用に係る事務処理を適切に実施する。
 ・　総務省において、各府省の実施した二次的利用に関する年
　度計画及び実績（申出書の受付状況、審査結果状況、申出へ
　の対応困難な事案件数と理由、作成した統計等や匿名データ
　の提供状況等）を取りまとめ、その概要を公表するとともに、統
　計委員会に報告する。
 ・　二次的利用のニーズや統計リソースの拡大状況を踏まえなが
　がら、サービスの拡大を図る。
 ・　二次的利用のニーズに適切に対応するため、統計リソースの
　確保に最大限努める。
 ・　総務省において、各府省における所管統計調査のオーダー
　メード集計や匿名データの提供に係るサービスの開始及び拡
　大を支援する観点から、政令指定法人である独立行政法人統
　計センター（以下「統計センター」という。）が各府省からのオー
　ダーメード集計や匿名データの提供の委託の受け皿となる体
　制を整備するよう必要な措置を講ずる。

各府省 平成21年度から
実施する。

○　総務省は、利用者が行政機関等の指定する場所及び機器によ
り調査票情報を利用する方法であるオンサイト利用について検討
する。

４ 統計データの
有効活用の推進
(1) オーダーメー
ド集計、匿名
データの作成及
び提供
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実施済等の別進捗状況

○

○

○

　平成25年度統計指導者講習会の参加者に対して、統計研修所の研修を周知するととも
に、都道府県統計主管課に対して、関係する学校、教員等への周知協力を依頼。
　上記統計指導者講習会において、小学校、中学校及び高等学校別に統計教育の事例報
告を実施するとともに、統計教育の実践方法等に関する班別討議、総務省統計局のデータ
を活用した実践事例（実践講習）を実施するなど、研修内容を充実。
　統計研修所が実施している研修は、教員を含む国・地方公共団体の職員を対象としてお
り、これまで教育関係者向けに限った課程は、平成24年８月に、千葉県内の高等学校の数
学担当教員に対し実施している。平成25年度は広く地方公共団体に募集する教育関係者
向けの研修について検討し、26年度には試行的に実施する予定としている。

継続実施

○ 　「統計に対する国民の理解増進に関するワーキンググループ」において、具体的方策の検
討を行い、「統計調査に対する国民の理解増進のための行動指針」に検討した具体的方策
を平成25年１月31日付けで追記した。

実施済

○

○

○

○

○

　学習指導要領の改訂に併せて、高校生向け学習サイト「なるほど統計学園高等部」を作成
した。（平成25年４月５日公開）
　小・中学生向けサイト「なるほど統計学園」及び先生向けサイトについては、内容を随時更
新している。
　クイズ形式で統計の理解度を測るコンテンツ「統計理解度チェック」を統計局ホームページ
へ掲載した。（平成25年11月12日公開）【以上総務省】
　統計学習に関する情報提供や、他省等が運営している児童・生徒向け統計学習サイトを紹
介するページを作成し、既存のこども向けページ等に掲載している。【厚生労働省】
　キッズページにおける今後のコンテンツ拡充に際して利用者のニーズを反映させるため、
小学生から教育関係者を始めとした大人までを対象とした、キッズページに関するアンケート
サイトを設置し、その結果を分析した。【経済産業省】

継続実施

○

○

○

○

○

○

継続実施　各府省において二次的利用に関する年度計画を策定し、ホームページを通じて公表を
行った。
　総務省（政策統括官）では、各府省において公表された年度計画に基づき、概要として一
覧表に取りまとめ、ホームページを通じて公表を行った。
　平成25年度中に、国の行政機関が新たにオーダーメード集計の利用対象とした統計調査
は、１調査（農業経営統計調査（農林水産省））であった。また、匿名データの提供を新たに
開始した統計調査は１調査（国勢調査（総務省））であった。
　二次的利用のニーズに対応するため、各府省において予算・定員等の統計リソースの適
切な確保及び有効活用に取り組んでいる。
　オーダーメード集計に関しては13調査、匿名データの提供に関しては６調査について、各
府省からの委託を受けて統計センターが業務を実施している。
　有識者からなる「統計データの二次的利用促進に関する研究会」を開催し（関係府省等は
オブザーバー参加）、オンサイト利用を可能とする環境整備に向けた検討を行い、検討結果
に基づき統計委員会基本計画部会第３ワーキンググループに報告を行った。
　この結果、第Ⅱ期基本計画において、リモートアクセスを含むオンサイト利用やプログラム
送付型集計・分析といった新たな利用方法の実現を目指し、役割分担の整理を含め、実用
化に向けた検討を進めることとされた。
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
４ 統計データの
有効活用の推進
(2) 統計データ・
アーカイブの整
備
ア 統計データ・
アーカイブの整
備

○　統計データ・アーカイブの整備に向け、以下の取組を実施す
る。
 ・　各府省、統計センター、学会等の協力を得て、検討会議を設
　置し、統計データ・アーカイブの整備・運用方法、保有すべき
　機能、対象データの範囲や保存方法を検討し、結論を得る。
 ・　調査票情報の提供、オーダーメード集計並びに匿名データ
　の作成及び提供の将来の在り方についても併せて検討し、結
　論を得る。

総務省 平成25年度ま
でに結論を得
る。

○　上記アの検討会議において、統計データ･アーカイブの入力
データに活用する調査票情報等を各府省が適切に保管できるよ
うにするため、各府省の基幹統計調査に係る調査票情報、匿名
データ、調査概要書類、符号表等の保管方法等を内容とする調
査票情報等の保管に関するガイドラインを策定する。

総務省 平成22年度ま
でに実施する。

○　上記ガイドラインに基づき、所管の基幹統計調査に係る調査票
情報、匿名データ、調査概要書類、符号表等を適切に保管す
る。

各府省 平成23年度から
実施する。

○　上記の取組を支援する観点から、統計センターが各府省からの
調査票情報、匿名データ等の保管の委託の受け皿となる体制を
整備するよう必要な措置を講じる。

総務省 平成23年度ま
でに実施する。

イ 調査票情報等
の保管方法
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実施済等の別進捗状況

○ 　「統計データの二次的利用促進に関する研究会」を開催し、統計データ・アーカイブにつ
いて、期待される機能（収集・整理・保管、統計機関相互のデータ共有・連携、ユーザーへの
提供）の各々の視点ごとに論点の絞り込みを行い、検討結果に基づき統計委員会基本計画
部会第３ワーキンググループに報告を行った。
　この結果、第Ⅱ期基本計画において、統計データ・アーカイブについては、整備対象とす
るデータの範囲を、調査票原票を除いた調査票情報等に限定し、調査票情報等を活用する
上で必要なデータ（メタデータ）の整備を拡充する方向で具体的な検討を進めるとともに、名
称についても、その目的が明確になるように変更を検討することとされた（平成28年度末まで
に結論を得る。）。

実施・検討予定

○ 　「統計データの有効活用に関する検討会議」の下に設置した「統計データの有効活用に
関するワーキンググループ」において、各府省等と連携・協力しつつ検討・調整を行い、平
成22年度末までに、「調査票情報等の管理及び情報漏えい等の対策に関するガイドライン」
（平成23年３月28日付け総務省政策統括官（統計基準担当）決定）を策定し、所要の周知期
間を経て平成23年10月１日から施行した。

実施済

○

○
○

○

○

○

○

　「調査票情報等の管理及び情報漏えい等の対策に関するガイドライン」の内容について、
内部規程に従い適切に実施している。なお、同規程に基づき保管状況を監査している。【総
務省】
　当該ガイドラインに基づき、適切に対応している。【財務省】
　文部科学省においては、平成23年10月に策定した「調査票情報等を適正に管理するため
のマニュアル」に基づき、適切に対応している。【文部科学省】
　調査票情報等については、統計情報部における調査票情報等の管理要領等に基づき適
正に管理している。【厚生労働省】
　平成24年度に策定した調査票情報等の管理等に関する内部規定に基づき、適正に管理
している。【農林水産省】
　ガイドラインに基づき、経済産業省としての調査票情報の管理に関する規定により、適切な
情報管理を行っている。【経済産業省】
　情報セキュリティポリシーを含めた関係法令等も踏まえ、適切に対応している。【国土交通
省】

継続実施

○ 　総務省では統計センターの第２期中期目標に引き続き、第３期中期目標においても、調査
票情報の二次的利用を効率的かつ効果的に行うため、国勢調査等及び国の行政機関から
事務の委託を受けた統計調査について調査票情報及び匿名データの集積・保管を行う統
計データアーカイブを適切に運営する旨、指示している。
　統計センターでは、中期目標に従って、平成21年４月から、オーダーメード集計、匿名デー
タ等の作成・提供のほか、各府省の統計調査の調査票情報、匿名データ等を保管・蓄積す
る統計データアーカイブの運営を行っている。

継続実施
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
５ その他
(1) 政府統計共
同利用システム
の活用等による
府省間でのデー
タ共有や提供の
推進

○　最適化計画に基づき、以下の事項を実施する。
 ・　統計センターが運用管理している共同利用システム等を活用
　し、府省間でのデータ共有や提供を推進する。
 ・　最適化計画の実施評価報告書の作成等を通じて、同計画に
　基づく各種の取組の進捗状況について、毎年度フォローアップ
　を着実に実施し、最適化計画や共同利用システムに関する諸
　課題の的確な把握を行い、必要に応じ同計画の見直しを行う。

各府省 平成21年度から
実施する。

○　経済産業省、日本銀行、大学、統計関連学会等の協力も得て、
加工統計の処理のための共同研究体を形成し、国民経済計算等
の加工統計の作成方法など、高度な情報通信技術の利活用によ
る様々な加工統計作成や統計の高度利活用のための研究開発
を推進する。

内閣府 平成21年度から
実施する。

○　統計に係る研究開発について、総合科学技術会議、統計関連
学会等に対し協力を要請する。

内閣府（統
計委員会）

平成21年度に
実施する。

(2) 研究開発の
推進（情報通信
技術の利活用
等）と学会等との
連携強化
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実施済等の別進捗状況

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

　最適化計画の実施状況のフォローアップを実施し、統計表管理システムへの登録状況に
ついて把握し登録作業を実施している。
　政府統計共同利用システムを活用し、府省間でのデータ共有や提供を推進した。【以上内
閣府】
　当庁で行っている統計の一部を政府統計共同利用システムに載せており、府省間での
データ共有や提供を図っているとともに、その活用状況について毎年度フォローアップを行
い、的確な現状把握に努めている。【警察庁】
　政府統計共同利用システムにおいて各府省のデータを共有、提供。統計表は累計53万
6,000件を登録(平成26年３月末現在)。
　政府統計共同利用システムの利用の推進により、平成25年度中の統計表へのアクセス数
は約3,500万件。
　平成24年度最適化実施評価報告書を取りまとめ、CIO連絡会議（平成26年4月1日開催）に
おいて報告（決定時期未定）。
  このほか、政府統計データの高度利用を可能とするため、以下の取組を行った。
　・　機械判読に適したデータ形式で統計データを取得できる統計API機能を平成25年６月
　 25日より提供開始し、平成25年度末現在でリクエスト件数は約533万件となっている。
　・　任意に指定したエリアによる集計やユーザ保有のデータの取り込み機能を追加した統
　 計GIS機能を平成25年10月18日より試行提供しており、平成25年度末現在でログイン数
　 は約2,700件となっている。
　・　統計におけるオープンデータの取組の一環として、広く国民に統計の有益性や便利さ
　 を実感してもらえるような、スマートフォンによる統計情報提供アプリ「アプリDe統計」を開
　 発した。（平成26年4月15日より試行提供を開始）【以上総務省】
　最適化計画に基づき、政府統計共同利用システムにおける統計表データの共有、提供を
継続している。【法務省】
　政府統計共同利用システムへのデータ提供を進めるなど、最適化計画の取組を実施。【財
務省】
　最適化計画に基づき、政府統計共同利用システムへのデータ提供を進めるなど、同計画
の取組を実施。【文部科学省】

継続実施

○

○

○

○

　 政府統計の総合窓口（e-Stat）のポータルサイトから統計表を一元的に提供することによ
り、同サイトを通じた府省間でのデータ共有や提供を図っている。
　また、最適化計画に基づいたフォローアップを実施するとともに、「統計調査等業務の業
務・システム最適化計画簡易マニュアル」（平成23年度作成）について、省内担当者への周
知徹底に努めた。【厚生労働省】
　最適化計画に基づき、政府統計共同利用システムの活用を推進するとともに、同計画に基
づいた各種取組の進捗状況について、フォローアップを実施。【農林水産省】
　公表した統計表（結果表）について、政府統計共同利用システムの「統計表管理システム」
への登録作業及び基幹統計の統計表データについて、「統計情報データベース」への登録
作業を継続して進めた。【経済産業省】
　最適化計画に基づくデータ提供等、同計画に準拠した対応を行っている。【国土交通省】

○ 　内閣府経済社会総合研究所や東京工業大学などによるワークショップ「『統計加工・集計
の新たな手法と設計について』ＳＮＡ統計の事例を中心に」の開催（平成22年４月開催）等、
これまでに得られた知見等を元に、推計業務の効率向上に向けた研究開発等を進めた。な
お、国民経済計算における推計業務システムを再構築し、新たに生ずる推計課題への対応
を迅速・確実に行う体制を確立するという点については、統計委員会における平成24年度統
計法施行状況報告に関する審議等を踏まえ、第Ⅱ期基本計画において引き続き推進してい
くこととなった。

実施済

○ 　平成21年度に統計の品質評価に係る研究開発について、統計委員会から日本品質管理
学会に協力要請を行ったところ、平成22年度に当該学会において「統計・データの質マネジ
メント研究会」が設置され、研究が行われた。

実施済
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
５ その他
(2) 研究開発の
推進（情報通信
技術の利活用
等）と学会等との
連携強化

○　公的統計の作成方法に関する調査、研究及び開発の実施に当
たって、学会等の有識者の知見をより幅広く活用する観点から、
総合科学技術会議や関係学会等とも連携し、公募型や競争型に
よる研究等を推進するとともに、これらの研究結果をインターネット
上で公開するなどして、情報共有を図る。また、関係学会等から
公的統計の整備や提供に資する研究に協力を求められた場合、
関係資料の提供を含め可能な限り対応する。

各府省 平成22年度から
実施する。

○　統計利用者との意見交換の場を活用し(３(1)参照）、上記各府
省と学会等との連携強化を支援するとともに、公的統計の整備・
提供等に当たって有用と考えられる研究課題を、関係学会等を
通じて周知するなどして、学会等の有識者による研究の推進を促
す。

内閣府（統
計委員会）

平成21年度から
実施する。

○　統計の中核を担う人材の育成を図る観点から、大学及び大学
院の講義等を活用するとともに、大学等との間で研修講師の相互
派遣等を通じて連携を強化する。

各府省 平成22年度から
実施する。
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実施済等の別進捗状況

○
○

○

○

　統計の作成方法に関する調査・研究等に当たり、有識者と連携を図っている。【内閣府】
　統計研修所において、外部有識者（大学教授等）と統計の高度利用に関する共同研究を
実施しており、平成25年度は、事業所母集団データベース（ビジネスレジスター）の登録情報
及び地理情報等を活用した、ビジネスレジスターから提供する母集団情報及び作成する統
計の有用性に関する研究等、６件の共同研究を実施。
　研究成果は、リサーチペーパーとして取りまとめ予定。【総務省】
　学識経験者で構成される「法人企業統計研究会」及び「法人企業景気予測調査に関する
ワーキンググループ」を開催し、知見を活用している。【財務省】
　平成22年度より、外部有識者で構成される「厚生労働統計の整備に関する検討会」を開催
し、知見を得ている。
　また、社団法人日本品質管理学会が主催する統計の品質評価に関する研究会に参加し
ている。【厚生労働省】

継続実施

○

○

○

　第24回環太平洋産業連関分析学会において、「2005年日米国際産業連関表」について発
表するとともに、有識者と「再生可能エネルギー発電とスマートグリッド分析用産業連関表の
開発と応用」の共同論文を執筆した。
　「商業動態統計調査の推計方法等の改善に関する調査研究会」等を実施し、学会等の有
識者の知見を活用した。
　EU各国統計局やOECDからの支援を受けるプロジェクトの中の、「世界産業連関データ
ベース」の会議開催に際し、有識者と共同論文を執筆・提出した。【以上経済産業省】

○ 　平成21年度に統計の品質評価に係る研究開発について、統計委員会から日本品質管理
学会に協力要請を行ったところ、平成22年度に当該学会において「統計・データの質マネジ
メント研究会」が設置され、研究が行われた。
　研究会の成果については、平成25年９月27日開催の第68回統計委員会において、国際
規格1SO20252の一部を活用した公的統計のプロセスの質を上げるためのチェックリスト作成
などの報告が行われた。

実施済

○

○

○
○

○

○

○

○

○

　職員の統計関連業務に必要な知識・技術の習得については、総務省や内閣府経済社会
総合研究所で行われている研修の受講などにより対応している。【人事院】
　内閣府経済社会総合研究所において実施している統計関係研修に延べ９名の大学教授
等外部講師を招へいした。【内閣府】
　職員を大学に派遣し、「統計調査論」の講義等を実施。
　平成25年度に実施した統計研修所における研修において大学等から講師を招へいし、講
義を実施（30コース、外部講師延べ119名）。
　大学との連携により、イギリス国家統計局、フランス国立統計経済研究所及びアメリカセン
サス局職員によるビジネスレジスターに関する講演会を開催。【以上総務省】
　大学の研究者等を統計調査主管課の統計調査協力者として委嘱し、助言等を受けてい
る。【文部科学省】
　平成25年度においても、省内における統計基礎研修の実施、統計解析（民間主催のＳＰＳ
Ｓ）研修、内閣府経済社会総合研究所主催の研修等に参加させ、統計職員の人材育成を
行った。【厚生労働省】
　統計の中核を担う人材育成の観点から、現在、農林水産省の研修において、大学の教授
等を講師として招き、講義いただくとともに、大学からの依頼に応じ、当省職員を講師として
派遣した。【農林水産省】
　経済産業省が行う研修において、大学教授等に講師として協力いただくとともに、大学から
の講師派遣の依頼に応じて当省職員を派遣している。【経済産業省】

継続実施
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第３
５ その他
(3) 統計の中立
性

○　上記３(2)のガイドラインを踏まえ、調査方法などの統計の作成
過程についてインターネット上等で公表する。

各府省 平成22年度から
実施する。

○　公表期日前の基幹統計について、事前情報の共有範囲等を内
規として定め、公表する。

各府省 平成22年度から
実施する。

第４
１ 基本計画の進
捗管理・評価等

○　「基本計画推進会議」（仮称）を開催し、基本計画に掲げた施策
を府省間で密接な連携を図りつつ推進するために必要な連絡、
調整及び検討を行う。

各府省 平成21年度から
実施する。

○

○

　総務大臣は、毎年度、基本計画の実施に関する各府省の前年
度の取組を取りまとめ、統計法第55条第２項に基づく施行状況報
告として、統計委員会に報告する。また、統計委員会は、基本計
画に掲げられた施策のうち重点的な課題について、必要に応じ
て関係府省から取組状況に関する報告を求める。
　統計委員会は、上記報告を踏まえ、統計リソースの確保も含め
て当該施策の取組状況について、統計利用者のニーズ等を勘案
しつつ客観的な評価・検証を行った上で、必要に応じて関係府
省に対し取組の再検討、見直し、促進等のために統計法第55条
第３項に規定する意見（以下「意見」という。）を提示する。

内閣府(統
計委員
会)、総務
省

平成22年度から
実施する。
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実施済等の別進捗状況

○

○

○

○

○

○

○

○

　最適化計画別紙５「統計に係るホームページの共通メニュー及び共通掲載項目｣に基づ
き、調査結果等を公表した。【人事院】
　「公的統計の品質保証に関するガイドライン」を踏まえ、品質表示の取組を進めている。【内
閣府】
　「公的統計の品質保証に関するガイドライン」及び最適化計画の別紙５「統計に係るホーム
ページの共通メニュー及び共通掲載項目｣に基づき、品質表示の実施計画を策定し、表示
事項の見直しを実施している。【総務省】
　犯罪被害実態（暗数）調査の結果を平成25年3月に「法務総合研究所研究部報告」として
発刊した。また，同調査の結果を同年5月に「法務総合研究所研究部報告」として法務省
ホームページに掲載した。【法務省】
　「公的統計の品質保証に関するガイドライン」を踏まえ、調査方法などの表示事項の確認を
順次実施。【財務省】
　「公的統計の品質保証に関するガイドライン」を踏まえ、調査方法などの統計の作成過程に
ついて、ホームページに順次掲載している。【厚生労働省】
　品質表示の取組について、平成25年度も引き続き実施し、順次HPを更新。【農林水産省】
　「公的統計の品質保証に関するガイドライン」を踏まえ、新たに開始した統計調査につい
て、ＨＰを更新するなど品質表示の取組を行った。【経済産業省】
　「公的統計の品質保証に関するガイドライン」に基づき、品質表示の取組を実施した。【国
土交通省】

継続実施

○ 　総務省（政策統括官室）において、「公表期日前の統計情報を共有する範囲・手続に関す
る指針」を平成22年５月12日に決定。これを基に、各府省は、所管する基幹統計について、
事前情報の共有範囲等に係る内規を策定・公表。

実施済

○ 　平成25年度の「公的統計基本計画推進会議」（平成21年４月23日付け各府省統計主管部
局長等会議申合せにより設置）については、以下のとおり、計４回開催し、第Ⅰ期基本計画
の推進とともに、第Ⅱ期基本計画の策定に関して、府省間の情報共有・調整等を行った。
　≪第10回会議（平成25年５月）≫
　　平成24年度統計法施行状況報告の公表及び統計委員会への報告に当たり、当該報告
　のうち、基本計画に掲げられた措置・方策に係る検討状況・推進状況について、各府省間
　で情報共有するとともに合意形成を図った。
　≪第11回会議（平成25年10月）≫
　　基本計画の変更に関する統計委員会への諮問に当たり、第Ⅱ期基本計画（案）の概要
　及び今後のスケジュールについて、各府省間で情報共有するとともに合意形成を図った。
　≪第12回会議（平成26年２月）≫
　　統計委員会答申を踏まえた第Ⅱ期基本計画（案）の概要及び閣議決定に向けた今後の
　スケジュールについて情報共有するとともに、平成25年度統計法施行状況報告の基本的
　な考え方及び今後のスケジュールについて説明し、各府省に協力を依頼。
　≪第13回会議（平成26年３月）≫
　　第Ⅱ期基本計画の推進に当たっての全体的な枠組み、推進体制等について各府省間
　で合意形成を図った。

継続実施

○

○

　基本計画に掲げられた措置・方策に関する各府省の平成24年度の検討状況・進捗状況に
ついては、平成24年度統計法施行状況報告の一部として平成25年４月中旬までに各府省
から報告を求め、その結果を取りまとめの上、平成25年５月17日開催の第64回統計委員会
において報告。【総務省】
　平成25年５月に総務大臣から平成24年度統計法施行状況報告（基本計画関連事項）を受
けた後、当該法施行状況について、個別項目又は事項ごとの取組状況の評価を中心に専
門的かつ客観的な見地から、計画全般を対象に検討を行った。また、この評価結果及び統
計をめぐる社会経済情勢の変化を踏まえ、平成25年10月９日に次期基本計画に関する基本
的な考え方を取りまとめ、総務大臣に統計法第55条第３項に規定する意見として提示した。
【内閣府（統計委員会）】

継続実施
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

第４
１ 基本計画の進
捗管理・評価等

○　総務大臣から基幹統計に関する諮問を受けた際、基幹統計の
作成方法等について基本計画別表に掲げられた措置との整合
性を確認し、必要に応じ、諮問対象の基幹統計については総務
大臣に対する答申を通じて、また、当該基幹統計に関連する統
計についてはフォローアップの一環として関係府省に提示する意
見を通じて、整合性を確保する。

内閣府(統
計委員会)

平成22年度から
実施する。

○　関係府省に対し意見を提示するに当たっては、学会等の有識
者とも連携し、調査審議に資するための調査研究を必要に応じて
実施する。

内閣府（統
計委員会）

平成22年度から
実施する。

別紙
１ 指定統計から
基幹統計に移行
する統計の整備
(2)　統合（共管）
に向けて検討す
る基幹統計

厚生労働
省、農林水
産省、経済
産業省、国
土交通省

平成21年度早
期に所要の検
討を開始し、平
成25年度までに
整備を図る。

(3)　一定の検討
を行う基幹統計

総務省 平成21年中に
結論を得る。

【薬事工業生産動態統計調査、牛乳乳製品統計、木材統計、経済
産業省生産動態統計、造船造機統計、鉄道車両等生産動態統計
調査】
　これら製造業の生産動態に関する統計については、府省横断的
な生産動態に関する統計（生産動態統計（仮称））を一つの基幹統
計とし、その下で、それぞれ独自の調査項目を活かしつつ、他省と
調査項目、用語等の統一を図った上で、各省それぞれが所管する
生産動態統計調査を実施する体系への再編を検討する。

【民間給与実態統計、地方公務員給与実態調査】
　民間給与実態統計は、民間企業における年間の給与支給及び所
得税の源泉徴収等の実態について給与階級別、事業所規模別、企
業規模別等に把握する統計であり、租税収入の見積り、租税負担の
検討及び税務行政運営等に不可欠な統計である。
　また、地方公務員給与実態調査は、約300万人に及ぶ地方公務
員の給与実態を把握する統計であり、地方公務員と国家公務員の
給与水準を比較したラスパイレス指数を作成するなど、地方公務員
の給与に関する制度や運用の基礎資料として活用されるほか、地方
財政計画の作成等に活用されており、地方行財政運営等に不可欠
な統計である。

　これら二つの統計については、人事院が実施する国家公務員給
与等実態調査と併せて、労働・雇用統計の体系的整備の観点から、
総務省が関係府省の協力を得て、その位置付けに関して検討を行
う。なお、この検討に当たっては、給与制度の変更等への対応に係
る機動性の確保に留意する。また、これら三つの統計は、それぞれ
対象や目的が異なっており、調査として統合することは適当ではな
く、また、現状の調査・公表の時期を変更することが極めて困難であ
ることに留意する。
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実施済等の別進捗状況

○ 　総務大臣から基幹統計に関する諮問を受けた際、基本計画別表に掲げられた事項との整
合性について確認し、必要に応じて、答申の中に反映させている。平成25年４月～平成26
年３月末に答申を行った事項のうち、具体例は以下のとおり。
□　諮問「経済産業省生産動態統計調査の変更について」
　基本計画別表において、府省横断的な生産動態に関する統計（生産動態統計（仮称））を
一つの基幹統計とし、その下で、それぞれ独自の調査項目、用語等の統一を図る、とされて
いることを踏まえ、「労務」の「月末従事者数」の名称について、５省庁（総務省、厚生労働
省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）間での打ち合わせを通して、用語及びその定
義の統一を図ることとされていることに対し、適当と答申した。
□　諮問「造船造機統計調査の変更について」
　上記と同様の観点から、本調査に関する検討結果（表章の変更等）について、「基本計画
への指摘への対応として適当である」との答申をした。

継続実施

□　諮問「日本標準産業分類の変更について」
　基本計画において、「公示した統計基準について、設定又は改定からおおむね５年後を目
途に、経済・社会の環境変化等を踏まえ、当該基準の改定の必要性について検討し、見直
しの可否を含めた結論を得る。」とされていることに基づき検討を行い、必要な変更を行うこと
としたが、今後も、その趣旨を踏まえ、適時適切に見直しの検討を行う必要がある、との答申
をした。
□　諮問「全国消費実態調査の変更について」
　基本計画で求められている課題を踏まえて「エネルギー消費の実態と耐久財の保有状況
の関係等」を把握することは合理的であるとの答申をした。

○ 　平成25年10月９日に、次期基本計画に関する基本的な考え方をとりまとめ、統計委員会意
見として総務大臣に提示した。取りまとめに当たっては、基本計画部会の中にワーキンググ
ループを設け、必要に応じて学会等の有識者に審議協力者として参加いただき、意見を聴
取した。また、審議の過程においては、関係府省に対し、取組状況の詳細を確認するなど、
十分な調査を行った。

実施済

○ 　平成23年度に開催された、「生産動態統計の整備に関する検討会」（平成22年２月に関係
４省により設置）のワーキンググループにて取りまとめられた以下について、平成26年１月調
査分から順次実施。
　①　「生産」「出荷」「在庫」について各調査共通の調査事項と定め、その他主な調査事項
　　 の定義を統一。
　②　「生産」「出荷」「在庫」について各調査共通の集計様式を「生産動態統計（共通集計
　　 表）」として定め、ｅ－Ｓｔａｔ上に掲載。
　③　「生産動態統計（共通集計表）」とは別に、各調査における既存の集計結果は存続し
　　 て公表。

実施済

○

○

○

　民間給与実態統計を所管する財務省、地方公務員給与実態調査を所管する総務省及び
国家公務員給与等実態調査を所管する人事院の協力を得て、三統計の整理を行った。
　三統計については、今後とも、それぞれの調査によって作成される別々の統計としての位
置付けを維持することが合理的との結論を得た。
　なお、この方針については、内閣府統計委員会における平成21年度統計法施行状況審
議でも、特段の指摘はなかった。

実施済

95



項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

別紙
１ 指定統計から
基幹統計に移行
する統計の整備
(3)　一定の検討
を行う基幹統計

総務省 平成21年中に
結論を得る。

(4)　基幹統計か
ら除外する統計

経済産業
省

平成22年度以
降に到来する調
査の実施時期
までに措置す
る。

２ 新たに基幹統
計として整備する
統計

総務省 平成23年度ま
での整備に向け
て、平成22年度
から所要の準備
を開始する。

総務省等
10府省庁

次回産業連関
表（基本表）の
整備に向けて、
平成21年度から
所要の準備を
開始する。

厚生労働
省

平成22年度ま
での整備に向け
て、平成21年度
から所要の準備
を開始する。

厚生労働
省

別表の第２の２
(3)及び(4)に掲
げられた課題の
検討状況を踏ま
え、できるだけ
早期に整備す
る。

経済産業
省

平成22年度ま
での整備に向け
て、平成21年度
から所要の準備
を開始する。

【埋蔵鉱量統計】
　本統計は、昭和25年８月に指定統計として指定され、平成16年か
ら５年周期の調査として実施されてきているが、その重要性が低下し
てきていることから、今後、基幹統計調査として実施する必要性に乏
しく、一般統計調査として実施することが適当である。

【現在推計人口（加）】
　現在推計人口は、国勢調査の合間の時点について、月別、年次
別に推計される人口統計であって、全国人口については、国勢統
計、人口動態調査、外国人統計及び国際人口移動統計を用いて、
都道府県別人口については、それらに加えて国内人口移動統計を
用いて作成される加工統計であり、各種政策を策定する上での基礎
データや（人口当たりの）統計指標の分母人口として活用されてい
る。
　なお、統計の体系的整備等の観点から、本統計を基幹統計とし
て、外国人統計、人口移動統計等の関連する人口統計との連携や
精度の向上等を図る。
【産業連関表（基本表）（加）】
　総務省始め10府省庁の共同作業として作成されている産業連関
表（基本表）は、我が国の経済構造を明らかにする基礎的な統計と
して、また生産波及効果等を分析する手段として、あるいは国民経
済計算の基準改定や企業向けサービス価格指数等の基礎資料等
として重要な役割を果たしている。

【船員労働統計】
　船員労働統計は、船員が陸上労働者とは異なり、労働時間や休日
等の労働環境について、労働基準法（昭和22年法律第49号）では
なく船員法（昭和22年法律第100号）が適用されるという特殊性を有
していることから、こうした船員の報酬や雇用等の実態を把握する統
計として、昭和32年以降作成されている。しかし、昨今、我が国の海
運をめぐる状況は大きく変化しており、例えば、昭和49年には、約28
万人であった船員数は、平成18年には、約８万人と大きく減少して
いる。
　他方、毎月勤労統計調査、賃金構造基本統計など、労働の需要
側（企業・事業所）の主要統計においては、現在、対象となる労働者
から船員が除かれており、本統計が単純に欠落してしまうことは、統
計の体系的整備の観点からは問題がある。
　このため、労働・雇用統計の体系的整備の観点から、総務省は、
関係府省の協力を得て、本統計の位置付けに関して検討を行う。

【完全生命表／簡易生命表（加）】
　国勢統計、人口動態調査及び現在推計人口を加工し、国民の生
存、死亡、健康及び保健状況を集約的に示す指標として作成される
加工統計であり、国内の医療及び保健政策の基礎資料として重要
であるとともに、健康に関する国際比較指標としても用いられてい
る。

【社会保障給付費(加）】
　ＩＬＯが国際比較上定めた社会保障の基準に基づいて、社会保
険、公衆衛生サービス、公的扶助、社会福祉制度等の給付等に関
する各種の統計を用いて作成される社会保障給付に関する最も基
本的な統計であり、福祉・社会保障全般を総合的に示す指標として
位置付けられる。福祉・社会保障に関する各種施策に活用されるほ
か、福祉・社会保障の分野で研究者等に広く利用されている。
　なお、統計の体系的整備等の観点から、本統計を基幹統計とし
て、関連する各種業務統計等との連携や精度の向上等を図る。

【鉱工業指数（加）】
　鉱工業指数は、経済産業省生産動態統計調査の結果等を基に作
成される加工統計であるが、我が国の鉱工業の生産、出荷、在庫に
係る諸活動を表す重要な指標であり、また生産活動の基調判断、経
済活動分析、生産動向や設備投資分析等にも広く利用されている。
　基幹統計化に向けて、その範囲を指数系列のどこまでとするかに
ついて検討する。

96



実施済等の別進捗状況

○

○

　船員労働統計を所管する国土交通省、及び毎月勤労統計調査、賃金構造基本統計を所
管する厚生労働省の協力を得て、検討を行った。
　船員労働統計については、従前同様、船員労働統計調査に基づいて作成される独立した
統計として扱うことが、統計の内容としても明確であり、合理的であるとの結論を得た。なお、
船員に関する統計と陸上労働者に関する統計の一体的な利用については、一定の対応が
なされていると考えられる。
　なお、この方針については、内閣府統計委員会における平成21年度統計法施行状況審
議でも、特段の指摘はなかった。

実施済

○ 　平成21年度まで基幹統計調査として実施。平成25年３月29日の告示をもって統計法第２
条第４項第３号の規定による基幹統計の指定から解除された。

実施済

○ 　基本計画決定後に行われた住民基本台帳法改正に伴い、新たに外国人住民の登録が平
成24年７月以降順次行われるなど、人口推計の方法等に関連する制度の変更がなされるこ
とから、その状況を踏まえつつ、推計に用いる外国人住民関連統計の情報の収集を進めて
いるところ。今後も情報の収集を進めつつ、新たな推計方法の検討を行うなど基幹統計化の
検討を進めることとした。

実施・検討予定

○ 　産業連関表の基幹統計としての指定について、産業連関表作成府省庁（10府省庁）との
協議（平成22年５月）が行われた後、統計委員会へ諮問（平成22年５月）され、同委員会国
民経済計算部会での審議を経て、同委員会からの答申（平成22年６月）を受けた。当該答
申を踏まえ、平成22年７月26日に産業連関表が基幹統計として指定され、その旨が平成22
年９月24日に総務省告示第345号により公示された。

実施済

○

○

　生命表（完全生命表及び簡易生命表）の基幹統計としての指定について、平成22年11月
19日に統計委員会に諮問され、同委員会人口・社会統計部会による審議を経て、平成23年
１月26日に統計委員会において基幹統計化を適当とする答申が採択された。
　その後、平成23年２月17日付けで基幹統計として指定され、同年３月２日の総務省告示第
70号により、その旨が公示された（平成23年度に公表するものから適用）。

実施済

○

○

　社会保障給付費の基幹統計としての指定について、平成24年３月16日に統計委員会に
諮問され、平成24年４月20日に統計委員会において基幹統計化を適当とする答申が採択さ
れた。
　平成24年7月9日に、基幹統計としての指定の告示済み。

実施済

○

○

　鉱工業指数の基幹統計としての指定について、平成22年11月19日に統計委員会に諮問
され、同委員会産業統計部会による審議を経て、平成22年12月17日に統計委員会におい
て、生産（付加価値額ウエイト）、出荷、在庫、在庫率、生産能力、稼働率の６系列の指数の
基幹統計化を適当とする答申が採択された。
　その後、平成23年１月27日付けで基幹統計として指定され、同年２月９日の総務省告示第
35号により、その旨が公示された（平成23年１月分の指数から適用）。

実施済
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

別紙
３ 将来の基幹統
計化について検
討する統計

総務省 平成23年度を
目途に結論を
得る。

総務省 平成22年を目
途に実施する。

財務省 平成21年度から
検討を開始す
る。

農林水産
省

平成21年度早
期に所要の検
討を開始し、平
成25年度までに
結論を得る。

経済産業
省

平成23年度ま
でに結論を得
る。

経済産業
省

平成24年度ま
でに結論を得
る。

経済産業
省

平成24年度ま
でに結論を得
る。

【食料品生産実態調査、油糧生産実績調査、米麦加工食品生産動
態等統計調査】
　上記１（2）の府省横断的な生産動態に関する統計（生産動態統計
（仮称））を一つの基幹統計として整備し、その下で農林水産省所管
の生産動態統計調査として再編を検討する中で、これら３調査を対
象とすることついてその可能性を検討する。

【エネルギー消費統計調査】
　経済産業省特定業種石油等消費統計等との関係整理を行った上
で、基幹統計化する方向で検討を行う。その際、基幹統計の範囲に
ついて併せて検討する。

【第３次産業活動指数（加）】
　一次統計の整備及び推計手法の高度化によって、精度向上が図
られれば、基幹統計化を検討する。

【産業連関表（延長表）（加）】
　一次統計の整備及び推計手法の高度化によって、精度向上が図
られれば、基幹統計化を検討する。

【サービス産業動向調査】
　調査開始（平成20年７月から）以降３年程度をかけて、調査方法の
検討、蓄積したデータに基づいて推計方法、欠測値補完方法等の
検討を行った上で、基幹統計化について結論を得る。

【通信・放送産業基本調査、放送番組制作業実態調査】
　経済産業省企業活動基本調査と連携して一元的に実施する。具
体的には、企業活動を把握する基幹統計となる企業活動基本統計
（仮称）の下に統合して、日本標準産業分類の大分類「Ｇ情報通信
業」に係る経済産業省と総務省の共管調査として実施し、情報通信
業に関する企業活動の統計を整備する。

【貿易統計（業）】
　貿易統計は、条約（経済統計に関する国際条約、議定書及び附
属書並びに1928年12月14日にジュネーブで署名された経済統計に
関する国際条約を改正する議定書及び附属書（昭和27年条約第19
号））及び関税法（昭和29年法律第61号）第102条に基づき作成され
ている業務統計であるが、貿易の実態を把握し各国の外国貿易との
比較を容易にすることにより、国の経済政策や私企業の経済活動の
基礎資料を提供するものであり、物の動きを水際でとらえる統計とし
て、極めて重要な役割を果たしている。
　一方、貿易統計の基礎となる輸出入申告については、貿易手続の
円滑化の観点から、申告者の負担軽減を考慮した申告事項の削減
や国際的統一化等に対応することが不可欠となっている。このた
め、貿易統計を基幹統計化することについては、このような本来業
務への要請と両立し得るかという観点も含めて検討を行う。
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実施済等の別進捗状況

○ 　調査方法の検討、蓄積したデータに基づく推計方法、欠測値補完方法等の検討を行った
結果、平成25年１月以降の調査について、一部企業等調査を導入するなど見直しを行い、
月次調査及び年次調査を実施しているところ。基幹統計化については、見直し後の調査の
状況や結果の蓄積、国民経済計算等における利活用状況等を踏まえ、引き続き検討するこ
ととしている。

実施・検討予定

○

○

　総務省が一般統計調査として実施してきた通信・放送産業基本調査及び放送番組制作業
実態調査について、経済産業省企業活動基本調査と連携し、平成22年度から情報通信業
分野における企業活動を捉える「情報通信業基本調査」（総務省・経済産業省共管の一般
統計調査）として開始。平成24年度調査の結果については、速報結果を平成24年10月31日
に、確報結果を平成25年３月22日に公表し、平成25年度調査の調査結果については、速報
結果を平成25年10月29日に、確報結果を平成26年3月20日に公表した。
　基幹統計化については、引き続き検討。

実施済（一部）
及び

実施・検討予定
（一部）

○ 　貿易統計については、統計調査以外の方法により作成される統計であることから、その特
性に留意するとともに、国民への情報提供の充実、本来業務への要請と両立し得るかという
観点等も考慮し、基幹統計化の可否について引き続き検討。

実施・検討予定

○ 　上記１(2)の対応を踏まえ、平成26年１月調査分から油糧生産実績調査をe-Stat上へ掲載。 実施済

○ 　エネルギー消費統計調査については、有識者と省内関係課室職員による「エネルギー消
費統計検討会」を開催し、問題点、課題等の整理を行い、国連報告データ（温室効果ガス排
出量）の算出基礎となる「総合エネルギー統計」への組み込みに向け、調査票改正、調査対
象事業所の見直し等データの精緻化を図った。
　今後は、エネルギー基本計画の見直しや、地球温暖化の諸外国情勢などの大きな情勢変
化を踏まえつつ、算出基礎方法の変更時期を考慮しながら、引き続き基幹統計化について
検討する。
　また、経済産業省特定石油等消費統計調査との関係整理については、調査実施体制の見
直しを含めた検討を継続した。

実施・検討予定

○ 　次回基準改定(平成27年度予定)に向け、速確差が比較的大きいデータ系列を中心に推計
方法の検証・見直しを実施したほか、平成24年度に比べ速報公表を１日早期化するなど、統
計の有用性の向上のための取組を行った。

実施済（一部）
及び

実施・検討予定
（一部）

○

○

　延長表の推計作業に経済センサス-活動調査のデータを用いた場合の影響について、
データ時系列の連続性確保に関するデータ検証作業や時系列断層に対する対応方法の検
討を実施し、得られた情報を基に、延長表の国内生産額推計作業に用いるための調整を実
施して精度向上を図った。
　資源・エネルギー価格の高騰など経済実態の変化や基礎統計の廃止に伴い、鉱物（鉄鉱
石や燃料ガス）や鉄鋼（粗鋼）などの一部品目について、国内生産額の推計方法の見直しを
行った。

実施済（一部）
及び

実施・検討予定
（一部）
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項　　　目 担当府省 実施時期具体的な措置、方策等

別紙
３ 将来の基幹統
計化について検
討する統計

国土交通
省

平成22年度ま
でに結論を得
る。

国土交通
省

平成24年度ま
でに結論を得
る。

（注）　別紙における統計又は統計調査名の括弧内の「加」は加工統計、「業」は業務統計を示す。

【宿泊旅行統計調査、旅行・観光消費動向調査】
　観光統計に関する都道府県統一基準の作成、外国人旅行者に関
する実態把握の向上等とともに、両調査の改善・充実を図る等により
観光統計を体系的に整備することが必要であり、その過程で両調査
の基幹統計化について検討する。

【法人建物調査】
　密接な関係を有するため調査を同時に実施している法人土地基
本統計と統合し、企業の不動産（土地及び建物）ストックを把握する
基幹統計とすることを検討する。
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実施済等の別進捗状況

○ 　都道府県統一基準については、平成21年12月に「観光入込客統計に関する共通基準」を
策定し、平成22年度より運用を開始した。また、平成22年度には「訪日外国人消費動向調
査」を開始し、外国人旅行者の把握の向上を図っている。
　一方、「宿泊旅行統計調査」については、平成22年度に従業者10人以上の宿泊施設を対
象としていたものを全宿泊施設を対象とする調査に拡充、また「旅行・観光消費動向調査」に
ついても調査対象数（7,500人→25,000人)を拡充する等の改善・充実を図ってきたところで
ある。
　また、平成24年度も「観光統計に関する検討会（国土交通省観光庁が設けた有識者の検
討会）」において、両統計の更なる課題・改善策の検討を行った。具体的には「宿泊旅行統
計調査」では、オンライン化の導入方策の検討、「旅行・観光消費動向調査」については、推
計方法の改善策等の検討を行ったところ。さらに、平成25年度も引き続き検討すべき課題
（宿泊旅行統計調査：層化基準の変更の必要性等、旅行・観光消費動向調査：精度設計の
変更の必要性等）について、改善策を模索したが、両統計とも更なる検討が必要な状況であ
ることから、第Ⅱ期基本計画において、既存の観光統計の精度向上、基幹統計化に向けた
観光統計の体系的整備等について取り組むこととした。

実施・検討予定

○ 　法人土地基本調査（基幹統計調査）に「法人建物調査」（一般統計調査）を統合し、法人
土地・建物基本調査（基幹統計調査）として実施することについては、平成24年12月21日開
催の統計委員会において審議された結果、「統計法第10条各号の各要件（基幹統計の作
成目的に照らして必要かつ十分であること、統計技術的に合理的かつ妥当なものであるこ
と、他の基幹統計調査との間の重複が合理的な範囲を超えていないこと）のいずれにも適合
しているため、変更を承認して差し支えない」との答申がなされ、平成25年2月27日付けで総
務大臣より承認された。

実施済
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